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公布された条例のあらまし 
 

亀岡市固定資産評価審査委員会条

例の一部を改正する条例要綱 

 

１ 行政手続等における情報通信の技術の利用

に関する法律の一部改正に伴い、所要の規定

整備を図ることとした。 

 

２ この条例は、公布の日から施行することと

した。 

 

 

 

亀岡市行政手続における特定の個

人を識別するための番号の利用等

に関する法律に基づく個人番号の

利用及び特定個人情報の提供に関

する条例の一部を改正する条例要

綱 

 

１ 生活に困窮する外国人に対する生活保護の

措置に関する事務を処理するために利用する

ことができる特定個人情報に、年金給付関係

情報等を追加することとした。 

 

２ この条例は、令和２年４月１日から施行す

ることとした。 

 

 

 

亀岡市放課後児童健全育成事業の

実施に関する条例の一部を改正す

る条例要綱 

 

１ 学年始休業日、夏季休業日、冬季休業日及

び学年末休業日のみ放課後児童会に入会する

児童に係る負担金を改定することとした。 

 

２ その他所要の規定整備を図ることとした。 

 

３ この条例は、令和２年４月１日から施行す

ることとした。 

 

 

 

亀岡市放課後児童健全育成事業の

設備及び運営に関する基準を定め

る条例の一部を改正する条例要綱 

 

１ 放課後児童支援員が修了しておくべき所定

の研修の受講期間に係る経過措置について、

当分の間、当該支援員が放課後児童健全育成

事業に従事することとなった日から起算して

２年を経過する日までに猶予期間を継続する

こととした。 

 

２ その他所要の規定整備を図ることとした。 

 

３ この条例は、令和２年４月１日から施行す

ることとした。 

 

 

 

亀岡市国民健康保険条例の一部を

改正する条例要綱 

 

１ 国民健康保険法施行令の一部改正に伴い、

次のとおり改正することとした。 

⑴ 国民健康保険料の基礎賦課額に係る  

賦課限度額を６３０，０００円（現行  

６１０，０００円）に、介護納付金賦課額

に係る賦課限度額を１７０，０００円（現

行１６０，０００円）に改めることとした。 

⑵ 国民健康保険料を減額する所得判定の基
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準のうち、５割軽減基準の被保険者数に 

乗ずる金額を２８５，０００円（現行   

２８０，０００円）に、２割軽減基準の被

保険者数に乗ずる金額を５２０，０００円

（現行５１０，０００円）に改めることと

した。 

 

２ この条例の施行に関し、必要な経過措置を

定めることとした。 

 

３ この条例は、令和２年４月１日から施行す

ることとした。 

 

 

 

亀岡市介護保険条例の一部を改正

する条例要綱 

 

１ 低所得者に対する保険料軽減の強化に関す

る所要の規定整備を図ることとした。 

 

２ この条例の施行に関し、必要な経過措置を

定めることとした。 

 

３ この条例は、別に規則で定める日から施行

することとした。 

 

 

 

亀岡市プラスチック製レジ袋の提

供禁止に関する条例要綱 

 

１ 使い捨てプラスチックごみゼロの実現によ

る良好な環境の保全に寄与するため、プラス

チック製レジ袋の提供禁止等の取組の推進に

ついて必要な事項を定めることとした。 

⑴ 事業者が事業所等においてプラスチック

製レジ袋を有償又は無償で提供することを

禁止することとした。 

⑵ 事業者が事業所等において生分解性の袋

を無償で提供することを禁止することとし

た。 

⑶ その他所要の規定整備を図ることとした。 

 

２ この条例は、令和３年１月１日から施行す

ることとした。ただし、第１３条及び第１４

条の規定は、令和３年６月１日から施行する

こととした。 

 

 

 

亀岡市印鑑条例の一部を改正する

条例要綱 

 

１ 成年被後見人等の権利の制限に係る措置の

適正化等を図るための関係法律の整備に関す

る法律の施行に伴い、印鑑登録証明事務処理

要領の一部が改正されたため、所要の規定整

備を図ることとした。 

 

２ この条例は、令和２年４月１日から施行す

ることとした。 

 

 

 

ガレリアかめおか条例の一部を改

正する条例要綱 

 

１ ガレリアかめおかの利便性の向上と利用の

促進を図るため、施設の配置の見直し及び使

用料の改定を行うこととした。 

⑴ 企画展示室２の使用時間、休館日及び使

用料の規定を設けることとした。 

⑵ ガレリアかめおかの使用料を改めること

とした。 

⑶ 企画展示室１～２の使用時間及び休館日
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を改めることとした。 

 

２ この条例の施行に関し、必要な経過措置を

定めることとした。 

 

３ この条例は、令和２年４月１日から施行し、

１の⑵の改正規定は、令和３年４月１日以後

の使用に係るものから適用し、１の⑶の改正

規定は、令和３年４月１日から施行すること

とした。 

 

 

 

亀岡市交流会館条例の一部を改正

する条例要綱 

 

１ 亀岡市交流会館の開館時間を変更し、会議

室等の夜間の使用料を規定することとした。 

 

２ スポーツクライミング施設の設置に伴い、

当該施設の使用料を規定するとともに、ホー

ルの貸館を廃止することとした。 

 

３ この条例は、令和２年４月１日から施行す

ることとした。 

 

 

 

亀岡市移住・定住促進施設設置条

例の一部を改正する条例要綱 

 

１ 亀岡市移住・定住促進施設の利用状況を踏

まえ、より効率的な管理運営を行うため、使

用料を改定することとした。 

 

２ この条例は、令和２年４月１日から施行す

ることとした。 

亀岡市道路の占用に関する条例の

一部を改正する条例要綱 

 

１ 地域の活性化等に資する路上イベントに際

し一時的に設ける露店等に係る道路占用料

（日額）及び電源を使用する場合の加算額を

定めることとした。 

 

２ この条例は、令和２年４月１日から施行す

ることとした。 

 

 

 

亀岡市都市公園条例の一部を改正

する条例要綱 

 

１ 亀岡運動公園体育館における冷暖房設備の

設置に伴い、当該設備に係る使用料の規定を

新たに設けることとした。 

 

２ この条例は、公布の日から施行することと

した。 

 

 

 

亀岡市営住宅管理条例の一部を改

正する条例要綱 

 

１ 市営住宅への入居に際し、連帯保証人の選

任を不要とすることとした。 

 

２ その他所要の規定整備を図ることとした。 

 

３ この条例の施行に関し、必要な経過措置を

定めることとした。 

 

４ この条例は、令和２年４月１日から施行す

ることとした。 
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亀岡市上下水道事業の設置等に関

する条例の一部を改正する条例要

綱 

 

１ 亀岡市水道施設を使用して南丹市に水道用

水を供給するに当たり、地方公営企業法の規

定により水道用水供給事業の経営の基本に関

する事項を定めることとした。 

 

２ その他所要の規定整備を図ることとした。 

 

３ 関係条例を改正することとした。 

 

４ この条例は、水道法第２６条の規定に基づ

く認可のあった日から施行することとした。

ただし、第１０条の改正規定は、令和２年４

月１日から施行することとした。 

 

 

 

亀岡市病院事業の設置等に関する

条例の一部を改正する条例要綱 

 

１ 地方自治法の一部改正に伴い、所要の規定

整備を図ることとした。 

 

２ この条例は、令和２年４月１日から施行す

ることとした。 

 

 

 

亀岡市税条例等の一部を改正する

条例要綱 

 

１ 地方税法等の一部改正に伴い、次のとおり

亀岡市税条例等の一部を改正した。 

⑴ 所有者不明土地等について、条例で定め

るところにより、現に所有している者の申

告を制度化することとした。 

⑵ 固定資産の所有者が全く明らかにならな

い場合、その使用者を所有者とみなして固

定資産課税台帳に登録し、固定資産税を課

することができることとした。 

⑶ 子どもの貧困に対応するため未婚のひと

り親に対して、寡婦（寡夫）控除を適応す

ることとした。 

⑷ 寡婦（寡夫）控除の適用条件について、

所得制限を同一（前年の合計所得金額  

５００万円）とする等公平な措置を講じる

こととした。 

⑸ その他所要の規定整備を図ることとした。 

 

２ この条例の施行に関し、必要な経過措置を

定めることとした。 

 

３ この条例は、令和２年４月１日から施行し

た。ただし、１の⑶及び⑷の改正は、令和３

年１月１日からそれぞれ施行することとした。 
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条 例 
 

 亀岡市固定資産評価審査委員会条例の一部を

改正する条例をここに公布する。 

 

   令和２年３月２５日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第２号 

 

亀岡市固定資産評価審査委員会条

例の一部を改正する条例 

 

 亀岡市固定資産評価審査委員会条例（昭和 

３０年亀岡市条例第４３号）の一部を次のよう

に改正する。 

 

 第６条第２項中「行政手続等における情報通

信の技術の利用に関する法律（平成１４年法律

第１５１号）第３条」を「情報通信技術を活用

した行政の推進等に関する法律（平成１４年法

律第１５１号）第６条」に改める。 

 

   附 則 

 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律に基づく個

人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する

条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

   令和２年３月２５日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第３号 

 

亀岡市行政手続における特定の個

人を識別するための番号の利用等

に関する法律に基づく個人番号の

利用及び特定個人情報の提供に関

する条例の一部を改正する条例 

 

 亀岡市行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律に基づく個

人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する

条例（平成２７年亀岡市条例第２９号）の一部

を次のように改正する。 

 

 別表第２の３の項特定個人情報の欄中「（以

下「児童手当関係情報」という。）介護保険給

付等関係情報」を「（以下「児童手当関係情

報」という。）、介護保険給付等関係情報」に

改め、「（同表に規定する介護保険給付等関係

情報をいう。以下同じ。）」の次に「、年金給

付関係情報、年金生活者支援給付金関係情報」

を加える。 

 

   附 則 

 

 この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 
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 亀岡市放課後児童健全育成事業の実施に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

   令和２年３月２５日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第４号 

 

亀岡市放課後児童健全育成事業の実施に関する条例の一部を改正する条例 

 

 亀岡市放課後児童健全育成事業の実施に関する条例（平成２１年亀岡市条例第３４号）の一部を

次のように改正する。 

 

 附則第２項から第４項までを削り、附則第１項の見出し及び項番号を削る。 

 別表第２を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表第２（第７条関係） 

区分 
学年始休業
日、夏季休
業日、冬季
休業日及び
学年末休業
日のみ入会
する児童 

学年始休業日（４月） 夏季休業日（７月） 夏季休業日（８月） 

１人入会の
場合及び同
一世帯から
２人以上入
会している
場合の最年
長児童（第
１子） 

同一世帯か
ら２人以上
入会してい
る場合の左
以外の児童
（第２子以
降） 

１人入会の
場合及び同
一世帯から
２人以上入
会している
場合の最年
長児童（第
１子） 

同一世帯か
ら２人以上
入会してい
る場合の左
以外の児童
（第２子以
降） 

１人入会の
場合及び同
一世帯から
２人以上入
会している
場合の最年
長児童（第
１子） 

同一世帯か
ら２人以上
入会してい
る場合の左
以外の児童
（第２子以
降） 

別に規則で
定める学年
始休業日の
期間中の児
童会開設日
数に４７０
円を乗じて
得た額 

左欄の額に
２分の１を
乗じて得た
額 

別に規則で
定める夏季
休業日の期
間中の児童
会開設日数
に４７０円
を乗じて得
た額 

左欄の額に
２分の１を
乗じて得た
額 

別に規則で
定める夏季
休業日の期
間中の児童
会開設日数
に４７０円
を乗じて得
た額 

左欄の額に
２分の１を
乗じて得た
額 

冬季休業日（１２月） 冬季休業日（１月） 学年末休業日（３月） 

１人入会の
場合及び同
一世帯から
２人以上入
会している
場合の最年
長児童（第
１子） 

同一世帯か
ら２人以上
入会してい
る場合の左
以外の児童
（第２子以
降） 

１人入会の
場合及び同
一世帯から
２人以上入
会している
場合の最年
長児童（第
１子） 

同一世帯か
ら２人以上
入会してい
る場合の左
以外の児童
（第２子以
降） 

１人入会の
場合及び同
一世帯から
２人以上入
会している
場合の最年
長児童（第
１子） 

同一世帯か
ら２人以上
入会してい
る場合の左
以外の児童
（第２子以
降） 

別に規則で
定める冬季
休業日の期
間中の児童
会開設日数
に４７０円
を乗じて得
た額 

左欄の額に
２分の１を
乗じて得た
額 

別に規則で
定める冬季
休業日の期
間中の児童
会開設日数
に４７０円
を乗じて得
た額 

左欄の額に
２分の１を
乗じて得た
額 

別に規則で
定める学年
末休業日の
期間中の児
童会開設日
数に４７０
円を乗じて
得た額 

左欄の額に
２分の１を
乗じて得た
額 

負担金は当該期間中の額とする。なお、生活保護法の規定による被保護世帯
及び前年度分の市民税非課税世帯については課さない。 
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   附 則 

 

 この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市放課後児童健全育成事業の設備及び運

営に関する基準を定める条例の一部を改正する

条例をここに公布する。 

 

   令和２年３月２５日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第５号 

 

亀岡市放課後児童健全育成事業の

設備及び運営に関する基準を定め

る条例の一部を改正する条例 

 

 亀岡市放課後児童健全育成事業の設備及び運

営に関する基準を定める条例（平成２６年亀岡

市条例第３３号）の一部を次のように改正する。 

 

 第１１条第３項中「都道府県知事」の次に

「又は地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２５２条の１９第１項の指定都市の長」を加

える。 

 附則第３項中「この条例の施行の日から平成

３２年３月３１日までの間」を「当分の間」に、

「平成３２年３月３１日までに修了」を「放課

後児童支援員として放課後児童健全育成事業に

従事することとなった日から起算して２年を経

過する日までに修了」に改める。 

 

   附 則 

 

 この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市国民健康保険条例の一部を改正する条

例をここに公布する。 

 

   令和２年３月２５日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第６号 

 

亀岡市国民健康保険条例の一部を

改正する条例 

 

 亀岡市国民健康保険条例（昭和３４年亀岡市

条例第７号）の一部を次のように改正する。 

 

 第１６条の６中「６１０，０００円」を 

「６３０，０００円」に改める。 

 第１６条の１１中「１６０，０００円」を

「１７０，０００円」に改める。 

 第２０条第１項中「６１０，０００円」を

「６３０，０００円」に改め、同項第２号中

「２８０，０００円」を「２８５，０００円」

に改め、同項第３号中「５１０，０００円」を

「５２０，０００円」に改め、同条第３項中

「６１０，０００円」を「６３０，０００円」

に改め、同条第４項中「６１０，０００円」を

「６３０，０００円」に、「１６０，０００

円」を「１７０，０００円」に改める。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 
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１ この条例は、令和２年４月１日から施行す

る。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の第１６条の６、第

１６条の１１及び第２０条の規定は、令和２

年度以後の年度分の保険料について適用し、

令和元年度以前の年度分の保険料については、

なお従前の例による。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市介護保険条例の一部を改正する条例を

ここに公布する。 

 

   令和２年３月２５日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第７号 

 

亀岡市介護保険条例の一部を改正

する条例 

 

 亀岡市介護保険条例（平成１２年亀岡市条例

第１５号）の一部を次のように改正する。 

 

 第３条第１項中「平成３２年度」を「令和２

年度」に改め、同条第２項中「平成３１年度か

ら平成３２年度までの各年度」を「令和２年

度」に、「２３，３７６円」を「１８，６９６

円」に改め、同条第３項中「平成３１年度から

平成３２年度までの各年度」を「令和２年度」

に、「２３，３７６円」を「１８，６９６円」

に、「３４，２８４円」を「２６，４９６円」

に改め、同条第４項中「平成３１年度から平成

３２年度までの各年度」を「令和２年度」に、

「２３，３７６円」を「１８，６９６円」に、

「４５，２０４円」を「４３，６４４円」に改

める。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この条例は、別に規則で定める日から施行

する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の亀岡市介護保険条例第３条の規定

は、令和２年度分の保険料から適用し、令和

元年度以前の年度分の保険料については、な

お従前の例による。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市プラスチック製レジ袋の提供禁止に関

する条例をここに公布する。 

 

   令和２年３月２５日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第８号 

 

亀岡市プラスチック製レジ袋の提

供禁止に関する条例 

 

 プラスチックは、その優れた汎用性、実用性

から私たちの生活に密着し、私たちもまた、プ

ラスチックの利便性に依存してきた。その結果

として、多くの使い捨てプラスチックが私たち

の暮らす環境を汚染する一因となり、海洋プラ

スチック汚染という地球規模の環境汚染へとつ

ながっている。 
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 そこで、亀岡市長は、亀岡市議会とともに

「かめおかプラスチックごみゼロ宣言」を行い、

２０３０年までに使い捨てプラスチックごみゼ

ロを実現するために、まずは、私たちの日常生

活に最も密着したプラスチック製レジ袋の提供

を禁止することで、プラスチックの利便性に依

存してきた生活を見直すとともに、川、海へと

プラスチックごみを流さない意識のつながりの

構築、さらにはごみの減量に取り組んでいく方

向性を示したところである。 

 そして、こうした取組が、環境、経済及び社

会の統合的な成長を目指す「地域循環共生圏」

の創造へと展開していくとともに、市民一人一

人の郷土愛を育み、豊かな自然環境を活かした

地域ブランドの確立につながっていくことを 

願っている。さらに、市民が良好な環境を次代

に引き継ぎ、将来にわたって安心して暮らせる

持続可能なまちづくりの実現を目指して、この

条例を制定する。 

 

 （目的） 

第１条 この条例は、プラスチック製レジ袋の

提供禁止等の取組の推進に関し、必要な事項

を定めることにより、使い捨てプラスチック

ごみゼロの実現による良好な環境の保全に寄

与することを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる

用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

⑴ プラスチック製レジ袋 事業所等におい

て、販売された商品を運搬するために消費

者に提供されるプラスチック製の買物袋

（生分解性の袋を除く。）をいう。 

⑵ 市民等 市内に居住し、通勤し、通学し、

若しくは滞在し、又は市内を通過する者を

いう。 

⑶ 事業者 市内で事業を行う法人、団体及

び個人をいう。 

⑷ 事業所等 市内の事業所、事務所及び店

舗をいう。 

⑸ 生分解性の袋 土壌環境及び水環境のい

ずれでも自然界に存在する微生物の働きに

より最終的に二酸化炭素及び水に分解され

る性質を有するバイオマスプラスチックの

袋及び紙製の袋並びにこれらと同等以上の

新技術により製造される袋で市長が認める

ものをいう。 

⑹ プラスチック製レジ袋の提供禁止等の取

組 プラスチック製レジ袋の提供禁止及び

生分解性の袋の無償配布禁止等の実施によ

り、使い捨てプラスチックごみゼロの実現

を目指す取組をいう。 

 （市の責務） 

第３条 市は、プラスチック製レジ袋の提供禁

止等の取組の推進を図るために必要な措置を

講じなければならない。 

２ 市は、プラスチック製レジ袋の提供禁止等

の取組に関する市民等及び事業者の意識の啓

発を推進しなければならない。 

３ 市は、使い捨てプラスチックごみの削減を

推進しなければならない。 

 （市民等の責務） 

第４条 市民等は、プラスチック製レジ袋の提

供禁止等の取組に協力するよう努めなければ

ならない。 

２ 市民等は、使い捨てプラスチックごみの削

減に努めなければならない。 

 （事業者の責務） 

第５条 事業者は、事業所等においてプラス 

チック製レジ袋を有償又は無償で提供しては

ならない。 

２ 事業者は、事業所等において生分解性の袋

を無償で提供してはならない。 

３ 事業者は、使い捨てプラスチックごみの削

減に努めなければならない。 
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 （協力関係の構築） 

第６条 市、市民等及び事業者は、プラスチッ

ク製レジ袋の提供禁止等の取組について、相

互に連携を図りながら協力関係を構築し、使

い捨てプラスチックごみのない持続可能なま

ちづくりに努めなければならない。 

 （市の支援） 

第７条 市は、市民等及び事業者がプラスチッ

ク製レジ袋の提供禁止等の取組を行うために

必要な支援を行うことができる。 

 （効果の検証） 

第８条 市は、プラスチック製レジ袋の提供禁

止等の取組による効果を検証するために必要

な調査を実施し、現状把握に努めなければな

らない。 

 （表彰） 

第９条 市長は、特に使い捨てプラスチックご

みの削減に努め、良好な環境の保全に寄与し

ていると認められる市民等及び事業者を表彰

することができる。 

 （指導及び助言） 

第１０条 市長は、プラスチック製レジ袋の提

供禁止等の取組を推進するため、市民等及び

事業者に対し必要な指導及び助言を行うこと

とする。 

 （立入調査等） 

第１１条 市長は、この条例の施行に必要な限

度において、当該職員に事業所等に立ち入り、

必要な調査をさせ、又は事業者に対し、必要

な報告を求めることができる。 

２ 前項の規定により立入調査を行う職員は、

その身分を示す証明書を携帯し、関係者の求

めがあるときは、これを提示しなければなら

ない。 

３ 第１項の規定による立入調査の権限は、犯

罪調査のために認められたものと解釈しては

ならない。 

 （勧告） 

第１２条 市長は、第５条第１項及び第２項に

違反した事業者に対し、期限を定め、その是

正のために必要な措置を講ずるよう勧告する

ことができる。 

 （違反者の公表） 

第１３条 市長は、事業者が正当な理由なく第

１１条第１項の規定による立入りを拒み、若

しくは同項の規定に違反して報告をせず、若

しくは虚偽の報告をし、又は前条の勧告に従

わないときは、その旨を公表することができ

る。 

２ 市長は、前項の規定による公表をする場合

は、あらかじめ第１４条第１項の規定により

設置する審査会の意見を聴かなければならな

い。 

３ 市長は、第１項の規定による公表をする場

合には、あらかじめ当該事業者に対し意見を

述べる機会を与えなければならない。 

 （審査会） 

第１４条 前条第１項の規定による公表につい

て、市長の諮問に応じ、調査し、又は審議す

るため、審査会を置く。 

２ 審査会の組織及び運営について必要な事項

は、規則で定める。 

 （委任） 

第１５条 この条例の施行に関し必要な事項は、

規則で定める。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和３年１月１日から施行す

る。ただし、第１３条及び第１４条の規定は、

令和３年６月１日から施行する。 

 （検討） 

２ 市長は、この条例の施行後１年を経過した

場合において、この条例の施行の状況につい

て検討を加え、必要があると認めるときは、
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その結果に基づいて所要の措置を講ずるもの

とする。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市印鑑条例の一部を改正する条例をここ

に公布する。 

 

   令和２年３月２５日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第９号 

 

亀岡市印鑑条例の一部を改正する

条例 

 

 亀岡市印鑑条例（平成６年亀岡市条例第２０

号）の一部を次のように改正する。 

 

 第３条第２項中「成年被後見人」を「意思能

力を有しない者」に改める。 

 

   附 則 

 

 この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 ガレリアかめおか条例の一部を改正する条例

をここに公布する。 

 

   令和２年３月２５日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第１０号 

 

ガレリアかめおか条例の一部を改

正する条例 

 

第１条 ガレリアかめおか条例（平成１０年亀

岡市条例第１号）の一部を次のように改正す

る。 

 別表第１及び別表第２中 

「            

 

              」 

を 

「 

 

              」 

に改める。 

 別表第３中 

「 

 

              」 

を 

「 

 

              」 

に、 

 

 

 

企画展示室 

企画展示室１～２ 

企画展示室 

企画展示室１～２ 
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「                 「 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 を                 に、 

 

 

 

 

 

 

 

 

                」                 」 

「 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                       」 

を 

１ 入場料の徴収の有無にかかわらず、使用者が営業の宣伝その他これに類する

目的をもって使用する場合は、表に掲げる額の１０割相当額を加算する。ただ

し、屋上庭園については、非営利の場合に限るものとする。 

２ 冷暖房設備を使用する場合は、表に掲げる額（附帯設備並びにロビーギャラ

リー、パサージュ及び屋上庭園を除く。）に次の各号に掲げる額を加算する。 

 ⑴ 冷房 ４割相当額 

 ⑵ 暖房 ３割相当額 

３ ロビーギャラリー、パサージュ及び屋上庭園を使用する場合において、面積

が１平方メートル未満のとき又は１平方メートル未満の端数が生じたときは、

１平方メートルとして使用料を算出する。 

４ 音響、照明その他を使用する場合に必要な操作技術料等は使用者負担とす

る。 

440円 

440円 

440円 

440円 

各5,060円 

2,200円 

1,760円 

各440円 

各440円 

各220円 

220円 

4,400円 

各220円 

1,760円 

550円 

550円 

550円 

550円 

各5,500円 

1,100円 

2,200円 

各550円 

各550円 

各220円 

各330円 

6,600円 

各220円 

2,750円 
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「 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                       」 

に改める。 

第２条 ガレリアかめおか条例の一部を次のように改正する。 

 別表第１企画展示室１～２の項を削る。 

 別表第２企画展示室１～２の項を削る。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この条例中第１条の規定は令和２年４月１日から、第２条の規定は令和３年４月１日から施行

する。 

 （経過措置） 

２ この条例中第１条のうち別表第３金額欄及び備考の改正規定は、令和３年４月１日以後の使用

に係る使用料について適用し、同日前の使用に係る使用料については、なお従前の例による。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市交流会館条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

   令和２年３月２５日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第１１号 

 

亀岡市交流会館条例の一部を改正する条例 

 

備考 

１ 入場料の徴収の有無にかかわらず、使用者が営業の宣伝その他これに類する

目的をもって使用する場合は、表に掲げる額の１０割相当額を加算する。ただ

し、屋上庭園については、非営利の場合に限るものとする。 

２ ロビーギャラリー、パサージュ及び屋上庭園を使用する場合において、面積

が１平方メートル未満のとき又は１平方メートル未満の端数が生じたときは、

１平方メートルとして使用料を算出する。 

３ 音響、照明その他を使用する場合に必要な操作技術料等は使用者負担とす

る。 
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 亀岡市交流会館条例（平成８年亀岡市条例第２１号）の一部を次のように改正する。 

 

 第２条の２第１項中「午後５時」を「午後９時」に改める。 

 別表第１を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   附 則 

 

 この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 

 別表第１（第９条関係） 

 １ 各室及び宿泊施設 

使用時間 
区分 

 
種別 

午前 午後 昼間 夜間 宿泊 

午前9時 
～午後1時 

午後1時 
～午後5時 

午前9時 
～午後5時 

午後5時 
～午後9時 

午後2時～ 
翌日午前10時 

教  室 730円 730円 1,250円 730円  

実 習 室 1,030円 1,030円 1,880円 1,030円  

会 議 室 620円 620円 1,030円 620円  

コテージ   4,070円  8,140円 

キャンプサイト   1,650円  3,300円 

備考 
１ 市外居住者（法人にあっては、その主たる事業所の所在地が市外にある者）が使用する
ときは、使用料の３割相当額を加算する。 

２ 使用者が営利、営業、宣伝等を目的として使用する場合は、使用料の５割相当額を加算
する。 

３ 前２項の規定により計算した額に１０円未満の端数を生じた場合は、これを切り捨てる
ものとする。 

 

 ２ スポーツクライミング施設 

使用時間 
区分 

種別 

午前 午後 夜間 

午前9時～午後1時 午後1時～午後5時 午後5時～午後9時 

専用使用 20,400円 20,400円 20,400円 

個人使用 
大人 680円 680円 680円 

小人 340円 340円 340円 

附帯設備 
各附帯設備ごとに、1使用時間区分220円を超えない範囲内
において規則で定める額 

備考 
１ 市外居住者（法人にあっては、その主たる事業所の所在地が市外にある者）が使用する
ときは、使用料（附帯設備の使用料を除く。）の３割相当額を加算する。 

２ 使用者が営利、営業、宣伝等を目的として使用する場合は、使用料の５割相当額を加算
する。 

３ 前２項の規定により計算した額に１０円未満の端数を生じた場合は、これを切り捨てる
ものとする。 

４ この表において「大人」とは１９歳以上の者を、「小人」とは７歳から１８歳までの者
をいう。 
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 亀岡市移住・定住促進施設設置条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

   令和２年３月２５日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第１２号 

 

亀岡市移住・定住促進施設設置条例の一部を改正する条例 

 

 亀岡市移住・定住促進施設設置条例（平成３０年亀岡市条例第４号）の一部を次のように改正す

る。 

 

 別表第２を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表第２（第１２条関係） 

使用

種別 
名称 区分 

使用料（１泊につき１人当たり） 

１人 ２人 ３人 ４人 ５人 

移住

体験

使用 

応挙、

梅岩、

了以 

特定日を除く全

日 
2,750円 

宿泊

使用 

応挙、

梅岩、

了以 

繁忙期及び特定

日を除く平日、

日曜日又は祝日 

18,700円 11,000円 9,900円 8,800円 7,700円 

繁忙期及び特定

日を除く祝日の

前日又は土曜日 

20,900円 13,200円 11,000円 9,900円 8,800円 

繁 

忙 

期 

平日、日曜

日又は祝日 
20,900円 13,200円 11,000円 9,900円 8,800円 

祝日の前日

又は土曜日 
23,100円 15,400円 14,300円 13,200円 11,000円 

特定日 26,400円 16,500円 15,400円 14,300円 13,200円 

日中

使用 

応挙 
－ 

4時間まで 

4,070円 

4時間超過 

1時間ごとに 1,010円 梅岩 

了以 － 
4時間まで 

3,050円 

4時間超過 

1時間ごとに 500円 

備考 

１ この表において「祝日」とは、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規

定する休日をいう。 

２ この表において「繁忙期」とは、３月２１日から４月５日、７月２１日から８月１１日、８

月１７日から８月３１日をいう。 

３ この表において「特定日」とは、１月１日、１月２日、４月２９日から５月４日、８月１２日

から８月１６日及び１２月２９日から１２月３１日をいう。 

４ 日曜日が祝日の前日に該当する場合は、祝日の前日の使用料を適用する。 

５ 移住体験使用にあっては、特定日は使用できないものとする。 

６ ６歳に達する日以後の最初の３月３１日までの者は、使用料の人数には含まない。 

７ 営利を目的とする使用にあっては、上欄の金額の５倍に相当する額とする。 
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   附 則 

 

 この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市道路の占用に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

   令和２年３月２５日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第１３号 

 

亀岡市道路の占用に関する条例の一部を改正する条例 

 

 亀岡市道路の占用に関する条例（昭和３１年亀岡市条例第３６号）の一部を次のように改正する。 

 

 別表中 

「 

道路その他これらに類するもの 〃 1,500 

露店、商店、置場その他これらに類するも
の 

１平方メートルに
つき１月 

600 

                                         」 

を 

「 

道路その他これらに類するもの 〃 1,500 

露店、商店、置場
その他これらに類
するもの 

地域の活性化等に資す
る路上イベントに際し
一時的に設けるもの 

１平方メートルに
つき１日 

20 

その他のもの １平方メートルに
つき１月 

600 

                                         」 

に改め、同表備考に次のように加える。 

４ 露店、商店、置場その他これらに類するものを地域の活性化等に資する路上イベントに際し一

時的に設ける占用において、道路に備付けの電源を使用する場合には、１口につき１時間当たり 

１００円を加算するものとする。 
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   附 則 

 

 この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市都市公園条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

   令和２年３月２５日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第１４号 

 

亀岡市都市公園条例の一部を改正する条例 

 

 亀岡市都市公園条例（昭和４４年亀岡市条例第１２号）の一部を次のように改正する。 

 

 別表第３第３項第２号中 

「 

附属設備 
各附属設備ごとに、1使用時間区分11,000円（全日
については、33,000円）を超えない範囲内において
規則で定める額 

                                           」 

を 

「 

附属設備 
各附属設備ごとに、1使用時間区分11,000円（全日
については、33,000円）を超えない範囲内において
規則で定める額 

冷暖房設備 

大競技場 使用料の10割に相当する額（部分使用の場合は、全
面使用における各区分に該当する使用料の10割に相
当する額とし、他の使用者があるときは、これを使
用者数で除した額とする。） 小競技場 

                                           」 

に改める。 

 

   附 則 
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 この条例は、公布の日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市営住宅管理条例の一部を改正する条例

をここに公布する。 

 

   令和２年３月２５日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第１５号 

 

亀岡市営住宅管理条例の一部を改

正する条例 

 

 亀岡市営住宅管理条例（平成９年亀岡市条例

第４８号）の一部を次のように改正する。 

 

 第５条第１項中「第７号」を「第６号」に改

め、「、第４号」を削り、同項中第４号を削り、

第５号を第４号とし、第６号を第５号とし、第

７号を第６号とする。 

 第１０条第１項第１号中「入居者と同程度以

上の収入を有する者で、市長が適当と認める連

帯保証人の連署する」を「緊急時の連絡先等を

記載した」に改める。 

 第１１条を次のように改める。 

第１１条 削除 

 第４２条第３項中「年５分の割合」を「法定

利率」に改める。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行す

る。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の際現に改正前の第１０条

第１項第１号の規定により提出された請書は、

改正後の第１０条第１項第１号の規定により

提出されたものとみなす。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市上下水道事業の設置等に関する条例の

一部を改正する条例をここに公布する。 

 

   令和２年３月２５日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第１６号 

 

亀岡市上下水道事業の設置等に関

する条例の一部を改正する条例 

 

 亀岡市上下水道事業の設置等に関する条例

（平成２９年亀岡市条例第３１号）の一部を次

のように改正する。 

 

 第２条第１項中「市民に」を削り、「附帯す

る飲料水供給施設を含む。」を「法第２条第１

項第１号に掲げる水道事業（附帯する飲料水供

給施設を含む。）をいう。第４条第２項第１号

を除き、以下同じ。」に改める。 

 第４条第２項第１号及び第２号を次のように

改める。 

⑴ 水道事業（水道法（昭和３２年法律第 

１７７号）第３条第２項の水道事業をい

う。） 

ア 給水区域は、三宅町、東竪町、西竪町、
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突抜町、横町、北古世町、京町、呉服町、

旅籠町、新町、中矢田町、塩屋町、柳町、

本町、紺屋町、南郷町、西町、内丸町、

追分町、北町、河原町、北河原町、吉川

町、東つつじケ丘、西つつじケ丘及び南

つつじケ丘の全部並びに古世町、矢田町、

上矢田町、下矢田町、荒塚町、安町、余

部町、宇津根町、西別院町、曽我部町、

薭田野町、本梅町、畑野町、宮前町、東

本梅町、大井町、千代川町、馬路町、旭

町、千歳町、河原林町、保津町及び篠町

の一部の区域内とする。 

イ 給水人口は、８７，７００人とする。 

ウ 一日最大給水量は、３９，５００立方

メートルとする。 

⑵ 水道用水供給事業（水道法第３条第４項

の水道用水供給事業をいう。） 

ア 給水対象は、南丹市とする。 

イ 一日最大給水量は、１，７６２立方 

メートルとする。 

 第４条第２項中第３号を削り、第４号を第３

号とする。 

 第１０条中「第２４３条の２第８項」を「第

２４３条の２の２第８項」に改める。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この条例は、水道法第２６条の規定に基づ

く認可のあった日から施行する。ただし、第

１０条の改正規定は、令和２年４月１日から

施行する。 

 （準備行為） 

２ この条例の施行のために必要な行為は、こ

の条例の施行の日前においても行うことがで

きる。 

 （亀岡市水道事業給水条例の一部改正） 

３ 亀岡市水道事業給水条例（平成２９年亀岡

市条例第３２号）の一部を次のように改正す

る。 

 第１条中「飲料水供給施設」を「水道用水

供給事業及び飲料水供給施設」に改める。 

 第２条中「第４条第２項第１号」を「第４

条第２項第１号ア」に改める。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市病院事業の設置等に関する条例の一部

を改正する条例をここに公布する。 

 

   令和２年３月２５日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第１７号 

 

亀岡市病院事業の設置等に関する

条例の一部を改正する条例 

 

 亀岡市病院事業の設置等に関する条例（平成

１４年亀岡市条例第１号）の一部を次のように

改正する。 

 
 第７条中「第２４３条の２第８項」を「第 

２４３条の２の２第８項」に改める。 

 

   附 則 

 

 この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 
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 亀岡市税条例等の一部を改正する条例をここ

に公布する。 

 

   令和２年３月３１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市条例第１８号 

 

亀岡市税条例等の一部を改正する

条例 

 

 （亀岡市税条例の一部改正） 

第１条 亀岡市税条例（昭和３０年亀岡市条例

第３９号）の一部を次のように改正する。 

 第２４条第１項第２号中「寡夫」を「ひと

り親」に改める。 

 第３２条の３中「第１２項」を「第１１

項」に、「寡婦（寡夫）控除額」を「寡婦控

除額、ひとり親控除額」に、「第７項」を

「第６項」に改める。 

 第３５条の３第１項ただし書中「第３１４

条の２第５項」を「第３１４条の２第４項」

に改める。 

 第３５条の４の２の見出し中「扶養親族等

申告書」を「扶養親族申告書」に改め、同条

第１項第３号を削り、同項第４号を同項第３

号とする。 

 第３５条の４の３の見出し中「扶養親族等

申告書」を「扶養親族申告書」に改め、同条

第１項中「若しくは単身児童扶養者である

者」を削り、同項第３号を削り、同項第４号

を同項第３号とする。 

 第４６条第２項中「第６６条の７第４項及

び第１０項」を「第６６条の７第５項及び第

１１項」に改める。 

 第５２条第２項中「登録されている」を

「登録がされている」に改め、同条第４項中

「によって」を「により」に、「において

は」を「には」に改め、「これを」を削り、

「課する」を「課することができる」に改め、

同項に後段として次のように加える。 

 この場合において、市は、当該登録をし

ようとするときは、あらかじめ、その旨を

当該使用者に通知しなければならない。 

 第５２条第６項中「第１０条の２の１２」

を「第１０条の２の１５」に改め、同項を同

条第７項とし、同条第５項中「によって」を

「により」に、「においては」を「には」に、

「登録されている」を「登録がされている」

に、「みなす」を「みなすことができる」に

改め、同項を同条第６項とし、同条第４項の

次に次の１項を加える。 

５ 法第３４３条第５項に規定する探索を 

行ってもなお固定資産の所有者の存在が不

明である場合（前項に規定する場合を除

く。）には、その使用者を所有者とみなし

て、固定資産課税台帳に登録し、その者に

固定資産税を課することができる。この場

合において、市は、当該登録をしようとす

るときは、あらかじめ、その旨を当該使用

者に通知しなければならない。 

 第５７条第９項及び第１０項中「第３４９

条の３第１２項」を「第３４９条の３第１１

項」に改める。 

 第５７条の２の見出し及び同条第１項中

「第３４９条の３第２８項」を「第３４９条

の３第２７項」に改め、同条第２項中「第 

３４９条の３第２９項」を「第３４９条の３

第２８項」に改め、同条第３項中「第３４９

条の３第３０項」を「第３４９条の３第２９

項」に改める。 

 第６９条の次に次の１条を加える。 

 （現所有者の申告） 

第６９条の２ 現所有者（法第３８４条の３

に規定する現所有者をいう。以下この条及
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び次条において同じ。）は、現所有者であ

ることを知った日の翌日から３月を経過し

た日までに次に掲げる事項を記載した申告

書を市長に提出しなければならない。 

⑴ 土地又は家屋の現所有者の住所、氏名

又は名称及び次号に規定する個人との関

係 

⑵ 土地又は家屋の所有者として登記簿又

は土地補充課税台帳若しくは家屋補充課

税台帳に登記又は登録がされている個人

が死亡している場合における当該個人の

住所及び氏名 

⑶ その他市長が固定資産税の賦課徴収に

関し必要と認める事項 

 第７０条第１項中「又は」を「若しくは」

に、「によって」を「により、又は現所有者

が前条の規定により」に、「場合は」を「場

合には」に改める。 

 第８８条第２項に次のただし書を加える。 

 ただし、１本当たりの重量が０．７グラ

ム未満の葉巻たばこの本数の算定について

は、当該葉巻たばこの１本をもって紙巻た

ばこの０．７本に換算するものとする。 

 第８８条第４項中「左欄に掲げる製造たば

こ」の次に「（同項ただし書に規定する葉巻

たばこを除く。）」を加える。 

 第９０条第３項を同条第４項とし、同条第

２項中「前項」を「第１項（法第４６９条第

１項第３号又は第４号に係る部分に限

る。）」に、「第１６条の２の３」を「第 

１６条の２の３第２項」に、「提出しない場

合には、適用しない」を「提出している場合

に限り、適用する」に改め、同項を同条第３

項とし、同条第１項の次に次の１項を加える。 

２ 前項（法第４６９条第１項第１号又は第

２号に係る部分に限る。）の規定は、卸売

販売業者等が、同条第１号又は第２号に掲

げる製造たばこの売渡し又は消費等につい

て、第９２条第１項又は第２項の規定によ

る申告書に前項（法第４６９条第１項第１

号又は第２号に係る部分に限る。）の適用

を受けようとする製造たばこに係るたばこ

税額を記載し、かつ、施行規則第１６条の

２の３第１項に規定する書類を保存してい

る場合に限り、適用する。 

 第９２条第１項中「第９０条第２項」を

「第９０条第３項」に改める。 

 附則第３条の２第１項中「特例基準割合

（当該年の前年に」を「延滞金特例基準割合

（平均貸付割合（」に、「の規定により告示

された割合」を「に規定する平均貸付割合を

いう。次項において同じ。）」に、「この条

において同じ」を「この項において同じ」に

改め、「（以下この条において「特例基準割

合適用年」という。）」を削り、「当該特例

基準割合適用年」を「その年」に、「特例基

準割合に」を「延滞金特例基準割合に」に改

め、同条第２項中「特例基準割合適用年中に

おいては、当該特例基準割合適用年における

特例基準割合」を「各年の平均貸付割合に年

０．５パーセントの割合を加算した割合が年

７．３パーセントの割合に満たない場合には、

その年中においては、その年における当該加

算した割合」に改める。 

 附則第４条第１項中「特例基準割合」を

「加算した割合」に改める。 

 附則第６条中「平成３４年度」を「令和４

年度」に改める。 

 附則第７条の３の２第１項中「平成４５年

度」を「令和１５年度」に、「平成３３年」

を「令和３年」に改める。 

 附則第８条第１項中「平成３３年度」を

「令和６年度」に改める。 

 附則第１０条中「又は法附則第１５条」を

「又は附則第１５条」に改める。 

 附則第１０条の２第２項を削り、同条第３
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項中「附則第１５条第２項第６号」を「附則

第１５条第２項第５号」に改め、同項を同条

第２項とし、同条第４項中「附則第１５条第

３３項第１号イ」を「附則第１５条第３０項

第１号イ」に改め、同項を同条第３項とし、

同条第５項中「附則第１５条第３３項第１号

ロ」を「附則第１５条第３０項第１号ロ」に

改め、同項を同条第４項とし、同条第６項を

削り、同条第７項中「附則第１５条第３３項

第１号ニ」を「附則第１５条第３０項第１号

ハ」に改め、同項を同条第５項とし、同条第

８項中「附則第１５条第３３項第１号ホ」を

「附則第１５条第３０項第１号ニ」に改め、

同項を同条第６項とし、同条第９項中「附則

第１５条第３３項第２号イ」を「附則第１５

条第３０項第２号イ」に改め、同項を同条第

７項とし、同条第１０項中「附則第１５条第

３３項第２号ロ」を「附則第１５条第３０項

第２号ロ」に改め、同項を同条第８項とし、

同項の次に次の１項を加える。 

９ 法附則第１５条第３０項第２号ハに規定

する設備について同号に規定する市町村の

条例で定める割合は４分の３とする。 

 附則第１０条の２第１１項中「附則第１５

条第３３項第３号イ」を「附則第１５条第 

３０項第３号イ」に改め、同項を同条第１０

項とし、同条第１２項中「附則第１５条第 

３３項第３号ロ」を「附則第１５条第３０項

第３号ロ」に改め、同項を同条第１１項とし、

同条第１３項中「附則第１５条第３３項第３

号ハ」を「附則第１５条第３０項第３号ハ」

に改め、同項を同条第１２項とし、同条第 

１４項中「附則第１５条第３８項」を「附則

第１５条第３４項」に改め、同項を同条第 

１３項とし、同条第１５項中「附則第１５条

第４４項」を「附則第１５条第３８項」に改

め、同項を同条第１４項とし、同条第１６項

中「附則第１５条第４５項」を「附則第１５

条第３９項」に改め、同項を同条第１５項と

し、同条第１７項中「附則第１５条第４７

項」を「附則第１５条第４１項」に改め、同

項を同条第１６項とし、同項の次に次の１項

を加える。 

１７ 法附則第１５条第４７項に規定する市

町村の条例で定める割合は３分の２とする。 

 附則第１１条の見出し中「平成３２年度」

を「令和２年度」に改める。 

 附則第１１条の２の見出し中「平成３１年

度又は平成３２年度」を「令和元年度又は令

和２年度」に改め、同条第１項中「平成３１

年度分又は平成３２年度分」を「令和元年度

分又は令和２年度分」に改め、同条第２項中

「平成３１年度適用土地又は平成３１年度類

似適用土地」を「令和元年度適用土地又は令

和元年度類似適用土地」に、「平成３２年度

分」を「令和２年度分」に改める。 

 附則第１２条の見出し中「平成３２年度」

を「令和２年度」に改め、同条中「平成３２

年度」を「令和２年度」に、「又は法」を

「又は」に改める。 

 附則第１２条の２を次のように改める。 

第１２条の２ 削除 

 附則第１３条の見出し中「平成３２年度」

を「令和２年度」に改め、同条中「平成３２

年度」を「令和２年度」に、「又は法」を

「又は」に改める。 

 附則第１３条の３中「平成３２年度」を

「令和２年度」に、「又は法」を「又は」に

改める。 

 附則第１５条第１項中「又は法」を「又

は」に、「平成３２年度」を「令和２年度」

に改め、同条第２項中「平成３３年３月３１

日」を「令和３年３月３１日」に改める。 

 附則第１５条の２中「平成３１年１０月１

日から平成３２年９月３０日まで」を「令和

元年１０月１日から令和２年９月３０日ま
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で」に改める。 

 附則第１６条第２項から第４項までの規定

中「平成３２年３月３１日」を「令和２年３

月３１日」に、「平成３２年度分」を「令和

２年度分」に、「平成３２年４月１日から平

成３３年３月３１日まで」を「令和２年４月

１日から令和３年３月３１日まで」に、「平

成３３年度分」を「令和３年度分」に改める。 

 附則第１７条第１項中「第３５条の２第１

項」の次に「、第３５条の３第１項」を加え

る。 

 附則第１７条の２第１項及び第２項中「平

成３２年度」を「令和５年度」に改め、同条

第３項中「第３５条の２」を「第３５条の

３」に改める。 

 附則第２２条中「平成３５年度」を「令和

５年度」に改める。 

第２条 亀岡市税条例の一部を次のように改正

する。 

 第１９条中「第３２１条の８第２２項及び

第２３項の申告書に」を「第３２１条の８第

３４項及び第３５項の申告書に」に、「にお

いては」を「には」に改め、同条第４号中

「によって」を「により」に改め、同条第５

号中「、第４項又は第１９項」を「又は第 

３１項」に改め、同条第６号中「第３２１条

の８第２２項及び第２３項」を「第３２１条

の８第３４項及び第３５項」に改める。 

 第２０条中「及び第４項」を削る。 

 第２３条第３項中「規定する収益事業」の

次に「（以下この項及び第３１条第２項の表

第１号において「収益事業」という。）」を

加え、「第３１条第２項の表第１号」を「同

号」に、「第４６条第１０項から第１２項ま

で」を「第４６条第９項から第１６項まで」

に改める。 

 第３１条第２項の表中「第２９２条第１項

第４号の５」を「第２９２条第１項第４号の

２」に改め、同条第３項中「、同項第２号の

連結事業年度開始の日から６月の期間若しく

は同項第３号の連結法人税額の課税標準の算

定期間又は同項第４号」を「若しくは同項第

２号の期間又は同項第３号」に改める。 

 第４６条第１項中「第４項、第１９項、第

２２項及び第２３項の規定による申告書（第

１０項、第１１項及び第１３項」を「第３１

項、第３４項及び第３５項の規定による申告

書（第９項、第１０項及び第１２項」に、

「第４項、第１９項及び第２３項」を「第 

３１項及び第３５項」に、「同条第２２項」

を「同条第３４項」に、「第３項」を「第２

項後段」に改め、同条第２項中「第６６条の

７第４項及び第１０項又は第６８条の９１第

４項及び第１０項」を「第６６条の７第４項

及び第１０項」に、「第３２１条の８第２４

項」を「第３２１条の８第３６項」に改め、

同条第３項中「第６６条の９の３第４項及び

第１０項又は第６８条の９３の３第４項及び

第１０項」を「第６６条の９の３第３項及び

第９項」に、「第３２１条の８第２５項」を

「第３２１条の８第３７項」に改め、同条第

４項中「第３２１条の８第２６項」を「第 

３２１条の８第３８項」に改め、同条第５項

中「第３２１条の８第２２項に規定する申告

書（同条第２１項」を「第３２１条の８第 

３４項に規定する申告書（同条第３３項」に、

「、第４項又は第１９項」を「又は第３１

項」に、「同条第２３項」を「同条第３５

項」に改め、同条第６項中「、第４項又は第

１９項」を「又は第３１項」に、「同条第 

２２項」を「同条第３４項」に、「第３２１

条の８第２３項」を「第３２１条の８第３５

項」に改め、同条第７項中「第３２１条の８

第２２項」を「第３２１条の８第３４項」に、

「、第４項又は第１９項」を「又は第３１

項」に改め、同項第２号中「第３２１条の８
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第２３項」を「第３２１条の８第３５項」に

改め、同条第９項を削り、同条第１０項中

「第３２１条の８第４２項」を「第３２１条

の８第５２項」に、「同条第４２項」を「同

条第５２項」に、「第１２項」を「第１１

項」に改め、同項を同条第９項とし、同条第

１１項を同条第１０項とし、同条第１２項中

「第１０項」を「第９項」に改め、同項を同

条第１１項とし、同条第１３項前段中「第 

１０項」を「第９項」に改め、同項後段中

「第７５条の４第２項」を「第７５条の５第

２項」に、「第１０項」を「第９項」に改め、

同項を同条第１２項とし、同条第１４項を同

条第１３項とし、同条第１５項中「第１３

項」を「第１２項」に、「第１０項」を「第

９項」に改め、同項を同条第１４項とし、同

条第１６項中「第１３項前段」を「第１２項

前段」に、「第３２１条の８第５１項」を

「第３２１条の８第６１項」に、「第１０

項」を「第９項」に改め、同項を同条第１５

項とし、同条第１７項中「第１３項後段」を

「第１２項後段」に、「第１５項」を「第 

１４項」に、「第７５条の４第３項若しくは

第６項（同法第８１条の２４の３第２項にお

いて準用する場合を含む。）」を「第７５条

の５第３項若しくは第６項」に、「第１０

項」を「第９項」に改め、同項を同条第１６

項とする。 

 第４８条第２項中「、第４項又は第１９

項」を「又は第３１項」に、「同条第２３

項」を「同条第３５項」に、「、第２項又は

第４項」を「又は第２項」に改め、同条第３

項中「、第４項又は第１９項」を「又は第 

３１項」に改め、「（同条第２項又は第４項

に規定する申告書を提出すべき法人が連結子

法人の場合には、当該連結子法人との間に連

結完全支配関係がある連結親法人（法人税法

第２条第１２号の６の７に規定する連結親法

人をいう。以下この項において同じ。）若し

くは連結完全支配関係があった連結親法人が

法人税に係る修正申告書を提出し、又は法人

税に係る更正若しくは決定を受けたこと。次

項第２号において同じ。）」を削り、同条第

４項中「、第４項又は第１９項」を「又は第

３１項」に改める。 

 第５１条の１３第４項から第６項までを削

る。 

 第８８条第２項中「０．７グラム」を「１

グラム」に、「０．７本」を「１本」に改め

る。 

 附則第３条の２第２項中「及び第４項」を

削る。 

（亀岡市税条例等の一部を改正する条例の一

部改正） 

第３条 亀岡市税条例等の一部を改正する条例

（平成３１年亀岡市条例第１８号）の一部を

次のように改正する。 

 第３条のうち、市税条例第２４条第１項第

２号の改正規定を削り、同条例附則第１６条

に１項を加える改正規定中「平成３３年４月

１日から平成３４年３月３１日まで」を「令

和３年４月１日から令和４年３月３１日ま

で」に、「平成３４年度分」を「令和４年度

分」に、「平成３４年４月１日から平成３５

年３月３１日まで」を「令和４年４月１日か

ら令和５年３月３１日まで」に、「平成３５

年度分」を「令和５年度分」に改める。 

 附則第１条第１号中「平成３１年６月１

日」を「令和元年６月１日」に改め、同条第

２号中「平成３１年１０月１日」を「令和元

年１０月１日」に改め、同条第３号中「平成

３２年１月１日」を「令和２年１月１日」に

改め、同条第４号を次のように改める。 

⑷ 削除 

 附則第１条第５号中「（前号に掲げる改正

規定を除く。）」を削り、「平成３３年４月
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１日」を「令和３年４月１日」に改める。 

 附則第２条第１項中「平成３１年度」を

「令和元年度」に改め、同条第２項中「平成

３２年度」を「令和２年度」に、「平成３１

年度分」を「令和元年度分」に改め、同条第

３項中「平成３２年度分」を「令和２年度

分」に、同項の表中「平成３１年６月１日」

を「令和元年６月１日」に改める。 

 附則第３条第１項中「３２年新条例」を

「２年新条例」に、「平成３２年度」を「令

和２年度」に、「平成３１年度分」を「令和

元年度分」に改め、同条第２項及び第３項中

「３２年新条例」を「２年新条例」に改める。 

 附則第４条を次のように改める。 

第４条 削除 

 附則第５条中「平成３１年度」を「令和元

年度」に改める。 

 附則第６条中「平成３１年度分」を「令和

元年度分」に改める。 

 附則第７条第１項中「３１年１０月新条

例」を「元年１０月新条例」に改め、同条第

２項中「３１年１０月新条例」を「元年１０

月新条例」に、「平成３２年度」を「令和２

年度」に改める。 

 附則第８条中「平成３３年度」を「令和３

年度」に、「平成３２年度分」を「令和２年

度分」に改める。 

 （亀岡市都市計画税条例の一部改正） 

第４条 亀岡市都市計画税条例（昭和３２年亀

岡市条例第２号）の一部を次のように改正す

る。 

 第２条第２項中「第３４９条の３第１０項

から第１２項まで、第２２項から第２４項ま

で、第２６項、第２８項から第３１項まで、

第３３項又は第３４項」を「第３４９条の３

第９項から第１１項まで、第２１項から第 

２３項まで、第２５項、第２７項から第３０

項まで、第３２項又は第３３項」に改める。 

 附則第２項（見出しを含む。）中「附則第

１５条第４３項」を「附則第１５条第３８

項」に改める。 

 附則第３項（見出しを含む。）中「附則第

１５条第４４項」を「附則第１５条第３９

項」に改める。 

 附則第１６項中「、第１９項、第２１項か

ら第２５項まで、第２７項、第２８項、第 

３２項、第３６項、第４０項、第４３項から

第４５項まで若しくは第４８項から第５０項

まで」を「から第２２項まで、第２４項、第

２５項、第２９項、第３３項、第３７項から

第３９項まで、第４２項から第４４項まで、

第４７項若しくは第４８項」に、「第３４

項」を「第３３項」に、「又は法」を「又

は」に改め、同項を附則第１７項とし、附則

第１５項を附則第１６項とし、附則第１４項

を附則第１５項とする。 

 附則第１３項中「平成３２年度」を「令和

２年度」に、「第１９項」を「第１８項」に、

「又は法」を「又は」に改め、同項を附則第

１４項とする。 

 附則第１２項中「平成３２年度」を「令和

２年度」に、「第１９項」を「第１８項」に、

「又は法」を「又は」に改め、同項を附則第

１３項とし、附則第１１項を附則第１２項と

する。 

 附則第１０項の見出し中「平成３２年度」

を「令和２年度」に改め、同項中「平成３２

年度」を「令和２年度」に、「第１９項」を

「第１８項」に、「又は法」を「又は」に改

め、同項を附則第１１項とする。 

 附則第９項中「平成３２年度」を「令和２

年度」に、「第１９項」を「第１８項」に、

「又は法」を「又は」に改め、同項を附則第

１０項とする。 

 附則第８項中「平成３２年度」を「令和２

年度」に、「附則第５項」を「附則第６項」
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に、「第１９項」を「第１８項」に、「又は

法」を「又は」に改め、同項を附則第９項と

する。 

 附則第７項中「附則第５項」を「附則第６

項」に、「平成３２年度」を「令和２年度」

に、「第１９項」を「第１８項」に、「又は

法」を「又は」に改め、同項を附則第８項と

する。 

 附則第６項中「平成３２年度」を「令和２

年度」に、「第１９項」を「第１８項」に、

「又は法」を「又は」に改め、同項を附則第

７項とする。 

 附則第５項の見出し中「平成３２年度」を

「令和２年度」に改め、同項中「平成３２年

度」を「令和２年度」に、「第１９項」を

「第１８項」に、「又は法」を「又は」に改

め、同項を附則第６項とし、附則第４項を附

則第５項とし、附則第３項の次に次の１項を

加える。 

（法附則第１５条第４７項の条例で定める

割合） 

４ 法附則第１５条第４７項に規定する市町

村の条例で定める割合は３分の２とする。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和２年４月１日から施

行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。 

⑴ 第１条中亀岡市税条例第８８条第２項に

ただし書を加える改正規定及び同条第４項

の改正規定並びに附則第６条の規定 令和

２年１０月１日 

⑵ 第１条中亀岡市税条例第２４条第１項第

２号、第３２条の３及び第３５条の３の改

正規定並びに次条、附則第３条第２項及び

第３項の規定 令和３年１月１日 

⑶ 第２条中亀岡市税条例第８８条第２項た

だし書の改正規定及び附則第７条の規定  

令和３年１０月１日 

⑷ 第２条（前号に掲げる改正規定を除

く。）の規定 令和４年４月１日 

⑸ 第１条中亀岡市税条例附則第１７条第１

項及び第１７条の２第３項の改正規定 土

地基本法等の一部を改正する法律（令和２

年法律第１２号）附則第１項第１号に掲げ

る規定の施行の日の属する年の翌年の１月

１日 

 （延滞金に関する経過措置） 

第２条 第１条の規定による改正後の市税条例

（以下「新条例」という。）附則第３条の２

の規定は、前条第２号に掲げる規定の施行の

日以後の期間に対応する延滞金について適用

し、同日前の期間に対応する延滞金について

は、なお従前の例による。 

 （市民税に関する経過措置） 

第３条 別段の定めがあるものを除き、新条例

の規定中個人の市民税に関する部分は、令和

２年度以後の年度分の個人の市民税について

適用し、令和元年度分までの個人の市民税に

ついては、なお従前の例による。 

２ 新条例第２４条第１項（第２号に係る部分

に限る。）、第３２条の３及び第３５条の３

第１項の規定は、令和３年度以後の年度分の

個人の市民税について適用し、令和２年度分

までの個人の市民税については、なお従前の

例による。 

３ 令和３年度分の個人の市民税に係る申告書

の提出に係る新条例第３５条の３第１項の規

定の適用については、同項ただし書中「地震

保険料控除額」とあるのは、「地震保険料控

除額、ひとり親控除額（地方税法等の一部を

改正する法律（令和２年法律第５号）第１条

の規定による改正前の地方税法（以下「旧

法」という。）第２９２条第１項第１１号に



 
亀 岡 市 公 報 

 30 

第９０３号令和２年４月１５日発行 

規定する寡婦（旧法第３１４条の２第３項の

規定に該当するものに限る。）又は旧法第 

２９２条第１項第１２号に規定する寡夫であ

る第２３条第１項第１号に掲げる者に係るも

のを除く。）」とする。 

４ 新条例第３５条の４の２第１項の規定は、

この条例の施行の日（以下「施行日」とい

う。）以後に支払を受けるべき同項に規定す

る給与について提出する同項及び同条第２項

に規定する申告書について適用する。 

５ 新条例第３５条の４の３第１項の規定は、

施行日以後に支払を受けるべき所得税法第 

２０３条の６第１項に規定する公的年金等

（同法第２０３条の７の規定の適用を受ける

ものを除く。）について提出する新条例第 

３５条の４の３第１項に規定する申告書につ

いて適用する。 

第４条 附則第１条第４号に掲げる規定による

改正後の市税条例の規定中法人の市民税に関

する部分は、同号に掲げる規定の施行の日

（以下この項及び次項において「４号施行

日」という。）以後に開始する事業年度（所

得税法等の一部を改正する法律（令和２年法

律第８号）第３条の規定（同法附則第１条第

５号ロに掲げる改正規定に限る。）による改

正前の法人税法（以下この項及び次項におい

て「４年旧法人税法」という。）第２条第 

１２号の７に規定する連結子法人（次項にお

いて「連結子法人」という。）の連結親法人

事業年度（４年旧法人税法第１５条の２第１

項に規定する連結親法人事業年度をいう。次

項において同じ。）が４号施行日前に開始し

た事業年度を除く。）分の法人の市民税につ

いて適用する。 

２ ４号施行日前に開始した事業年度（連結子

法人の連結親法人事業年度が４号施行日前に

開始した事業年度を含む。）分の法人の市民

税及び４号施行日前に開始した連結事業年度

（４年旧法人税法第１５条の２第１項に規定

する連結事業年度をいう。以下この項におい

て同じ。）（連結子法人の連結親法人事業年

度が４号施行日前に開始した連結事業年度を

含む。）分の法人の市民税については、なお

従前の例による。 

 （固定資産税に関する経過措置） 

第５条 別段の定めがあるものを除き、新条例

の規定中固定資産税に関する部分は、令和２

年度以後の年度分の固定資産税について適用

し、令和元年度分までの固定資産税について

は、なお従前の例による。 

２ 新条例第５２条第４項の規定は、令和３年

度以後の年度分の固定資産税について適用し、

令和２年度分までの固定資産税については、

なお従前の例による。 

３ 新条例第５２条第５項の規定は、令和３年

度以後の年度分の固定資産税について適用す

る。 

４ 新条例第６９条の２の規定は、施行日以後

に、同条に規定する現所有者であることを 

知った者について適用する。 

５ 平成３０年４月１日から令和２年３月３１

日までの間に取得された地方税法等の一部を

改正する法律（令和２年法律第５号）第１条

の規定による改正前の地方税法（次項におい

て「旧法」という。）附則第１５条第２項に

規定する施設又は設備に対して課する固定資

産税については、なお従前の例による。 

６ 平成３０年４月１日から令和２年３月３１

日までの間に新たに取得された旧法附則第 

１５条第３３項に規定する特定再生可能エネ

ルギー発電設備に対して課する固定資産税に

ついては、なお従前の例による。 

 （市たばこ税に関する経過措置） 

第６条 附則第１条第１号に掲げる規定の施行

の日前に課した、又は課すべきであった葉巻

たばこに係る市たばこ税については、なお従
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前の例による。 

第７条 附則第１条第３号に掲げる規定の施行

の日前に課した、又は課すべきであった葉巻

たばこに係る市たばこ税については、なお従

前の例による。 

 （都市計画税に関する経過措置） 

第８条 別段の定めがあるものを除き、新条例

の規定中都市計画税に関する部分は、令和２

年度以後の年度分の都市計画税について適用

し、令和元年度分までの都市計画税について

は、なお従前の例による。 

２ この条例の施行の日から都市再生特別措置

法等の一部を改正する法律（令和２年法律第

－号）の施行の日の前日までの間における新

条例附則第１８項の規定の適用については、

同項中「、第４７項若しくは第４８項」とあ

るのは、「若しくは第４７項」とする。 

（市税条例等の一部を改正する条例の一部改

正） 

第９条 市税条例等の一部を改正する条例（平

成２７年亀岡市条例第２２号）の一部を次の

ように改正する。 

 附則第５条第２項第３号中「平成３１年９

月３０日」を「令和元年９月３０日」に改め、

同条第１３項中「平成３１年１０月１日」を

「令和元年１０月１日」に改め、同条第１４

項の表第５項の項中「平成３１年１０月３１

日」を「令和元年１０月３１日」に改め、同

表第６項の項中「平成３２年３月３１日」を

「令和２年３月３１日」に改める。 

（市税条例等の一部を改正する条例の一部改

正） 

第１０条 市税条例等の一部を改正する条例

（平成２８年亀岡市条例第２７号）の一部を

次のように改正する。 

 附則第１条第４号中「平成３１年１０月１

日」を「令和元年１０月１日」に改める。 

 附則第２条の２中「３１年新条例」を「元

年新条例」に改める。 

 附則第４条第１項中「３１年新条例」を

「元年新条例」に改め、同条第２項中「３１

年新条例」を「元年新条例」に、「平成３２

年度」を「令和２年度」に、「平成３１年度

分」を「令和元年度分」に改める。 

（市税条例等の一部を改正する条例の一部改

正） 

第１１条 市税条例等の一部を改正する条例

（平成２９年亀岡市条例第２４号）の一部を

次のように改正する。 

 附則第１条第３号中「平成３１年１０月１

日」を「令和元年１０月１日」に改める。 

 附則第２条第２項中「平成３１年度」を

「令和元年度」に改める。 

（市税条例等の一部を改正する条例の一部改

正） 

第１２条 市税条例等の一部を改正する条例

（平成３０年亀岡市条例第３２号）の一部を

次のように改正する。 

 附則第１条第４号中「平成３１年１０月１

日」を「令和元年１０月１日」に改め、同条

第５号中「平成３２年４月１日」を「令和２

年４月１日」に改め、同条第６号中「平成 

３２年１０月１日」を「令和２年１０月１

日」に改め、同条第７号中「平成３３年１月

１日」を「令和３年１月１日」に改め、同条

第８号中「平成３３年１０月１日」を「令和

３年１０月１日」に改め、同条第９号中「平

成３４年１０月１日」を「令和４年１０月１

日」に改める。 

 附則第２条第１項中「平成３１年度」を

「令和元年度」に改め、同条第２項中「平成

３３年度」を「令和３年度」に、「平成３２

年度分」を「令和２年度分」に改める。 

 附則第７条中「平成３１年９月３０日」を

「令和元年９月３０日」に改める。 

 附則第９条第１項中「平成３２年１０月１
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日」を「令和２年１０月１日」に改め、同条

第２項中「平成３２年１１月２日」を「令和

２年１１月２日」に改め、同条第３項中「平

成３３年３月３１日」を「令和３年３月３１

日」に改め、同条第４項及び第５項中「３２

年新条例」を「２年新条例」に改める。 

 附則第１１条第１項中「平成３３年１０月

１日」を「令和３年１０月１日」に改め、同

条第２項中「平成３３年１１月１日」を「令

和３年１１月１日」に改め、同条第３項中

「平成３４年３月３１日」を「令和４年３月

３１日」に改め、同条第４項及び第５項中

「３３年新条例」を「３年新条例」に改める。 

 

「掲示済」 

 

規 則 
 

 亀岡市特定教育・保育施設及び特定地域型保

育事業の保育料に関する条例施行規則の一部を

改正する規則をここに公布する。 

 

   令和２年３月１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第２号 

 

亀岡市特定教育・保育施設及び特

定地域型保育事業の保育料に関す

る条例施行規則の一部を改正する

規則 

 

 亀岡市特定教育・保育施設及び特定地域型保

育事業の保育料に関する条例施行規則（平成 

２７年亀岡市規則第１２号）の一部を次のよう

に改正する。 

 

 第６条第２項に次のただし書を加える。 
 ただし、市長において特別の事由があると

認めたときは、この限りでない。 
 
   附 則 
 
 この規則は、公布の日から施行する。 
 

「掲示済」 
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 亀岡市事務分掌規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

   令和２年３月２５日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第３号 

 

亀岡市事務分掌規則の一部を改正する規則 

 

 亀岡市事務分掌規則（平成１２年亀岡市規則第２号）の一部を次のように改正する。 

 

 別表第１生涯学習部の部を次のように改める。 

生涯学習部 人権啓発課 啓発振興係 男女共同参画推進係 

市民力推進課 市民活動推進係 地球環境子ども村係 

文化国際課 文化国際係 

生涯スポーツ課 生涯スポーツ係 

 

 別表第１環境市民部の部を次のように改める。 

環境市民部 市民課 市民相談係 受付係 戸籍係 国民年金係 

環境政策課 環境政策係 環境保全係 

火葬場整備推進課  

環境クリーン推進課 計画係 施設管理係 埋立施設係 

保険医療課 高齢者医療係 国保給付係 国保料係 

 

 別表第１健康福祉部の部障害福祉課の項中「障害」を「障がい」に改め、同部高齢福祉課の項中

「介護保険係」の次に「介護事業所係」を加え、「認知症支援係」を削り、同部健康増進課の項中

「医療係」を「健康予防係」に改める。 

 別表第１まちづくり推進部の部土木管理課の項中「道路維持係」を「施設維持係」に改め、「河

川維持係」を削る。 

 別表第２中「文化・スポーツ課」を「人権啓発課」に、「環境政策課」を「市民課」に改める。 

 別表第３生涯学習部の部を次のように改める。 

生涯学習部 人権啓発課 人権施策に係る総合企画及び調整に関すること。 

人権問題の調査研究に関すること。 

人権擁護委員に関すること。 

人権啓発活動の推進に関すること。 

人権相談に関すること。 

人権啓発資料の収集、作成及び活用に関すること。 

他の部及び課に属さない人権問題に関すること。 
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  地域振興（他の部課等の所管に属するものを除く。）に

関すること。 

文化センター及び児童館に関すること。 

隣保事業の届出に関すること。 

住宅新築資金等貸付事業管理組合との連絡調整に関する

こと。 

男女共同参画社会実現に係る総合企画及び調整に関する

こと。 

男女共同参画に係る調査研究及び情報の収集に関するこ

と。 

男女共同参画に係る啓発及び施策の推進に関すること。 

その他男女共同参画に関すること。 

部の総務担当課事務に関すること。 

 市民力推進課 生涯学習に係る総合企画及び調整に関すること。 

生涯学習に係る調査及び研究に関すること。 

生涯学習推進審議会に関すること。 

市民協働及び市民活動に係る総合調整及び推進に関する

こと。 

ガレリアかめおかに関すること。 

交流会館に関すること。 

生涯学習かめおか財団との連絡調整に関すること。 

大学等連携の総合調整に関すること。 

地球環境子ども村に係る総合企画及び調整に関するこ

と。 

地球環境子ども村に係る市民活動の推進に関すること。 

地球環境子ども村に係る事業推進に関すること。 

環境学習施設に関すること。 

 文化国際課 芸術文化の企画及び総括に関すること。 

市民憲章及び市歌の普及に関すること。 

国際親善に関すること。 

国内交流に関すること。 

文化団体等との連絡調整に関すること。 

多文化共生に係る総合企画及び調整に関すること。 

 生涯スポーツ

課 

生涯スポーツの推進に関すること。 

競技力向上に関すること。 

スポーツ推進委員に関すること。 

スポーツ団体との連携及び指導者の指導育成に関するこ

と。 

体育施設に関すること。 

体育関係補助金に関すること。 

その他スポーツに関すること。 

スポーツ協会との連絡調整に関すること。 

オリンピック及びパラリンピックに関すること。 

 

 別表第３環境市民部の部を次のように改める。 

環境市民部 市民課 市民相談に関すること。 

行政相談委員に関すること。 
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  住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）に関するこ

と。 

印鑑の登録に関すること。 

住民異動に関する届出の受付及び転出証明書の交付に関

すること。 

住居表示の実施に関すること。 

自動車の臨時運行許可申請に関すること。 

人口統計に関すること。 

個人番号の指定及び通知等並びに個人番号カードの交付

等に関すること。 

公的個人認証の電子証明書発行に関すること。 

その他諸証明に関すること。 

戸籍法（昭和２２年法律第２２４号）に関すること。 

特別永住者及び在留管理に関すること。 

民事及び刑事処分の通知及び管理に関すること。 

人口動態調査に関すること。 

埋火葬許可及び火葬場使用許可に関すること。 

相続税法（昭和２５年法律第７３号）に基づく税務署長

への通知に関すること。 

国民年金被保険者の資格等に関すること。 

国民年金保険料の免除及び学生納付特例の申請に関する

こと。 

福祉年金に関すること。 

基礎年金に関すること。 

国民年金の相談に関すること。 

在日外国人特別給付金に関すること。 

特別障害給付金に関すること。 

その他国民年金に関すること。 

部の総務担当課事務に関すること。 

 環境政策課 環境政策に係る総合企画、調整及び指導に関すること。 

地球温暖化対策に関すること。 

新エネルギーに関すること。 

亀岡ふるさとエナジー株式会社との連絡調整に関するこ

と。 

亀岡市環境審議会に関すること。 

かめおかプラスチックごみゼロ宣言に関すること。 

大気の汚染、水質の汚濁、騒音、振動及び悪臭その他の

公害の防止対策の企画、調整及び指導に関すること。 

公害防止思想の普及に関すること。 

公害に関する要望等の受付及び連絡調整（各部課等との

連絡調整を含む。）に関すること。 

環境美化（他の部課等の所管に属するものを除く。）の

推進に関すること。 

不法投棄対策に関すること。 

自然環境保全（他の部課等の所管に属するものを除

く。）に関すること。 

土砂埋立て等の規制に関すること。 

浄化槽に関すること。 

墓地・埋葬等の法律（他の部課等の所管に属するものを

除く。）に関すること。 
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  一般廃棄物に係る市民窓口に関すること。 

狂犬病予防及び動物の飼養管理等に関すること。 

ねずみ族及び昆虫等の駆除に関すること。 

火葬場整備推

進課 

火葬場に関すること。 

下矢田みどりの郷広場に関すること。 

生活関連施設（新火葬場等）の施設整備に関すること。 

環境クリーン

推進課 

一般廃棄物の処理及び計画に関すること。 

一般廃棄物の収集運搬に関すること。 

一般廃棄物の処理等に係る統計資料に関すること。 

一般廃棄物（ごみ）の受付に関すること。 

ごみの減量及び資源化に関すること。 

一般廃棄物処理業及び浄化槽清掃業の許可に関するこ

と。 

亀岡市循環型社会推進審議会に関すること。 

資源循環型社会の推進に関すること。 

環境事業公社との連絡調整に関すること。 

一般廃棄物処理施設の維持管理及び技術的管理に関する

こと。 

一般廃棄物（ごみ）の埋立処分に関すること。 

一般廃棄物処理に係る特殊車両の運転及び保守管理に関

すること。 

最終処分場の維持管理に関すること。 

粗大ごみ及び資源ごみ等の保管に関すること。 

持込み一般廃棄物等の受付、指導及び監視に関するこ

と。 

労働安全衛生に関すること。 

し尿くみとり料金の調定、徴収及び滞納整理に関するこ

と。 

し尿くみとり申込みの手続に関すること。 

し尿及び浄化槽汚泥の処理に関すること。 

その他一般廃棄物に関すること。（他の部課等の所管に

属するものを除く。） 

保険医療課 後期高齢者医療被保険者の資格管理に関すること。 

後期高齢者医療保険料の徴収及び滞納処分に関するこ

と。 

保険給付及び葬祭費等の支給申請の受付に関すること。 

高齢者医療に関すること。 

京都府後期高齢者医療広域連合との連絡調整に関するこ

と。 

その他後期高齢者医療に関すること。 

国民健康保険の運営に関すること。 

国民健康保険の保険給付に関すること。 

国民健康保険の保健事業に関すること。 

国民健康保険事業の運営に関する協議会に関すること。 

国民健康保険被保険者の資格管理に関すること。 

国民健康保険料の賦課及び徴収に関すること。 

その他国民健康保険に関すること。 
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 別表第３健康福祉部の部障害福祉課の項中「障害福祉課」を「障がい福祉課」に改め、同部高齢

福祉課の項中「介護予防の給付に関すること。」及び「認知症総合支援事業に関すること。」を削

り、同部健康増進課の項中「栄養改善に関すること。」を 

「栄養改善に関すること。 

介護予防・日常生活支援総合事業（短期集中予防サービス及び介護予防普及啓発事業）に関す 

ること。 

 認知症総合支援事業に関すること。                          」 

に改め、同表こども未来部の部子育て支援課の項中 

「亀岡市子どもの権利条例に基づく基本計画に関すること。」を 

「亀岡市子どもの権利条例に基づく基本計画に関すること。 

子どもの貧困対策の総合調整に関すること。（他の部課等の所管に属するものを除く。）  」 

に改め、同部保育課の項中 

「保育所施設の整備及び管理に関すること。 

保育所及び市立幼稚園の運営指導（他の部課等の所管に属するものを除く。）及び連絡調整に 

関すること。 

 保育所及び市立幼稚園の入退所（園）に関すること。                  」 

を 

「保育施設の整備及び管理に関すること。 

保育所、認定子ども園及び市立幼稚園の運営指導（他の部課等の所管に属するものを除く。） 

及び連絡調整に関すること。 

保育所、認定こども園及び市立幼稚園の入退所（園）に関すること。           」 

に改める。 

 

   附 則 

 

 この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市会計管理者の補助組織設置規則等の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

   令和２年３月２５日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第４号 
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亀岡市会計管理者の補助組織設置規則等の一部を改正する規則 

 

 （亀岡市会計管理者の補助組織設置規則の一部改正） 

第１条 亀岡市会計管理者の補助組織設置規則（昭和４２年亀岡市規則第１０号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 第２条中「管財係    を「資産マネジメント係」に改める。 

      債権・施設係」 

 （亀岡市文書取扱規則の一部改正） 

第２条 亀岡市文書取扱規則（平成１３年亀岡市規則第２７号）の一部を次のように改正する。 

 別表第１中 

「 

 

 

 

                    」を 

「 

 

 

 

 

                    」に、 

「 

 

 

 

 

                    」を 

「 

 

 

 

 

 

                    」に、 

「 

                を 

               」 

文化・スポーツ課 文ス 

市民力推進課 市推 

人権啓発課 人権 

人権啓発課 人権 

市民力推進課 市推 

文化国際課 文 

生涯スポーツ課 ス 

環境政策課 環政 

環境クリーン推進課 環推 

市民課 市 

消費生活センター 消 

市民課 市 

消費生活センター 消 

環境政策課 環政 

火葬場整備推進課 火 

環境クリーン推進課 環推 

障害福祉課 
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「 

                に改める。 

               」 

 （亀岡市職員の職の設置に関する規則の一部改正） 

第３条 亀岡市職員の職の設置に関する規則（平成１８年亀岡市規則第２９号）の一部を次のよう

に改正する。 

 第２条中「所長補佐」の次に「、副所長」を加え、「、主幹養護師」を削り、「主任保育士」

の次に「、主任保育教諭」を加え、「、主任養護師」及び「、主任養護教諭」を削り、「保育

士」の次に「、保育教諭」を加え、「、養護師」を削る。 

 （管理職手当支給規則の一部改正） 

第４条 管理職手当支給規則（昭和３４年亀岡市規則第７号）の一部を次のように改正する。 

 別表第１市長事務部局の項中「保育所長」の次に「、認定こども園」を加える。 

 （出納員及びその他の会計職員設置規則の一部改正） 

第５条 出納員及びその他の会計職員設置規則（昭和３９年亀岡市規則第６号）の一部を次のよう

に改正する。 

 別表６の項中 

「 

 

                               」 

を 

「 

 

                               」 

に改め、同表２３の項を削り、同表２４の項中 

「 

 

                               」 

を 

「 

 

                               」 

に改め、同項を同表２３の項とし、同表２５の項から２８の項までを１項ずつ繰り上げ、同表 

２９の項中 

「                「 

                を 

               」 

                                」 

障がい福祉課 

文化・スポーツ課長 文化・スポーツ課担当職員 

生涯スポーツ課長 生涯スポーツ課担当職員 

高齢福祉課長 高齢福祉課担当職員 

健康増進課長 健康増進課担当職員 

保育課担当職員 

保育所長及び保育所長補佐 

保育課担当職員 

保育所長及び保育所副所長 

認定こども園長及び認定こ

ども園副園長 
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に改め、同項を同表２８の項とし、同表３０の項を同表２９の項とし、同表３１の項を次のよう

に改め、同項を３０の項とする。 

３１ 公立保育所及び認定こ

ども園に係る副食費の収納 

保育課長 保育課担当職員 

保育所長及び保

育所副所長 

認定こども園長

及び認定こども

園副園長 

 

 別表３２の項を削り、同表３３の項から４４の項までを２項ずつ繰り上げる。 

 （亀岡市福祉事務所設置条例施行規則の一部改正） 

第６条 亀岡市福祉事務所設置条例施行規則（平成１３年亀岡市規則第２３号）の一部を次のよう

に改正する。 

 第２条及び第３条第４項中「障害福祉課」を「障がい福祉課」に改める。 

 （亀岡市障害者介護給付費等支給認定審査会規則の一部改正） 

第７条 亀岡市障害者介護給付費等支給認定審査会規則（平成１８年亀岡市規則第５７号）の一部

を次のように改正する。 

 第３条中「障害福祉課」を「障がい福祉課」に改める。 

 

   附 則 

 

 この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市庁議等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

   令和２年３月２５日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第５号 

 

亀岡市庁議等に関する規則の一部を改正する規則 

 

 亀岡市庁議等に関する規則（平成１５年亀岡市規則第１５号）の一部を次のように改正する。 
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 第４条第３項中「、各部の担当部長」を「、各部室の担当部室長」に改める。 

 

   附 則 

 

 この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市公印規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

   令和２年３月２５日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第６号 

 

亀岡市公印規則の一部を改正する規則 

 

 亀岡市公印規則（昭和３０年亀岡市規則第６号）の一部を次のように改正する。 

 

 別表１１の項中 

「 

 

 

                             」 

を 

「 

 

 

 

                             」 

           「          「 

に改め、同表３１の項中          を           に改め、同表に次のよう 

                    」           」 

に加える。 

 

 

福祉医療費受給者証及び精神保健福祉手帳

異動訂正専用 

障害福祉課長 

福祉医療費受給者証、精神保健福祉手帳異

動訂正及び福祉タクシー・バス・自家用車

燃料給油利用券専用 

障がい福祉課

長 

障害福祉課長 障がい福祉課長 
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35 亀岡市立本梅こども
園印 

29 21 楷書 こども園名をもってする文
書等 

本梅こど
も園長 

1 

36 亀岡市立本梅こども
園長印 

30 18 楷書 こども園長名をもってする
文書等 

本梅こど
も園長 

1 

37 亀岡市立森の自然こ
ども園東本梅印 

31 21 楷書 こども園名をもってする文
書等 

森の自然
こども園
東本梅園
長 

1 

38 亀岡市立森の自然こ
ども園東本梅園長印 

32 18 楷書 こども園長名をもってする
文書等 

森の自然
こども園
東本梅園
長 

1 

 

 別掲中２８の次に次のように加える。 

 

 

 

 

 

 

 

   附 則 

 

 この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市職員の臨時的任用に関する規則をここに公布する。 

 

   令和２年３月２５日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第７号 

 

亀岡市職員の臨時的任用に関する規則 

 

 

 

亀 岡 市 立 

本 梅 こ ど も 

園 之 印 

29 

亀 岡 市 立 

本 梅 こ ど も 

園 長 之 印 

30 

亀 岡 市 立 

森 の 自 然 

こ ど も 園 

東 本 梅 之 印 

31 

亀岡市立森の 

自 然 こ ど も 

園 東 本 梅 

園 長 之 印 

32 
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 （趣旨） 

第１条 この規則は、地方公務員法（昭和２５

年法律第２６１号）第２２条の３第４項の規

定に基づき、職員の臨時的任用に関し必要な

事項を定めるものとする。 

 （臨時的任用を行うことができる場合） 

第２条 任命権者は、常時勤務を要する職に欠

員を生じた場合において、次に掲げる場合に

該当するときは、現に職員（臨時的に任用さ

れた職員を除く。）でない者を臨時的に任用

することができる。 

⑴ 災害その他重大な事故のため、地方公務

員法第１７条第１項の採用、昇任、降任又

は転任の方法により職員を任命するまでの

間その職員の職を欠員にしておくことがで

きない緊急の場合 

⑵ 臨時的任用を行う日から１年以内に廃止

されることが予想される臨時の職に関する

場合 

 （臨時的任用の期間の更新） 

第３条 臨時的任用の期間は、６月を超えない

期間で更新することができる。 

 （その他） 

第４条 この規則に定めるもののほか、職員の

臨時的任用に関し必要な事項は、市長が別に

定める。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和２年４月１日から施行す

る。 

 （亀岡市臨時的任用職員取扱規則の廃止） 

２ 亀岡市臨時的任用職員取扱規則（平成８年

亀岡市規則第８号）は、廃止する。 

 

「掲示済」 

 亀岡市会計年度任用職員の勤務時間、休暇等

に関する規則の一部を改正する規則をここに公

布する。 

 

   令和２年３月２５日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第８号 

 

亀岡市会計年度任用職員の勤務時

間、休暇等に関する規則の一部を

改正する規則 

 

 亀岡市会計年度任用職員の勤務時間、休暇等

に関する規則（令和元年亀岡市規則第４４号）

の一部を次のように改正する。 

 

 第１９条を第２０条とし、第１８条の次に次

の１条を加える。 

 （出勤簿） 

第１９条 会計年度任用職員は、出勤したとき

は、直ちに自ら出勤簿に押印しなければなら

ない。 

 

   附 則 

 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 

「掲示済」 
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 地方公務員法及び地方自治法の一部を改正す

る法律の施行に伴う関係規則の整備に関する規

則をここに公布する。 

 

   令和２年３月２５日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第９号 

 

地方公務員法及び地方自治法の一

部を改正する法律の施行に伴う関

係規則の整備に関する規則 

 

 （亀岡市職員服務規則の一部改正） 

第１条 亀岡市職員服務規則（昭和３０年亀岡

市規則第５号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第１項中「第２２条第５項」を「第

２２条の３」に改める。 

 第３条の次に次の１条を加える。 

 （服務の宣誓） 

第３条の２ 職員は、亀岡市職員の服務の宣

誓に関する条例（昭和３０年亀岡市条例第

８号）の規定に基づき服務の宣誓を行わな

ければならない。ただし、法第２２条の２

第１項に規定する会計年度任用職員（以下

「会計年度任用職員」という。）の服務の

宣誓については、同条例第２条の規定にか

かわらず、所属長は別段の定めをすること

ができる。 

 第５条第１項ただし書を次のように改める。 

 ただし、会計年度任用職員については、

市が記章を貸与せず、これを着用しないこ

ととする。 

 第５条に次の１項を加える。 

７ 職員（会計年度任用職員を除く。次条に

おいて同じ。）の名札は、次条に定める亀

岡市職員証（以下「職員証」という。）を

もってこれに代えることができる。 

 第７条中「及び亀岡市職員」を「、亀岡市

職員」に改め、「亀岡市規則第７号）」の次

に「及び亀岡市会計年度任用職員の勤務時間、

休暇等に関する規則（令和元年亀岡市規則第

４４号。以下「会計年度任用職員勤務時間規

則」という。）」を加える。 

 第９条第１項、第１１条第１項及び第１２

条中「勤務時間条例」の次に「又は会計年度

任用職員勤務時間規則」を加える。 

 第１５条中「又は別に嘱託する者」を削る。 

 別記第６号様式を次のように改める。 
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第６号様式（第１１条関係） 

時間外勤務、休日勤務等命令簿 職員番号     

 
  年  月分  

所属   
氏名   

 

所属長  
月日 

(曜日) 

勤務時刻 

(うち休憩時間) 

時間外勤務 時間外勤務代休 休日 
勤務 

管理職
員特別
勤務 

従事事務の内容 区
分 勤務日 週休日・休日 

累計 時間数 本人印 
100 125 150 175 135 160 25 135 

   
( ) 

～ 
： ： ： ： ： ： ： ： ：  ： ：   突 

外 
般 休( ： ) 

   
( ) 

～ 
： ： ： ： ： ： ：  ： ：  ： ：  突 

外 
般 休( ： ) 

   
( ) 

～ 
： ： ： ： ： ： ： ： ：  ： ：  突 

外 
般 休( ： ) 

   
( ) 

～ 
： ： ： ： ： ： ： ： ：  ： ：  突 

外 
般 休( ： ) 

   
( ) 

～ 
： ： ： ： ： ： ： ： ：  ： ：  突 

外 
般 休( ： ) 

   
( ) 

～ 
： ： ： ： ： ： ： ： ：  ： ：  突 

外 
般 休( ： ) 

   
( ) 

～ 
： ： ： ： ： ： ： ： ：  ： ：  突 

外 
般 休( ： ) 

   
( ) 

～ 
： ： ： ： ： ： ： ： ：  ： ：  突 

外 
般 休( ： ) 

   
( ) 

～ 
： ： ： ： ： ： ： ： ：  ： ：  突 

外 
般 休( ： ) 

   
( ) 

～ 
： ： ： ： ： ： ： ： ：  ： ：  突 

外 
般 休( ： ) 

 

 

所属長  
月日 

(曜日) 

勤務時刻 

(うち休憩時間) 

時間外勤務 時間外勤務代休 休日 
勤務 

管理職

員特別

勤務 
従事事務の内容 区 

分 勤務日 週休日・休日 
累計 時間数 本人印 

100 125 150 175 135 160 25 135 

   

( ) 

～ 
： ： ： ： ： ： ： ： ：  ： ：   突 

外 
般 休( ： ) 

   

( ) 

～ 
： ： ： ： ： ： ： ： ：  ： ：  突 

外 
般 休( ： ) 

   

( ) 

～ 
： ： ： ： ： ： ： ： ：  ： ：  突 

外 
般 休( ： ) 

   

( ) 

～ 
： ： ： ： ： ： ： ： ：  ： ：  突 

外 
般 休( ： ) 

   

( ) 

～ 
： ： ： ： ： ： ： ： ：  ： ：  突 

外 
般 休( ： ) 

   

( ) 

～ 
： ： ： ： ： ： ： ： ：  ： ：  突 

外 
般 休( ： ) 

   

( ) 

～ 
： ： ： ： ： ： ： ： ：  ： ：  突 

外 
般 休( ： ) 

   

( ) 

～ 
： ： ： ： ： ： ： ： ：  ： ：  突 

外 
般 休( ： ) 

   

( ) 

～ 
： ： ： ： ： ： ： ： ：  ： ：  突 

外 
般 休( ： ) 

   

( ) 

～ 
： ： ： ： ： ： ： ： ：  ： ：  突 

外 
般 休( ： ) 

注１ 区分欄は、該当する区分（突＝突発事務、外＝対外事務、般＝一般事務）を○で囲むこと。 
 ２ 時間外勤務の累計が６０時間を超える場合には、超えるまでの勤務と超えた後の勤務は、行を分けて記載すること。 
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 （亀岡市職員互助会規則の一部改正） 

第２条 亀岡市職員互助会規則（昭和３４年亀

岡市規則第６号）の一部を次のように改正す

る。 

 第４条を次のように改める。 

 （組織） 

第４条 互助会は、本市の職員であって、地

方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第

１５２号）に基づき設立された京都府市町

村職員共済組合の組合員その他会長が適当

と認める者を会員として組織する。 

 （亀岡市職員被服等貸与規則の一部改正） 

第３条 亀岡市職員被服等貸与規則（昭和４１

年亀岡市規則第８号）の一部を次のように改

正する。 

 第１条中「嘱託職員及び臨時的任用職員」

を「臨時的任用職員及び非常勤職員」に改め

る。 

 別表第１中 

「 

               を 

              」 

「 

               に改める。 

              」 

 別表第２中 

「 

 

                   」 

を 

「 

 

                   」 

に改める。 

（期末手当及び勤勉手当の支給日を定める規

則の一部改正） 

第４条 期末手当及び勤勉手当の支給日を定め

る規則（昭和５１年亀岡市規則第１７号）の

一部を次のように改正する。 

 第１条中「第８条第１項に規定する期末手

当」の次に「、亀岡市会計年度任用職員の給

与及び費用弁償に関する条例（令和元年亀岡

市条例第５０号）第１４条及び第２４条に規

定する期末手当」を加える。 

 （亀岡市財務規則の一部改正） 

第５条 亀岡市財務規則（昭和４０年亀岡市規

則第１号）の一部を次のように改正する。 

 第４条に次の２項を加える。 

４ 第１項に定める事務のうち、専決の範囲

を超えるものの決裁については、亀岡市事

務処理規程（昭和５８年亀岡市訓令第２号。

以下「事務処理規程」という。）第８条の

２及び第１０条に定めるところによる。 

５ 前項に定める決裁の代決については、事

務処理規程第４６条の規定を準用する。こ

の場合において、「主管課長又は主管担当

課長」とあるのは「事務局長」と、「主管

副課長又は主管担当副課長」とあるのは

「事務局次長」と読み替えるものとする。 

 第５条第２項第１号中「亀岡市事務処理規

程（昭和５８年亀岡市訓令第２号。以下単に

「事務処理規程」という。）」を「事務処理

規程」に改める。 

 第１７条第６項に次のただし書を加える。 

 ただし、会計年度任用職員に係る当該予

算について必要があるときは、人事課長が

その執行をすることができる。 

 第６４条第１号及び第６５条第１項中  

「、賃金」を削る。 

 第６８条第１項中第２号を削り、第３号を

第２号とし、第４号から第１５号までを１号

ずつ繰り上げる。 

 第２３０条第１項中「第２４３条の２第１

項各号」を「第２４３条の２の２第１項各

号」に改める。 

 別表第２の７の項を削り、同表中 

 

５ 養護師（教諭） 

５ 養護教諭 

保健師、栄養士、養護師（教諭） 

保健師、栄養士、養護教諭 
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「                 「 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                 を                 に改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                」                 」 

（亀岡市家庭児童相談室設置規則の一部改正） 

第６条 亀岡市家庭児童相談室設置規則（昭和４９年亀岡市規則第２号）の一部を次のように改正

する。 

 

８ 報償費 

９ 旅費 

10 交際費 

11 需用費 
 ⑴ 消耗品費 
  燃料費 
  賄材料費 
  飼料費 

  医薬 
  材料費 

 ⑵ 印刷製本費 
  修繕料 

 ⑶ 光熱水費 

 ⑷ 食糧費 

12 役務費 
 ⑴ 電話料 

 ⑵ 運搬料 
  保管料 

 ⑶ 保険料 

 ⑷ その他の役務費 

13 委託料 

14 使用料及び賃借料 

15 工事請負費 
16 原材料費 
17 公有財産購入費 

18 備品購入費 

19 負担金､補助及び交付金 

20 扶助費 

21 貸付金 

22 補償､補てん及び賠償金 

23 償還金､利子及び割引料 

24 投資及び出資金 

25 積立金 

26 寄附金 

27 公課費 

28 繰出金 

７ 報償費 

８ 旅費 

９ 交際費 

10 需用費 
 ⑴ 消耗品費 
  燃料費 
  賄材料費 
  飼料費 

  医薬 
  材料費 

 ⑵ 印刷製本費 
  修繕料 

 ⑶ 光熱水費 

 ⑷ 食糧費 

11 役務費 
 ⑴ 電話料 

 ⑵ 運搬料 
  保管料 

 ⑶ 保険料 

 ⑷ その他の役務費 

12 委託料 

13 使用料及び賃借料 

14 工事請負費 
15 原材料費 
16 公有財産購入費 

17 備品購入費 

18 負担金､補助及び交付金 

19 扶助費 

20 貸付金 

21 補償､補てん及び賠償金 

22 償還金､利子及び割引料 

23 投資及び出資金 

24 積立金 

25 寄附金 

26 公課費 

27 繰出金 
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 第４条第１項中「社会福祉主事」の次に

「及び家庭相談員」を加え、「とし、家庭相

談員は、（顧問、参与、嘱託員等の給与に関

する条例（昭和３２年亀岡市条例第７号）第

１条に規定する特別職の職員」を削る。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和２年４月１日から施行す

る。 

 （亀岡市非常勤職員取扱規則の廃止） 

２ 亀岡市非常勤職員取扱規則（平成８年亀岡

市規則第９号）は、廃止する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 議会の議員及び非常勤の職員の公務災害補償

等に関する条例施行規則の一部を改正する規則

をここに公布する。 

 

   令和２年３月２５日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第１０号 

 

議会の議員及び非常勤の職員の公

務災害補償等に関する条例施行規

則の一部を改正する規則 

 

 議会の議員及び非常勤の職員の公務災害補償

等に関する条例施行規則（昭和４３年亀岡市規

則第５号）の一部を次のように改正する。 

 

 附則第７項第２号中「１００分の５」を「負

傷若しくは死亡の原因である事故の発生の日又

は診断によって疾病の発生が確定した日（以下

「災害発生の日」という。）における法定利

率」に改める。 

 附則第８項、第１４項第２号及び第１５項中

「１００分の５」を「災害発生の日における法

定利率」に改める。 

 別記第１号様式注意事項及び別記第１号様式

の２注意事項中 

「２ 補償を受ける権利は、２年間（傷病補

償年金、障害補償及び遺族補償について

は、５年間）行わないときは、時効によ 

つて消滅します。          」 

を 

「２ 補償を受ける権利は、これを行使する

ことができる時から２年間（傷病補償年

金、障害補償及び遺族補償については、

５年間）行使しないときは、時効によつ 

て消滅します。           」 

に改める。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和２年４月１日から施行す

る。 

 （経過措置） 

２ この規則の施行の日前の議会の議員及び非

常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施

行規則附則第７項及び第８項の規定による障

害補償年金の支給停止並びに同規則附則第 

１４項及び第１５項の規定による遺族補償年

金の支給停止については、なお従前の例によ

る。 

 

「掲示済」 
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 亀岡市税条例施行規則の一部を改正する規則

をここに公布する。 

 

   令和２年３月２５日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第１１号 

 

亀岡市税条例施行規則の一部を改

正する規則 

 

 亀岡市税条例施行規則（昭和６０年亀岡市規

則第１７号）の一部を次のように改正する。 

 

 第１６条第２項中「規定する軽自動車税」の

次に「種別割」を、「、軽自動車税」の次に

「（種別割）」を加える。 

 第１７条中「第４５７条」を「第４６３条の

５、第４６３条の２５」に改める。 

 第３８条の見出し中「軽自動車税」を「種別

割」に改め、同条中「軽自動車税の」を「種別

割の」に改め、「、軽自動車税」の次に「（種

別割）」を加える。 

 第４０条の見出し中「軽自動車税」を「種別

割」に改め、同条第１項第２号中「社会福祉法

人」を「社会福祉法人等」に改め、同条第３項

中「軽自動車税」の次に「（種別割）」を加え

る。 

 第４１条の見出し中「軽自動車税」を「種別

割」に改め、同条第３項中「軽自動車税」の次

に「（種別割）」を加える。 

 第４２条（見出しを含む。）中「軽自動車

税」を「種別割」に改める。 

 第４４条の見出し中「原動機付自転車」を

「軽自動車税種別割」に改め、同条中「原動機

付自転車」を「軽自動車税（種別割）」に改め

る。 

 別記第１号様式から別記第４号様式までの規

定中「１年」を「 年 月 日まで」に改める。 

 別記第５号様式、別記第７号様式、別記第 

３２号様式、別記第３３号様式（その１）、別

記第３３号様式（その２）及び別記第５９号様

式を次のように改める。 
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第７号様式（第４条関係） 

 

京都府亀岡市 納付書兼領収証書 ○公  
口座番号  

加入者名  

    

 

 

 

 

以下の金額を納期限までに納付してください。 

    

納 期 限  通知書番号  

納 付 番 号    

税   額 円 上記のとおり領収しました。 

督促手数料 円  領収日付印 

延 滞 金 円  

合 計 金 額 円   

 

 

 
収入印紙不要 

この領収証書は５年間大切に保管してください。 

                          収納代行：  （納付者控） 

 第５号様式（第４条関係） 

亀 岡 市 税 納 付 書 

 住所 氏名 

 

様 

 

 

  税 目  歳 年   

            
期別 

    
～ 

     

 

調
年 

      通知 

番号 
 

              課
年 

       

 

税
額 

                  

 円 
督促手数料 

        

円 

 ，  ，  ，  

延
滞
金 

              
合計額 

円 

                  

円 

 ，  ，  ，  ，  

 税目コード  
納 期 限 

   
01 市府民税特別徴収 

 

領 収 日 付 印 

                   

02 市府民税普通徴収 

03 固定資産税(都計) 

  05 軽自動車税（種別割） 年 月 日  

13 法人市民税 

上記のとおり納付します。 

 

 

21 交付金 

22 市たばこ税 

23 特別土地保有税 

24 入 湯 税 
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第３３号様式（その１）（第１７条関係） 

 

 

 

京都府亀岡市 督促状兼領収証書 

納付者 

 

あなたの市税が未納になっております。 

指定期限までに納付してください。 

 

         亀岡市長      □印  

口座番号  

加入者名  

税目 

調年 賦年 

期別 

通知書番号 

標識番号 

指定期限 
 

税   額 円 

督促手数料 円 

延 滞 金 円 

合   計 円 

上記の金額を領収しました。 

 

  

領収日付印 

 

 

（収入印紙不要） 

※領収証書は５年間大切に保管してください。 

収納代行：            （納付者控） 

１．督促手数料について 

 督促状1通について100円が加算されます。 

 

２．延滞金について 

 納期限の翌日から納付の日までの日数に応じ、税額に年14.6％の割合（特例基準割合

が年7.3％未満の場合は、特例基準割合に年7.3％の割合を加算した割合）又は納期限の

翌日から1月を経過する日までの期間についての年7.3％の割合（特例基準割合が年

7.3％未満の場合は、特例基準割合に年1％の割合を加算した割合（上限は年7.3％の割

合））を乗じて算出した額となります。 

 

３．滞納処分について 

 この督促後10日を過ぎても未納の場合は、地方税法の例による滞納処分（財産の差押

など）を受けることがあります。 

 

４．審査請求について 

 この督促状について不服がある場合は、この督促状を受け取った日の翌日から起算し

て3箇月以内に市長に対して審査請求をすることができます。処分の取消しを求める訴

えは、前記の審査請求に係る裁決の送達を受けた日の翌日から起算して6箇月以内に亀

岡市を被告として（亀岡市長が被告の代表者となります。）提起することができます。 

 なお、処分の取消しの訴えは、前記の審査請求に対する裁決を経た後でなければ提起

することができないこととされていますが、①審査請求があった日から3箇月を経過し

ても裁決がないとき、②処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避

けるため緊急の必要があるとき、③その他裁決を経ないことにつき正当な理由があると

きは、裁決を経ないでも処分の取消しの訴えを提起することができます。 

 

 第３２号様式（第１６条関係） 

 

 軽自動車税（種別割）納税証明書 
 

 

納 税 義 務 者 

住 所 
（所在地） 

 

氏 名 
（名 称） 

 

 

標 識 番 号 
 

納 税 済 年 月 日 
 

証 明 書 有 効 期 限 
 

備 考 
 

 

 

          上記のとおり相違ないことを証明いたします。 

 

                            年  月  日 

 

                                              亀岡市長                印 
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第３３号様式（その２）（第１７条関係） 

亀岡市 市府民税（特別徴収）督促状 

 

下記の金額が未納になっていますので至急指定の 

金融機関又は市役所で納付してください。 

 

 

事 業 所 名  

指 定 番 号  

年   月        年  月分 

指 定 期 限      年  月  日 

税   額             円 

督促手数料             円 

延 滞 金             円 

合   計             円 

 
 
 
 

  年  月  日 

 

 

亀 岡 市 長   □印  

 

１．督促手数料について 

督促状1通について100円が加算されます。 

２．延滞金について 

納期限の翌日から納付の日までの日数に応じ、税額に年14.6％の割合（特例基

準割合が年7.3％未満の場合は、特例基準割合に年7.3％の割合を加算した割合）

又は納期限の翌日から1月を経過する日までの期間についての年7.3％の割合（特

例基準割合が年7.3％未満の場合は、特例基準割合に年1％の割合を加算した割合

（上限は年7.3％の割合））を乗じて算出した額となります。 

３．滞納処分について 

この督促後10日を過ぎても未納の場合は、地方税法の例による滞納処分（財産

の差押など）を受けることがあります。 

４．審査請求について 

この督促状について不服がある場合は、この督促状を受け取った日の翌日から

起算して3箇月以内に市長に対して審査請求をすることができます。処分の取消

しを求める訴えは、前記の審査請求に係る裁決の送達を受けた日の翌日から起算

して6箇月以内に亀岡市を被告として（亀岡市長が被告の代表者となります。）提

起することができます。 

なお、処分の取消しの訴えは、前記の審査請求に対する裁決を経た後でなけれ

ば提起することができないこととされていますが、①審査請求があった日から3

箇月を経過しても裁決がないとき、②処分、処分の執行又は手続の続行により生

ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があるとき、③その他裁決を経ないこと

につき正当な理由があるときは、裁決を経ないでも処分の取消しの訴えを提起す

ることができます。 

５．納付場所について 

市役所又は下記の金融機関で納入してください。※納付書をご持参ください。 

 

 

◎ 転勤及び退職された方があり異動届の未提出による未納分については、 

異動届を至急提出してください。 

※ 本状と行違いに納付された場合は、ご容赦ください。 

 

 

 第５９号様式（その１）（第３８条関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

あなたは口座振替の手続をしていただいていますので、納期限に下記の口座から振替させていただきます。 

預貯金残高不足により振替不能となった場合は、再振替をさせていただきます。 

納 付 方 法  

金 融 機 関 名 
 

種別・口座番号  
口 座 名 義 人  

（個人情報保護のため、口座番号の一部を非表示としています。） 

領収済通知書は、振替等処理後に市役所から送付します。 

 

亀岡市  軽自動車税（種別割）納税通知書 

納税義務者 
 

  

   種別    標識番号   税額(円)  通知書番号 

 

     
期 別  納 期 限  

  合計金額 円 

      上記のとおり決定しましたので通知します。 

 

 

                 亀 岡 市 長   □印  
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 別記第５９号様式（その１）の次に次の１様式を加える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 別記第６１号様式中「軽自動車税」の次に「（種別割）」を加える。 

 別記第６２号様式及び別記第６４号様式を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第５９号様式（その２）（第３８条関係） 

 

   口座番号  加入者名  

                  京都府亀岡市 

                   軽自動車税（種別割） 

                  納税通知書兼領収証書○公   

 

 

 

 

下記のとおり決定しましたので通知します。納期限までに納付してください。 

納税義務者   

   

左記のとおり領収しました。 期   別  種  別  

通知書番号  標識番号   領収日付印 

 納 付 番 号  納 期 限  
    

 

亀 岡 市 長  印    

税   額   

督促手数料  

延 滞 金  

合 計 金 額  収入印紙不要 

この領収証書は５年間大切に保管してください。                 収納代行：    （納付者控） 

 

 

 第６２号様式（第４１条関係） 

軽自動車税（種別割）減免申請書（身体障害者等用） 

 

                                     年  月  日 

 

（宛先）亀岡市長 

                      納税義務者 住所 

                            氏名            ㊞ 

                            電話番号 

 

 亀岡市税条例第８４条の２の規定により、軽自動車税（種別割）の減免をしていただきますよう申

請します。 

軽 自 動 車 等 

標識番号 

 

種別 

 

用途 

 

主たる定置場（使用の本拠の位置） 

亀岡市 

障 害 者 等 

住所 

 

氏名 

 

生年月日 

     年   月   日 

手帳の番号 

 

障害名 

 

程度 

 

交付年月日 

     年  月  日 

運 転 者 

住所 

 

氏名 

 

免許番号 

 

免許の種類 

 

障害者との続柄 

 

交付年月日 

     年   月   日 

有効期限 

            年   月   日 

免許の条件 

 

障害者のために 

軽 自 動 車 等 を 

使 用 す る 内 容 

 

 

※障害者以外の

人が所有する

場合は記入し

てください 

 上記のとおり専ら障害者のために軽自動車等を使用します。 

                  申請者 氏名           ㊞ 

                  （障害者との続柄         ） 
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   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の別記第５９号様式（その１）及び別記第５９号様式（その２）については、令和２年

度の軽自動車税（種別割）の課税分から適用する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市助産施設及び母子生活支援施設の入所に関する規則の一部を改正する規則をここに公布す

る。 

 

   令和２年３月２５日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第１２号 

 

亀岡市助産施設及び母子生活支援施設の入所に関する規則の一部を改正する規則 

 

 第６４号様式（第４４条関係） 

軽自動車税（種別割）標識交付証明書 

（原動機付自転車・小型特殊自動車） 

 

納
税
義
務
者 

住    所 

（所 在 地） 

 

氏   名 

（名  称） 

 

 

 

証   明   事   項 

標 識 番 号 
 

種 別 
 

車 名 
 

型 式 認 定 番 号 
 

型 式 
 

原動機の型式番号 
 

車 台 番 号 
 

登 録 年 月 日 
 

総 排 気 量 

又 は 定 格 出 力 
 備 考  

上記のとおり標識を交付したことを証明します。 

                            年  月  日 

 

                           京都府亀岡市長                 印 



 
亀 岡 市 公 報 

 55

第９０３号令和２年４月１５日発行 

 亀岡市助産施設及び母子生活支援施設の入所に関する規則（平成２９年亀岡市規則第１９号）の

一部を次のように改正する。 

 

 別表中 

「 

Ｃ１ Ａ階層及びＤ階層を除き当該年度分
の市町村民税の課税世帯であって、
その市町村民税の額の区分が次の区
分に該当する世帯 

均等割の額のみ 
（所得割のない世帯） 

Ｃ２ 所得割の額がある世帯 

Ｄ１ Ａ階層及びＢ階層を除き前年分の所
得税課税世帯であって、その所得税
の額の区分が次の区分に該当する世
帯 

15,000円以下 

Ｄ２ 15,001円から40,000円まで 

Ｄ３ 40,001円から70,000円まで 

Ｄ４ 70,001円から183,000円まで 

Ｄ５ 183,001円から403,000円まで 

Ｄ６ 403,001円から703,000円まで 

Ｄ７ 703,001円から1,078,000円まで 

Ｄ８ 1,078,001円から1,632,000円まで 

Ｄ９ 1,632,001円から2,303,000円まで 

Ｄ１０ 2,303,001円から3,117,000円まで 

Ｄ１１ 3,117,001円から4,173,000円まで 

Ｄ１２ 4,173,001円から5,334,000円まで 

Ｄ１３ 5,334,001円から6,674,000円まで 

Ｄ１４ 6,674,001円以上 

                                        」 

を 

「 

Ｃ Ａ階層を除き当該年度分の市町村民税の課税世帯であって、その市町村民
税の額が均等割の額のみの世帯（所得割の額のない世帯） 

Ｄ１ Ａ階層及びＣ階層を除き当該年度分
の市町村民税の課税世帯であって、
その市町村民税所得割の額の区分が
次の区分に該当する世帯 

9,000円以下 

Ｄ２ 9,001円から27,000円まで 

Ｄ３ 27,001円から57,000円まで 

Ｄ４ 57,001円から93,000円まで 

Ｄ５ 93,001円から177,300円まで 

Ｄ６ 177,301円から258,100円まで 

Ｄ７ 258,101円から348,100円まで 

Ｄ８ 348,101円から456,100円まで 

Ｄ９ 456,101円から583,200円まで 

Ｄ１０ 583,201円から704,000円まで 

Ｄ１１ 704,001円から852,000円まで 

Ｄ１２ 852,001円から1,044,000円まで 

Ｄ１３ 1,044,001円から1,225,500円まで 

Ｄ１４ 1,225,501円から1,426,500円まで 

Ｄ１５ 1,426,501円以上 

                                         」 
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に改め、同表備考１中「Ｃ１」を「Ｃ」に、

「Ｃ２」を「Ｄ１～Ｄ１５」に、「及び第５条

の４の２第６項」を「、附則第５条の４第６項

及び附則第５条の４の２第６項」に改め、同表

備考２を次のように改める。 

２ 階層区分の認定について、平成２３年７月

１５日雇児発０７１５第１号厚生労働省雇用

均等・児童家庭局長通知「控除廃止の影響を

受ける費用徴収制度等（厚生労働省雇用均

等・児童家庭局所管の制度に限る。）に係る

取扱いについて」の規定によって再計算しな

い取扱いを原則とする。 

 ただし、令和元年６月３０日から引き続き

施設を利用する児童が属する世帯については、

それまでに判定された階層区分から不利益な

変更が生じることがないよう、都道府県等の

判断により、平成２３年７月１５日雇児発０

７１５第１号厚生労働省雇用均等・児童家庭

局長通知「控除廃止の影響を受ける費用徴収

制度等（厚生労働省雇用均等・児童家庭局所

管の制度に限る。）に係る取扱いについて」

の規定による調整方法を行うことにより経過

措置を講じることも可能とする。 

 別表備考６中「入所の措置がとられた妊産

婦」を「入所妊産婦」に、「所得税の額」を

「市町村民税所得割の額」に、「８，４００

円」を「１９，０００円」に、「入所の措置が

とられた日から解除される日までの」を「入所

した日から退所した日までの期間に係る」に改

め、同表備考６を同表備考７とし、同表備考５

中「その施設」を「、その施設」に改め、同表

備考５を同表備考６とし、同表備考４中「第 

３１３条第１項に規定する所得」を「第２９２

条第１項第１３号に規定する所得金額」に、

「第２９５条」を「第２９５条第１項第２号」

に、「山林所得金額から、⑴又は⑶に該当する

場合にあっては２６万円」を「山林所得金額の

合計から、⑴又は⑶に該当する場合にあっては

２６万円」に改め、「を控除するものとし、２

における所得税の額を計算する場合には、総所

得金額、退職所得金額又は山林所得金額から、

⑴又は⑶に該当する場合にあっては２７万円を、

⑵に該当する場合にあっては３５万円」を削り、

同表備考４第１号中「控除対象配偶者」を「同

一生計配偶者」に改め、同表備考４第３号中

「有し」の次に「、かつ」を加え、同表備考４

を同表備考５とし、同表備考３第２号中「又は

第２項に規定する配偶者のない者」を「に規定

する「配偶者のない女子」及び同条第２項に規

定する「配偶者のない男子」」に、「、現に」

を「現に」に改め、同表備考３第３号中「社会

福祉施設の」を「社会福祉施設に」に改め、

「措置された児童（者）」の次に「、児童福祉

法第２４条の２により障害児入所施設を利用す

る児童、障害者の日常生活及び社会生活を総合

的に支援するための法律（平成１７年法律第 

１２３号。以下「障害者総合支援法」とい

う。）第６条の自立支援給付の受給者（障害者

総合支援法第５条第６項、第７項、第１２項、

第１３項及び第１４項のサービスに限る。）又

は障害者総合支援法附則第２２条の特定旧法受

給者」を加え、「掲げる児童（者）」を「掲げ

る児（者）」に改め、同表備考３を同表備考４

とし、同表備考２の次に次のように加える。 

３ 所得割の額を計算算定する場合には、措置

児童等及びその措置児童等の属する世帯の扶

養義務者が指定都市（地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第２５２条の１９第１項の

指定都市をいう。以下同じ。）の区域内に住

所を有する者であるときは、これらの者を指

定都市以外の市町村の区域内に住所を有する

者とみなして、所得割の額を算定するものと

する。 

 

   附 則 
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 この規則は、公布の日から施行し、改正後の

亀岡市助産施設及び母子生活支援施設の入所に

関する規則の規定は、令和元年７月１日から適

用する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市ポイ捨て等禁止条例施行規則をここに

公布する。 

 

   令和２年３月２５日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第１３号 

 

亀岡市ポイ捨て等禁止条例施行規

則 

 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、亀岡市ポイ捨て等禁止条

例（令和２年亀岡市条例第１号。以下「条

例」という。）の施行に関し、必要な事項を

定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この規則における用語の意義は、条例

の例による。 

 （回収容器） 

第３条 条例第５条第４項に規定する回収容器

の設置の場所は、自動販売機の設置場所に近

接した空き缶等を回収するために容易な場所

とする。 

（ポイ捨て防止重点地域の指定、変更又は解

除の告示） 

第４条 条例第１０条第２項に規定する告示の

内容は、次の事項とする。 

⑴ ポイ捨て防止重点地域の名称及び地域図 

⑵ ポイ捨て防止重点地域として指定し、変

更し、又は解除する期日 

⑶ その他市長が特に必要と認める事項 

 （指導又は勧告） 

第５条 条例第１１条に規定する指導又は勧告

は、指導については口頭又は改善措置指導書

（別記第１号様式）により行い、勧告につい

ては改善措置勧告書（別記第２号様式）によ

り行うものとする。 

２ 前項の改善措置勧告を受けた者は、改善し

た内容について、改善措置報告書（別記第３

号様式）により速やかに市長に報告するもの

とする。 

 （ポイ捨て等禁止指導員） 

第６条 市長は、条例第１２条に規定する措置

命令及び第１４条に規定する過料の処分に係

る事務を行わせるため、本市職員の中からポ

イ捨て等禁止指導員を指名する。 

２ ポイ捨て等禁止指導員は、その職務を執行

する場合において、その身分を示すポイ捨て

等禁止指導員証（別記第４号様式）を携帯し、

関係人の請求があったときは、これを提示し

なければならない。 

 （措置命令） 

第７条 条例第１２条に規定する措置命令は、

改善措置命令書（別記第５号様式）により行

うものとする。 

２ 前項の改善措置命令を受けた者は、改善し

た内容について、改善措置命令履行報告書

（別記第６号様式）により速やかに市長に報

告するものとする。 

 （過料） 

第 ８条  条例 第１ ４条 の過 料の額 は、    

１，０００円とする。 

２ 市長は、条例第１４条の規定により過料の

処分をしようとするときは、当該処分を受け

る者に対し、あらかじめ告知・弁明書（別記
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第７号様式）によりその旨を告知し、弁明の

機会を付与するものとする。 

３ 市長は、条例第１４条の規定により過料の

処分をするときは、当該処分を受ける者に対

し、過料処分通知書（別記第８号様式）を交

付し、過料を徴収する。 

 （地域清掃協力員） 

第９条 条例第１５条に規定する地域清掃協力

員は、おおむね次の各号に掲げる事項を行う

ものとする。 

⑴ 地域の清掃活動の促進及び市の清掃事業

への協力 

⑵ 地域の実情把握及び市への情報提供 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、市長が特に

必要と認める事項 

 （その他） 

第１０条 この規則に定めるもののほか、必要

な事項は、市長が別に定める。 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和２年８月１日から施行す

る。ただし、第８条の規定は、令和３年４月

１日から施行する。 

 （亀岡市環境美化条例施行規則の廃止） 

２ 亀岡市環境美化条例施行規則（平成１７年

亀岡市規則第４３号）は、廃止する。 
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規

則
第

５
条

第
２

項
の
規

定
に

基
づ

き
、
下

記
の

と
お

り
改

善
措
置

し
ま

し
た
の

で
報

告
し

ま
す

。
 

  

記
 

  

違
反

行
為
 

 

改
善

措
置

の
内

容
 

 

 

第
４
号

様
式
（

第
６

条
関

係
）
 

 

（
表

）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
第
 

 
 

 
号

 

 

ポ
イ
捨
て
等
禁
止
指
導

員
証
 

  
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 
所

属
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 
氏

名
 

  
上

記
の

者
は

、
亀

岡
市

ポ
イ

捨
て

等
禁

止
条

例
施

行
規

則
第

６
条

に
規

定
す

る
ポ

イ
捨

て

等
禁

止
指

導
員

で
あ

る
こ
と

を
証

明
す

る
。
 

  
 

 
 

 
 

年
 

 
月
 

 
日
発

行
 

 
有

効
期
限

 
 
 

 
年

 
 

月
 
 

日
 

  
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

亀
岡
市

長
 

 
 

 
 
 

 
 
 
□印

 

 

 

（
裏

）
 

  注
意

事
項

 

１
 

こ
の

証
は

、
公

務
中
は

必
ず

携
帯

す
る
こ

と
。
 

２
 

こ
の

証
は

、
他

人
に
譲

渡
し

、
又

は
貸
与

し
て
は

な
ら

な
い

。
 

３
 

こ
の

証
を

亡
失

し
、
又

は
著

し
く

破
損
し

た
と
き

は
、

直
ち

に
届
け

出
る
こ

と
。

 

４
 

こ
の

証
の

記
載

事
項
に

異
動

が
生

じ
た
と

き
は
、

速
や

か
に

届
け
出

る
こ
と

。
 

５
 

ポ
イ

捨
て

等
禁

止
指

導
員

の
身

分
を

失
っ

た
場

合
及

び
有

効
期

限
を

経
過

し
た

場
合

は
、
必

ず
返

却
す

る
こ
と

。
 

 

写
真
 

割
印

 



 
亀 岡 市 公 報 

 61

第９０３号令和２年４月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第
５
号

様
式
（

第
７
条

関
係
）

 

（
表
）

 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

第
 
 

 
 
 

号
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

年
 
 

月
 
 

日
 

   
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

様
 

   
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

亀
岡
市

長
 
 

 
 
 

 
 
 

 
□印

 

  

改
善

措
置

命
令

書
 

 

 
あ
な

た
は
、

亀
岡
市

ポ
イ

捨
て
等

禁
止
条

例
第
１

２
条

の
規
定

に
よ
り

、
直

ち
に
下

記
の

改
善

措

置
を
講

ず
る
よ

う
命
令

し
ま
す

。
 

 
な
お

、
こ
の

命
令
に

従
わ

な
い
と

き
は
、

同
条
例

１
４

条
の
規

定
に
よ

り
、

過
料
に

処
せ

ら
れ

る

こ
と
に

な
り
ま

す
。
 

  

記
 

  

違
反

行
為
 

 

改
善

措
置

の
内

容
 

 

改
善

期
限
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
年
 

 
 
月

 
 
 

日
ま

で
 

 

 

（
裏

）
 

  （
教

示
）

 

 １
 

こ
の

決
定

に
つ

い
て

不
服

が
あ

る
場

合
は

、
こ

の
決

定
が

あ
っ

た
こ

と
を

知
っ

た
日

の
翌

日

か
ら
起

算
し
て

３
箇

月
以

内
に
、

亀
岡

市
長

に
対
し

て
審
査

請
求

を
す

る
こ
と

が
で
き

ま
す

。
 

２
 

こ
の

決
定

に
つ

い
て

は
、

上
記

１
の

審
査

請
求

の
ほ

か
、

こ
の

決
定

が
あ

っ
た

こ
と

を
知

っ

た
日
の

翌
日

か
ら

起
算

し
て

６
箇

月
以

内
に

、
亀

岡
市

を
被

告
と

し
て

（
訴

訟
に

お
い

て
亀

岡

市
を
代

表
す

る
者

は
亀

岡
市

長
と

な
り

ま
す

。
）
、

処
分
の

取
消

の
訴

え
を

提
起

す
る
こ

と
が
で

き
ま
す

。
な

お
、

上
記

１
の

審
査

請
求

を
し

た
場

合
に

は
、

処
分

の
取

消
の

訴
え

は
、

そ
の

審

査
請
求

に
対

す
る

裁
決

が
あ

っ
た

こ
と

を
知

っ
た

日
の

翌
日

か
ら

試
算

し
て

６
箇

月
以

内
に

提

起
す
る

こ
と
が

で
き

ま
す

。
 

３
 

た
だ

し
、

上
記

の
期

間
が

経
過

す
る

前
に

、
こ

の
決

定
（

審
査

請
求

を
し

た
場

合
に

は
、

そ

の
審
査

請
求
に

対
す

る
裁

決
）
が

あ
っ

た
日
の

翌
日
か

ら
起

算
し

て
１
年

を
経
過

し
た

場
合

は
、

審
査
請

求
を

す
る

こ
と

や
処

分
の

取
消

の
訴

え
を

提
起

す
る

こ
と

が
で

き
な

く
な

り
ま

す
。

な

お
、
正

当
な

理
由
が

あ
る

と
き

は
、
上

記
の

期
間

や
こ

の
決
定
（
審

査
請
求

を
し

た
場

合
に
は

、

そ
の
審

査
請

求
に

対
す

る
裁

決
）

が
あ

っ
た

日
の

翌
日

か
ら

起
算

し
て

１
年

を
経

過
し

た
後

で

あ
っ
て

も
審

査
請

求
を

す
る

こ
と

や
処

分
の

取
消

の
訴

え
を

提
起

す
る

こ
と

が
認

め
ら

れ
る

場

合
が
あ

り
ま
す

。
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第９０３号令和２年４月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第
７
号

様
式
（

第
８
条

関
係
）

 

 

  
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

第
 

 
 

 
 
号

 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

年
 

 
月

 
 
日

 

  
住

 
所
 

 
氏

 
名
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
様
 

   
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

亀
岡
市

長
 
 

 
 
 

 
 

 
 
□印

 

  

告
知

・
弁

明
書

 

  
あ

な
た
は

、
亀
岡

市
ポ
イ

捨
て
等

禁
止
条

例
第
１

２
条
に

規
定
す

る
命

令
に

違
反
し

た
た
め

、

過
料

の
処
分

の
対
象

と
な
り

ま
す
。

 

つ
き

ま
し

て
は

、
亀

岡
市

ポ
イ

捨
て

等
禁

止
条

例
施

行
規

則
第

８
条

第
２

項
の

規
定

に
基

づ

き
、

弁
明
の

機
会
を

付
与
し

ま
す
。

 

  １
 

違
反
行

為
の
日

時
 
 

 
 
 

 
 
 

 
年
 

 
 
月

 
 
 

日
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
時
 

 
 
分

 

 ２
 

違
反
行

為
 

 

（
亀

岡
市
ポ

イ
捨
て

等
禁
止

条
例
第

１
２
条

に
規

定
す

る
措
置

命
令
の

違
反
）

 

 ３
 

弁
 
 

明
 
 

□
 
上

記
の
と

お
り
認

め
ま
す

。
弁
明

す
る
こ

と
は
あ

り
ま
せ

ん
。

 

 
 

 
 
 

 
 
 

□
 
下

記
の
と

お
り
弁

明
し
ま

す
。
 

  
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

年
 

 
月

 
 
日

 

   
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

署
名
 

 

第
６
号

様
式

（
第

７
条
関

係
）
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
年

 
 

月
 
 

日
 

   
（
宛

先
）
亀

岡
市

長
 

   
 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
住

 
所

 

  
 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 
氏

 
名

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
㊞
 

  

改
善

措
置

履
行

報
告

書
 

  
亀
岡

市
ポ
イ

捨
て

等
禁

止
条

例
施
行

規
則

第
７

条
第

２
項
の

規
定

に
基

づ
き

、
下
記

の
と

お
り

改

善
措
置

し
ま
し

た
の

で
報

告
し
ま

す
。

 

  

記
 

  

違
反

行
為

 

 

改
善

措
置

の
内

容
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第９０３号令和２年４月１５日発行 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第
８
号

様
式
（

第
８
条

関
係
）

 

（
表
）

 

  
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

第
 

 
 

 
 
号

 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

年
 

 
月

 
 
日

 

  
住

 
所
 

 
氏

 
名
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
様
 

   
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

亀
岡
市

長
 
 

 
 
 

 
 

 
 
□印

 

  

過
料

処
分

通
知

書
 

  
あ

な
た
は

、
亀
岡

市
ポ
イ

捨
て
等

禁
止
条

例
第
１

２
条
に

規
定
す

る
命

令
に

違
反
し

た
た
め

、

同
条

例
第
１

４
条
の

規
定
に

よ
り
、

過
料
に

処
し
ま

す
。
 

   １
 

違
反
行

為
の
日

時
 
 

 
 
 

 
 
 

 
年
 

 
 
月

 
 
 

日
 

 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
時
 

 
 
分

 

  ２
 

違
反
行

為
 

 

（
亀

岡
市
ポ

イ
捨
て

等
禁
止

条
例
第

１
２
条

に
規
定

す
る

措
置

命
令
の

違
反
）

 

  ３
 

過
料
の

額
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

１
，
０

０
０
円

 

 

 

「
掲
示
済
」
 

 

（
裏

）
 

  （
教

示
）

 

 １
 

こ
の

決
定

に
つ

い
て

不
服

が
あ

る
場

合
は

、
こ

の
決

定
が

あ
っ

た
こ

と
を

知
っ

た
日

の
翌

日

か
ら
起

算
し
て

３
箇

月
以

内
に
、

亀
岡

市
長

に
対
し

て
審
査

請
求

を
す

る
こ
と

が
で
き

ま
す

。
 

２
 

こ
の

決
定

に
つ

い
て

は
、

上
記

１
の

審
査

請
求

の
ほ

か
、

こ
の

決
定

が
あ

っ
た

こ
と

を
知

っ

た
日
の

翌
日

か
ら

起
算

し
て

６
箇

月
以

内
に

、
亀

岡
市

を
被

告
と

し
て

（
訴

訟
に

お
い

て
亀

岡

市
を
代

表
す

る
者

は
亀

岡
市

長
と

な
り

ま
す

。
）
、

処
分
の

取
消

の
訴

え
を

提
起

す
る
こ

と
が
で

き
ま
す

。
な

お
、

上
記

１
の

審
査

請
求

を
し

た
場

合
に

は
、

処
分

の
取

消
の

訴
え

は
、

そ
の

審

査
請
求

に
対

す
る

裁
決

が
あ

っ
た

こ
と

を
知

っ
た

日
の

翌
日

か
ら

試
算

し
て

６
箇

月
以

内
に

提

起
す
る

こ
と
が

で
き

ま
す

。
 

３
 

た
だ

し
、

上
記

の
期

間
が

経
過

す
る

前
に

、
こ

の
決

定
（

審
査

請
求

を
し

た
場

合
に

は
、

そ

の
審
査

請
求
に

対
す

る
裁

決
）
が

あ
っ

た
日
の

翌
日
か

ら
起

算
し

て
１
年

を
経
過

し
た

場
合

は
、

審
査
請

求
を

す
る

こ
と

や
処

分
の

取
消

の
訴

え
を

提
起

す
る

こ
と

が
で

き
な

く
な

り
ま

す
。

な

お
、
正

当
な

理
由
が

あ
る

と
き

は
、
上

記
の

期
間

や
こ

の
決
定
（
審

査
請
求

を
し

た
場

合
に
は

、

そ
の
審

査
請

求
に

対
す

る
裁

決
）

が
あ

っ
た

日
の

翌
日

か
ら

起
算

し
て

１
年

を
経

過
し

た
後

で

あ
っ
て

も
審

査
請

求
を

す
る

こ
と

や
処

分
の

取
消

の
訴

え
を

提
起

す
る

こ
と

が
認

め
ら

れ
る

場

合
が
あ

り
ま
す

。
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第９０３号令和２年４月１５日発行 

 亀岡市交流会館条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

   令和２年３月２５日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第１４号 

 

亀岡市交流会館条例施行規則の一部を改正する規則 

 

 亀岡市交流会館条例施行規則（平成１８年亀岡市規則第８号）の一部を次のように改正する。 

 

 第２条第２項中「当日」の次に「（スポーツクライミング施設を専用使用しようとする場合は前

７日）」を加え、同条の次に次の１条を加える。 

 （スポーツクライミング施設の使用手続） 

第２条の２ 市長は、スポーツクライミング施設を使用しようとする者のスポーツクライミングの

経験の有無を確認し、必要に応じて講習又は説明を行い、その者がスポーツクライミング施設を

安全に使用するために必要な知識を有すると認めたときは、使用者登録証（別記第１号様式の

２）を交付するものとする。 

２ 前項の規定により使用者登録証の交付を受けた者は、市長から提示を求められたときは、これ

を提示しなければならない。 

 第３条第１項中「場合」の次に「及びスポーツクライミング施設の使用に係る場合」を加え、

「前条第１項」を「第２条第１項」に改める。 

 第６条の次に次の１条を加える。 

 （スポーツクライミング施設の附帯設備の使用料） 

第６条の２ 条例別表第１に規定するスポーツクライミング施設の附帯設備に係る規則で定める額

は、次のとおりとする。 

附帯設備の種類 単位 １使用時間区分の使用料 

靴 １足 ２２０円 

ハーネス １式 ２２０円 

チョークボール及びチョークバッグ １式 １１０円 

 

 第７条第１項第１号中カをキとし、オをカとし、同号エ中「市内の学校教育法第１条に規定す

る」を削り、「大学」の次に「（エに規定するものをいう。）」を加え、同号エを同号オとし、同

号ウの次に次のように加える。 

エ 地方公共団体又はスポーツの振興を目的とする団体による、小学校、中学校、義務教育学

校若しくは高等学校（アに規定するものをいう。）の７歳以上の児童生徒又は市内の学校教

育法第１条に規定する大学の学生を対象とする競技会、講習会その他これらに類する催しに
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第９０３号令和２年４月１５日発行 

使用する場合 ５割 

 第８条第３号を次のように改める。 

⑶ 使用許可の取消しの届出を使用しようとする日の２日前までにした場合 全額 

 第１６条中「第２条」の次に「、第２条の２」を加え、「第９条から第１２条まで」を「第１２

条から第１５条まで」に改め、「「指定管理者」と、第３条」の次に「、第６条の２」を加え、

「第１４条」を「第１７条」に改める。 

 別記第１号様式を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別記第１号様式（第２条関係） 

 

亀岡市交流会館使用許可申請書 

 

                                年  月  日 

 

 （宛先） 

                       
※ 

                    申請者 住所 

                        氏名            ㊞ 

                        （電話          ） 

 

                  スポーツクライミング施設使用者登録番号   

 

 

 次のとおり使用許可の申請をします。 

使用する施設 使用する日時 

   年  月  日（  ）  時  分～  年  月  日（  ）  時  分 

   年  月  日（  ）  時  分～  年  月  日（  ）  時  分 

   年  月  日（  ）  時  分～  年  月  日（  ）  時  分 

   年  月  日（  ）  時  分～  年  月  日（  ）  時  分 

   年  月  日（  ）  時  分～  年  月  日（  ）  時  分 

 

※ 

使用する目的 

 

使用予定人員 

 

使 用 責 任 者 

住 所 ・ 氏 名 

申請者と同じ・申請者と異なる（下欄に記入してください） 

                   （電話          ） 

備 考 

 

※申請内容がスポーツクライミング施設の個人使用に限られる場合は記入不要
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 別記第１号様式の次に次の１様式を加える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 別記第２号様式を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１号様式の２（第２条の２関係） 

亀岡市交流会館スポーツクライミング施設 

使用者登録証 

登録 番 号  

氏   名  

住   所  

発 行 日  

 上記のとおり亀岡市交流会館スポーツクライミング施設使用者として登録する。 

 

注意事項 

１ 本証は、係員に求められたときには提示しなければならない。  

２ 本証を紛失若しくはき損したとき又は記載事項に変更があったときは、新たに使用者

登録証の交付を受けなければならない。  

３ 本証を他人に貸与し、譲渡し、又は改ざんしてはならない。 

 

第２号様式（第３条関係） 

 

亀岡市交流会館使用許可書 

 

                           許可番号 第     号 

                                年  月  日 

              様 

 

                                     □印  

 

 次のとおり使用を許可します。 

使用する施設 使用する日時 

   年  月  日（  ）  時  分～  年  月  日（  ）  時  分 

   年  月  日（  ）  時  分～  年  月  日（  ）  時  分 

   年  月  日（  ）  時  分～  年  月  日（  ）  時  分 

   年  月  日（  ）  時  分～  年  月  日（  ）  時  分 

   年  月  日（  ）  時  分～  年  月  日（  ）  時  分 

使用する目的 
 

使用予定人員 
 

使 用 責 任 者 

住 所 ・ 氏 名 
                   （電話          ） 

使用許可条件 

（使用上の注意事項を厳守してください） 

備 考 
 

 

領収書 

使用料内訳 使用料合計 領収印 

 円 

円 

左記のとおり領収しました。 

 円 

 円 

 円 

 円 
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 別記第５号様式及び別記第６号様式中 

「 

      年  月  日 
     時  分から 

     時  分まで 

                                  」 

を 

「 

      年  月  日 

      年  月  日 

     時  分から 

     時  分まで 

                                  」 

に改める。 

 別記第９号様式中「午後５時」を「午後９時」に改める。 

 

   附 則 

 

 この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市移住・定住促進施設設置条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

   令和２年３月２５日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第１５号 

 

亀岡市移住・定住促進施設設置条例施行規則の一部を改正する規則 

 

 亀岡市移住・定住促進施設設置条例施行規則（平成３０年亀岡市規則第３９号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 

 第１１条第１項第３号ア中「８日」を「２２日」に改め、同号イ中「４日」を「８日」に改め、

同号ウ中「３日」を「４日」に改め、同号エ中「２日」を「３日」に改め、同号オ中「前日」を

「前２日」に改め、同号オの次に次のように加える。 

カ 使用日前日 ２割 
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   附 則 

 

 この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市営住宅管理条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

   令和２年３月２５日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第１６号 

 

亀岡市営住宅管理条例施行規則の一部を改正する規則 

 

 亀岡市営住宅管理条例施行規則（平成９年亀岡市規則第４０号）の一部を次のように改正する。 

 

 第５条中「中から」の次に「１人以上の」を加え、「２人」を削る。 

 第８条第２項中「連帯保証人の連署する」を「緊急時の連絡先等を記載した」に改める。 

 第９条を次のように改める。 

第９条 削除 

 第２７条第４号を次のように改める。 

⑷ 削除 

 別表第１中 

「 

〃 木造（平屋建て） 6 34.70 昭和29年11月 〃 

」 

を 

「 

〃 木造（平屋建て） 4 34.70 昭和29年11月 〃 

」 

に、 

「 

〃    〃 9 40.90 昭和32年7月 昭和31年度 

」 
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を 

「 

〃    〃 3 40.90 昭和32年7月 昭和31年度 

」 

に改める。 

 別記第３号様式中「保証人は、入居者と連帯して家賃その他一切の債務を負担します。」を削り、 

「 

連
帯
保
証
人 

現住所 
 
 
電話番号  －  － 

氏
名 

 
               実印 
 
  年 月 日生 入居者との続柄： 

現住所 
 
 
電話番号  －  － 

氏
名 

 
               実印 
 
  年 月 日生 入居者との続柄： 

備考 １ 保証人の印鑑証明書（発行後３箇月以内のもの）及び収入額を保証する書類（所

得証明書等）を添付してください。 

   ２ 保証人の印鑑は、印鑑証明書の印鑑と同一のものを押印してください。 

   ３ 保証人は、国内に住所を有し、独立の生計を営む方で、入居者と同程度以上の収

入のある方でなければなりません。 

                                          」 

を 

「 

緊
急
連
絡
先
等 

現住所・所在地 
 
 
電話番号  －  － 

氏
名
・
名
称 

 
 
 
  年 月 日生 入居者との続柄： 

現住所・所在地 
 
 
電話番号  －  － 

氏
名
・
名
称 

 
 
 
  年 月 日生 入居者との続柄： 

                                          」 

に改める。 

 別記第４号様式を次のように改める。 

別記第４号様式 削除 

 別記第５号様式中「お願いしたく申請いたします」を「承認されるよう申請します」に改める。 

 別記第６号様式中「お願いしたく」を「承認されるよう」に改める。 

 別記第７号様式中「させたいので」の次に「、承認されるよう」を加える。 

 別記第８号様式中「御承認くださるようお願い」を「承認されるよう申請」に改める。 

 別記第９号様式中「承認を」を「承認されるよう」に改める。 
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 別記第１０号様式中「承継を承認くださるよ

うお願い」を「入居を承継したいので承認され

るよう申請」に改める。 

 別記第１２号様式中「還付くださる」を「還

付される」に改める。 

 別記第１３号様式中「使用許可の申請をいた

します」を「使用許可を申請します」に、「貴

市」を「市」に改める。 

 

   附 則 

 

 この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市介護保険条例の一部を改正する条例の

施行期日を定める規則をここに公布する。 

 

   令和２年３月３０日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第１７号 

 

亀岡市介護保険条例の一部を改正

する条例の施行期日を定める規則 

 

 亀岡市介護保険条例の一部を改正する条例

（令和２年亀岡市条例第７号）の附則第１項に

規定する規則で定める日は、令和２年４月１日

とする。 

 

「掲示済」 

 亀岡市都市計画法に基づく開発許可等の基準

に関する条例施行規則の一部を改正する規則を

ここに公布する。 

 

   令和２年３月３０日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市規則第１８号 

 

亀岡市都市計画法に基づく開発許

可等の基準に関する条例施行規則

の一部を改正する規則 

 

 亀岡市都市計画法に基づく開発許可等の基準

に関する条例施行規則（平成２８年亀岡市規則

第４０号）の一部を次のように改正する。 

 

 第７条の表第３号の項及び第８条の表第３号

の項中「保津地区又は馬路地区」を「保津地区、

馬路地区又は千歳地区」に改める。 

 

   附 則 

 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 

「掲示済」 
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告 示 
 

 亀岡市告示第２５号 

 

 次の書類は、送達を受けるべき者の所在が不明であるため、亀岡市環境市民部保険医療課におい

て保管し、送達を受けるべき者の申出があれば交付する。 

 ここに、国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第７８条において準用する地方税法（昭

和２５年法律第２２６号）第２０条の２の規定により告示する。 

 

   令和２年３月３日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 送達する書類等 

 送達する書類 
送達を受けるべき者 

住     所 氏 名 

1 督促状 
平成31年度 
第7期 

国民健康保険料 省略 省略 

2 督促状 
平成31年度 
第8期 

国民健康保険料 省略 省略 

3 督促状 
平成31年度 
第8期 

国民健康保険料 省略 省略 

4 督促状 
平成31年度 
第8期 

国民健康保険料 省略 省略 

5 督促状 
平成31年度 
第8期 

国民健康保険料 省略 省略 

6 督促状 
平成31年度 
第8期 

国民健康保険料 省略 省略 

7 督促状 
平成31年度 
第8期 

国民健康保険料 省略 省略 

8 督促状 
平成31年度 
第8期 

国民健康保険料 省略 省略 

9 督促状 
平成31年度 
第8期 

国民健康保険料 省略 省略 

10 督促状 
平成31年度 
第8期 

国民健康保険料 省略 省略 

11 督促状 
平成31年度 
第8期 

国民健康保険料 省略 省略 

12 督促状 
平成31年度 
第8期 

国民健康保険料 省略 省略 

13 督促状 
平成31年度 
第8期 

国民健康保険料 省略 省略 

14 督促状 
平成31年度 
第8期 

国民健康保険料 省略 省略 
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15 督促状 
平成31年度 
第8期 

国民健康保険料 省略 省略 

16 督促状 
平成31年度 
第8期 

国民健康保険料 省略 省略 

17 督促状 
平成31年度 
第8期 

国民健康保険料 省略 省略 

18 督促状 
平成31年度 
第8期 

国民健康保険料 省略 省略 

 

２ この書類を受領されないときは、地方税法第２０条の２第３項の規定により、告示の日から起

算して７日を経過した時点で書類の送達があったものとみなす。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第２６号 

 

 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第８２条第２項の規定による事業の廃止の届出があった

ので、同法第８５条第１項第２号の規定により告示する。 

 

   令和２年３月４日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 事業者の名称  社会福祉法人 友愛会 

 

２ 事業所の名称  はりきり工房ケアプランセンター 

 

３ 事業所の所在地  亀岡市宮前町宮川大端１２ 

 

４ 廃 止 年 月 日  令和２年３月３１日 

 

５ サービスの種類  居宅介護支援 

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第２７号 

 

 次の書類は、送達を受けるべき者の所在が不

明であるため、亀岡市総務部税務課において保

管し、送達を受けるべき者の申出があれば交付

する。 

 ここに、地方税法（昭和２５年法律第２２６

号）第２０条の２の規定により告示する。 

 

   令和２年３月６日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 送達する書類 

督促状 令和元年度（平成３１年度） 

市府民税（普通徴収） 随１期 

２ 送達を受けるべき者 

住 所  省略 

 

 

氏 名  省略 

３ この書類を受領されないときは、地方税法

第２０条の２第３項の規定により、告示の日

から起算して７日を経過した時点で書類の送

達があったものとみなす。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第２８号 

 

 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第 

２０条の５の２及び亀岡市税条例（昭和３０年

亀岡市条例第３９号）第１８条の２第１項の規

定に基づき、地方税法及び亀岡市税条例に基づ

く申告、申請、請求、届出その他書類の提出

（審査請求に関するものを除く。）又は納付若

しくは納入に関する期限のうち、その期限が令

和２年３月１６日に到来する個人市府民税の申

告期限について、その期限を同年４月１６日と

する。 

 

   令和２年３月１２日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第２９号 

 

 亀岡市公の施設の指定管理者の指定の手続等

に関する条例（平成１７年亀岡市条例第４号）

第３条第３項の規定により次のとおり告示する。 

 

   令和２年３月１３日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 管理を行わせる公の施設の名称 

ＪＲ亀岡駅前及びＪＲ亀岡駅北口自転車

等駐車場 

２ 指定管理者となる団体 

株式会社 駐輪サービス 

３ 指定の期間 

令和２年４月１日から 

令和６年３月３１日まで 

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第３０号 

 

 亀岡市立保育所副食費の徴収に関する要綱

（令和元年亀岡市告示第１７８号）の一部を次

のように改正する。 

 

   令和２年３月１７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 第４条中「教育・保育給付認定子どもが心身

の治療等のため、月初日から月末まで継続して

食事の提供を受けない場合で、当該食事の提供

を受けない月初日の３日前までに当該子どもの

保護者から申出があったときは」を「次の各号

のいずれかに該当する場合は」に改め、同条に

次の各号を加える。 

⑴ 教育・保育給付認定子どもが心身の治療

等のため、月初日から月末まで継続して食

事の提供を受けない場合で、当該食事の提

供を受けない月初日の３日前までに当該子

どもの保護者から申出があった場合 

⑵ その他市長が必要と認めた場合 

 第５条第１項に次のただし書を加える。 

 ただし、市長において特別の事由があると

認めたときは、この限りでない。 

 

   附 則 

 

 この要綱は、告示の日から実施し、令和２年

３月１日から適用する。 

 

「掲示済」 

 亀岡市告示第３１号 

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第

６３条第１項の規定により南丹都市計画道路事

業の事業計画の変更を認可したので、同条第２

項の規定において準用する同法第６２条第１項

の規定に基づき、次のとおり告示する。 

 

   令和２年３月１８日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 施行者の名称 

亀岡市 

２ 都市計画事業の種類及び名称 

平成２５年亀岡市告示第１３９号 

南丹都市計画道路事業 

 ３・３・１１号 馬堀停車場篠線 

 ３・４・２号  新国道線 

３ 事業施行期間 

自平成２５年６月１３日 

至令和７年３月３１日 

４ 事業地 

収用の部分 変更なし 

使用の部分 なし 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第３２号 

 

 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第 

４６条第１項及び第７９条第１項に規定する指

定居宅介護支援事業者を次のとおり指定したの

で、同法第８５条第１項第１号の規定により告

示する。 
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   令和２年３月１９日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 事業者の名称 

株式会社らくだ商店 

２ 事業所番号 

２６７１６００７０４ 

３ 事業所の名称 

らくだ居宅介護支援事業所 

４ 事業所の所在地 

亀岡市横町４１番地 

アーバンライフ吉祥１０３号室 

５ 指定年月日 

令和２年４月１日 

６ サービスの種類 

居宅介護支援 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第３３号 

 

 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第 

１１５条の２５第２項の規定による事業の廃止

の届出があったので、同法第１１５条の３０第

１項第２号の規定により告示する。 

 

   令和２年３月２３日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 事業者の名称 

社会福祉法人 利生会 

２ 事業所の名称 

亀岡市中部地域包括支援センター 

３ 事業所の所在地 

亀岡市薭田野町柿花畑ケ中１７番地 

４ 廃止年月日 

令和２年３月３１日 

５ サービスの種類 

指定介護予防支援事業 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第３４号 

 

 住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令第 

２９２号）第１２条第１項の規定に基づき次の

者を住民基本台帳から職権消除したので、同条

第４項の規定により告示する。 

 

   令和２年３月２３日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 住  所  省略 

 

 

２ 氏  名  省略 

３ 消除理由  実態調査に基づく職権消除 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第３５号 

 

 住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令第 

２９２号）第１２条第１項の規定に基づき次の

者を住民基本台帳から職権消除したので、同条

第４項の規定により告示する。 
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   令和２年３月２３日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 住  所  省略 

 

 

２ 氏  名  省略 

３ 消除理由  実態調査に基づく職権消除 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第３６号 

 

 地方公務員法及び地方自治法の一部を改正す

る法律の施行に伴う関係告示の整備に関する告

示を次のように定める。 

 

   令和２年３月２５日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

地方公務員法及び地方自治法の一

部を改正する法律の施行に伴う関

係告示の整備に関する告示 

 

（亀岡市保育所保育料徴収嘱託員取扱要綱の

一部改正） 

第１条 亀岡市保育所保育料徴収嘱託員取扱要

綱（平成１５年亀岡市告示第１７号）の一部

を次のように改正する。 

 題名中「徴収嘱託員」を「徴収員」に改め

る。 

 第１条中「徴収嘱託員」を「徴収員」に、

「委嘱」を「任命」に改める。 

 第２条の見出しを「（任命）」に改め、同

条中「徴収嘱託員」を「徴収員」に、「委

嘱」を「任命」に改める。 

 第３条を次のように改める。 

 （身分） 

第３条 徴収員は、地方公務員法（昭和２５

年法律第２６１号）第２２条の２第１項に

規定する会計年度任用職員とする。 

 第４条第１項及び第３項中「徴収嘱託員」

を「徴収員」に改める。 

 第５条の見出しを「（任期）」に改め、同

条中「委嘱の期間」を「任期」に、「委嘱」

を「任命」に改める。 

 第６条から第８条第２項までの規定中「徴

収嘱託員」を「徴収員」に改める。 

 第９条中「顧問、参与、嘱託員等の給与に

関する条例（昭和３２年亀岡市条例第７号）

第３条に規定する徴収嘱託員の報酬は、」を

「徴収員の報酬は、亀岡市会計年度任用職員

の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年

亀岡市条例第５０号）第２９条の規定によ

り」に改める。 

 第１０条中「徴収嘱託員」を「徴収員」に、

「委嘱期間」を「任期」に改める。 

 第１１条から第１３条までの規定中「徴収

嘱託員」を「徴収員」に改める。 

 別記第１号様式中「このたび」を「この

度」に、「徴収嘱託員」を「徴収員」に、

「委嘱」を「任命」に、「、服務する」を

「服務する」に改める。 

 別記第２号様式中「徴収嘱託員」を「徴収

員」に、「委嘱」を「任命」に、「うえは」

を「上は」に改める。 

 別記第３号様式中「徴収嘱託員証」を「徴

収員証」に改める。 

（亀岡市し尿くみとり手数料徴収嘱託員取扱

要綱の一部改正） 

第２条 亀岡市し尿くみとり手数料徴収嘱託員

取扱要綱（平成１５年亀岡市告示第１７０
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号）の一部を次のように改正する。 

 題名中「徴収嘱託員」を「徴収員」に改め

る。 

 第１条中「徴収嘱託員」を「徴収員」に、

「委嘱」を「任命」に改める。 

 第２条の見出しを「（任命）」に改め、同

条中「徴収嘱託員」を「徴収員」に、「委

嘱」を「任命」に改める。 

 第３条を次のように改める。 

 （身分） 

第３条 徴収員は、地方公務員法（昭和２５

年法律第２６１号）第２２条の２第１項に

規定する会計年度任用職員とする。 

 第４条第１項及び第３項中「徴収嘱託員」

を「徴収員」に改める。 

 第５条の見出しを「（任期）」に改め、同

条中「委嘱の期間」を「任期」に、「委嘱」

を「任命」に改める。 

 第６条から第８条第２項までの規定中「徴

収嘱託員」を「徴収員」に改める。 

 第９条中「顧問、参与、嘱託員等の給与に

関する条例（昭和３２年亀岡市条例第７号）

第３条に規定する徴収嘱託員の報酬は、」を

「徴収員の報酬は、亀岡市会計年度任用職員

の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年

亀岡市条例第５０号）第２９条の規定によ

り」に改める。 

 第１０条を削る。 

 第１１条中「徴収嘱託員」を「徴収員」に、

「委嘱期間」を「任期」に改め、同条を第 

１０条とする。 

 第１２条中「徴収嘱託員」を「徴収員」に

改め、同条を第１１条とする。 

 第１３条第１項及び第２項中「徴収嘱託

員」を「徴収員」に改め、同条を第１２条と

する。 

 第１４条中「徴収嘱託員」を「徴収員」に

改め、同条を第１３条とし、第１５条を第 

１４条とする。 

 別記第１号様式中「このたび」を「この

度」に、「徴収嘱託員」を「徴収員」に、

「委嘱」を「任命」に、「、服務する」を

「服務する」に改める。 

 別記第２号様式中「このたび」を「この

度」に、「徴収嘱託員」を「徴収員」に、

「委嘱」を「任命」に改める。 

 別記第３号様式中「亀岡市し尿くみとり手

数料徴収嘱託員証」を「亀岡市し尿くみとり

手数料徴収員証」に改める。 

 

   附 則 

 

 この告示は、令和２年４月１日から実施する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第３７号 

 

 亀岡市障害者自立支援医療特別対策事業実施

要綱及び京都市西京区・亀岡市住民交流推進協

議会設置要綱の一部を改正する告示を次のよう

に定める。 

 

   令和２年３月２５日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

亀岡市障害者自立支援医療特別対

策事業実施要綱及び京都市西京

区・亀岡市住民交流推進協議会設

置要綱の一部を改正する告示 

 

（亀岡市障害者自立支援医療特別対策事業実

施要綱の一部改正） 
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第１条 亀岡市障害者自立支援医療特別対策事

業実施要綱（平成２０年亀岡市告示第１７

号）の一部を次のように改正する。 

 別記第３号様式中「障害福祉課」を「障が

い福祉課」に改める。 

（京都市西京区・亀岡市住民交流推進協議会

設置要綱の一部改正） 

第２条 京都市西京区・亀岡市住民交流推進協

議会設置要綱（平成１２年亀岡市告示第  

１４４号）の一部を次のように改正する。 

 第４条中「文化・スポーツ課」を「文化国

際課」に改める。 

 

   附 則 

 

 この告示は、令和２年４月１日から実施する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第３８号 

 

 亀岡市税等口座振替収納事務取扱要綱（昭和

４７年亀岡市告示第１８号）の一部を次のよう

に改正する。 

 

   令和２年３月２５日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 第２条第１項中「軽自動車税」を「軽自動車

税（種別割）」に改める。 

 別記第１号様式及び別記第２号様式中「軽自

動車税」を「軽自動車税（種別割）」に改める。 

 

   附 則 

 

 この要綱は、告示の日から実施する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第３９号 

 

 亀岡市家庭用取水施設等整備事業費補助金交

付要綱等の一部を改正する告示を次のように定

める。 

 

   令和２年３月２５日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

亀岡市家庭用取水施設等整備事業

費補助金交付要綱等の一部を改正

する告示 

 

（亀岡市家庭用取水施設等整備事業費補助金

交付要綱の一部改正） 

第１条 亀岡市家庭用取水施設等整備事業費補

助金交付要綱（平成２４年亀岡市告示第６６

号）の一部を次のように改正する。 

 第２条中「次の各号」を「次」に改め、同

条第１号中「第４条第２項第１号」を「第４

条第２項第１号ア」に、「同項第４号」を

「同項第３号」に改める。 

 第５条中「次の各号」を「次」に改める。 

（亀岡市飲用水水質検査費補助金交付要綱の

一部改正） 

第２条 亀岡市飲用水水質検査費補助金交付要

綱（平成２４年亀岡市告示第６７号）の一部

を次のように改正する。 

 第３条第１号中「第４条第２項第１号」を

「第４条第２項第１号ア」に、「同項第４

号」を「同項第３号」に改める。 
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（亀岡市小規模水道配水施設更新事業費補助

金交付要綱の一部改正） 

第３条 亀岡市小規模水道配水施設更新事業費

補助金交付要綱（令和元年亀岡市告示第  

１７６号）の一部を次のように改正する。 

 第２条中「次の各号」を「次」に改め、同

条第１号中「第４条第２項第１号」を「第４

条第２項第１号ア」に、「同項第４号」を

「同項第３号」に改める。 

 

   附 則 

 

 この告示は、亀岡市上下水道事業の設置等に

関する条例の一部を改正する条例（令和２年亀

岡市条例第１６号）の施行の日から実施する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第４０号 

 

 次の書類は、送達を受けるべき者の所在が不

明であるため、亀岡市環境市民部保険医療課に

おいて保管し、送達を受けるべき者の申出があ

れば交付する。 

 ここに、国民健康保険法（昭和３３年法律第

１９２号）第７８条において準用する地方税法

（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２の

規定により告示する。 

 

   令和２年３月３０日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 
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１ 送達する書類等 

 送達する書類 
送達を受けるべき者 

住     所 氏 名 

1 
更正・決定
通知書 

平成31年度 国民健康保険料 省略 省略 

2 
更正・決定
通知書 

平成31年度 国民健康保険料 省略 省略 

3 督促状 
平成31年度 
第9期 

国民健康保険料 省略 省略 

4 督促状 
平成31年度 
第9期 

国民健康保険料 省略 省略 

5 督促状 
平成31年度 
第9期 

国民健康保険料 省略 省略 

6 督促状 
平成31年度 
第9期 

国民健康保険料 省略 省略 

7 督促状 
平成31年度 
第9期 

国民健康保険料 省略 省略 

8 督促状 
平成31年度 
第9期 

国民健康保険料 省略 省略 

9 督促状 
平成31年度 
第9期 

国民健康保険料 省略 省略 

10 督促状 
平成31年度 
第9期 

国民健康保険料 省略 省略 

11 督促状 
平成31年度 
第9期 

国民健康保険料 省略 省略 

12 督促状 
平成31年度 
第9期 

国民健康保険料 省略 省略 

13 督促状 
平成31年度 
第9期 

国民健康保険料 省略 省略 

14 督促状 
平成31年度 
第9期 

国民健康保険料 省略 省略 

15 督促状 
平成31年度 
第9期 

国民健康保険料 省略 省略 

16 
更正・決定
通知書 

平成31年度 国民健康保険料 省略 省略 

17 督促状 
平成31年度 
第9期 

国民健康保険料 省略 省略 

18 督促状 
平成31年度 
第9期 

国民健康保険料 省略 省略 

 

２ この書類を受領されないときは、地方税法第２０条の２第３項の規定により、告示の日から起

算して７日を経過した時点で書類の送達があったものとみなす。 

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第４１号 

 

 亀岡市都市計画法に基づく開発許可等の基準

に関する条例（平成２８年亀岡市条例第４２

号）第８条第１項第３号及び第９条第１項第３

号の規定に基づく指定区域を指定したので、同

条例第８条第２項において準用する同条例第６

条第６項の規定により告示し、指定に係る図書

を次のとおり縦覧に供する。 

 

   令和２年３月３０日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 指定区域の名称及び土地の区域 

千歳地区（亀岡市千歳町 地内） 

 

２ 予定建築物等の用途 

［開発行為］ 

⑴ 専用住宅（その敷地面積が、自己の居住

の用に供するものにあっては１５０平方 

メートル以上のもの、その他のものにあっ

ては３００平方メートル以上のものに限

る。） 

⑵ 第一種低層住居専用地域内に建築するこ

とができる兼用住宅（その敷地面積が、自

己の居住の用に供するものにあっては  

１５０平方メートル以上のもの、その他の

ものにあっては３００平方メートル以上の

ものに限る。） 

⑶ ⑷に掲げるもののほか、第二種低層住居

専用地域内に建築することができる店舗、

飲食店、その他これらに類するものでその

用途に供する部分の床面積の合計が１５０

平方メートル以内のもの（３階以上の部分

をその用途に供するものを除く。） 

⑷ 次に掲げる農業の利便を増進するために

必要な店舗等でその用途に供する部分の床

面積の合計が５００平方メートル以内のも

の（３階以上の部分をその用途に供するも

のを除く。） 

ア 建築物の周辺の地域で生産された農産

物の販売を主たる目的とする店舗 

イ アの農産物を材料とする料理の提供を

主たる目的とする飲食店 

ウ 自家販売のために食品製造業を営むパ

ン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋その他これ

らに類するもの（アの農産物を原材料と

する食品の製造又は加工を主たる目的と

するものに限る。）で作業場の床面積の

合計が５０平方メートル以内のもの（原

動機を使用する場合にあっては、その出

力の合計が０．７５キロワット以下のも

のに限る。） 

⑸ 診療所 

⑹ 第一種低層住居専用地域内に建築するこ

とができる兼用住宅の兼用用途である事務

所でその用途に供する部分の床面積の合計

が５０平方メートル以内のもの 

⑺ 第一種低層住居専用地域内に建築するこ

とができる兼用住宅の兼用用途である美術

品又は工芸品を製作するためのアトリエ又

は工房でその用途に供する部分の床面積の

合計が５０平方メートル以内のもの 

［建築行為］ 

⑴ 自己の居住の用に供する専用住宅（［開

発行為］⑴又は⑵のうちその他のものとし

て都市計画法第２９条第１項の規定に基づ

く開発許可を受けた土地に建築するものを

除き、かつ、新築の場合にあってはその敷

地面積が１５０平方メートル以上のものに

限る。） 

⑵ ⑴に掲げるもののほか自己の居住の用に

供する専用住宅（その敷地面積が３００平

方メートル以上のものに限る。） 

⑶ 第一種低層住居専用地域内に建築するこ
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とができる自己の居住の用に供する兼用住

宅（［開発行為］⑴又は⑵のうちその他の

ものとして都市計画法第２９条第１項の規

定に基づく開発許可を受けた土地に建築す

るものを除き、かつ、新築の場合にあって

は敷地面積が１５０平方メートル以上のも

のに限る。） 

⑷ ⑶に掲げるもののほか第一種低層住居専

用地域内に建築することができる自己の居

住の用に供する兼用住宅（その敷地面積が

３００平方メートル以上のものに限る。） 

⑸ ⑹に掲げるもののほか、第二種低層住居

専用地域内に建築することができる店舗、

飲食店、その他これらに類するものでその

用途に供する部分の床面積の合計が１５０

平方メートル以内のもの（３階以上の部分

をその用途に供するものを除く。） 

⑹ 次に掲げる農業の利便を増進するために

必要な建築物でその用途に供する部分の床

面積の合計が５００平方メートル以内のも

の（３階以上の部分をその用途に供するも

のを除く。） 

ア 建築物の周辺の地域で生産された農産

物の販売を主たる目的とする店舗 

イ アの農産物を材料とする料理の提供を

主たる目的とする飲食店 

ウ 自家販売のために食品製造業を営むパ

ン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋その他これ

らに類するもの（アの農産物を原材料と

する食品の製造又は加工を主たる目的と

するものに限る。）で作業場の床面積の

合計が５０平方メートル以内のもの（原

動機を使用する場合にあっては、その出

力の合計が０．７５キロワット以下のも

のに限る。） 

⑺ 診療所 

⑻ 第一種低層住居専用地域内に建築するこ

とができる兼用住宅の兼用用途である事務

所でその用途に供する部分の床面積の合計

が５０平方メートル（用途を変更する場合

にあっては１５０平方メートル）以内のも

の 

⑼ 第一種低層住居専用地域内に建築するこ

とができる兼用住宅の兼用用途である美術

品又は工芸品を製作するためのアトリエ又

は工房でその用途に供する部分の床面積の

合計が５０平方メートル（用途を変更する

場合にあっては１５０平方メートル）以内

のもの 

⑽ 旅館業法第２条第３項に規定する簡易宿

所営業に係るもの（用途を変更する場合に

限る。） 

 

３ 縦覧場所 

亀岡市安町野々神８番地 

亀岡市まちづくり推進部都市計画課 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第４２号 

 

 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第 

４１６条第３項の規定により、令和２年度分固

定資産税に係る土地価格等縦覧帳簿及び家屋価

格等縦覧帳簿の縦覧期間及び縦覧場所を次のと

おり定める。 

 

   令和２年３月３０日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 縦覧期間  令和２年４月１日から 

        令和２年６月１日まで 

        （閉庁日を除く。） 
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２ 縦覧場所  亀岡市安町野々神８番地 

        亀岡市総務部税務課 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第４３号 

 

市道路線の区域変更に関する告示 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定により、道路の区域を次のように変

更する。 

 なお、その関係書類は、亀岡市まちづくり推進部土木管理課において令和２年３月３１日から令

和２年４月１４日まで一般の縦覧に供する。 

 

   令和２年３月３１日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

路線番号 路 線 名 
 変更路線起終点 

（変更区間起終点） 

 変 更 前 変 更 後 

  延長(ｍ) 幅員(ｍ) 延長(ｍ) 幅員(ｍ) 

01065 八 ノ 坪 ３ 号 線 
 亀岡市追分町八ノ坪16番5先  

184.10 
 3.52 

184.10 
 3.52 

 亀岡市追分町八ノ坪7番5先  ～ 4.06 ～ 4.50 

01254 安 町 ４ 号 線 
 亀岡市安町41番先  

409.30 
 11.99 

409.30 
 11.99 

 亀岡市安町中畠3番先  ～ 16.03 ～ 16.03 

01306 北 古 世 西 川 線 
 亀岡市追分町下島45番11先  

1,563.55 
 8.92 

1,563.55 
 8.96 

 亀岡市篠町馬堀駅前1丁目44番3先  ～ 17.74 ～ 17.74 

03015 犬 甘 野 神 地 線 
 亀岡市西別院町神地向ノ前29番5先  

2,651.50 
 1.80 

2,651.50 
 1.80 

 亀岡市西別院町柚原イヌイ谷15番地5先  ～ 11.50 ～ 11.50 

04042 春 日 部 南 条 線 
 亀岡市曽我部町寺万多羅28番2先  

1,601.95 
 2.88 

1,601.95 
 2.88 

 亀岡市曽我部町寺蛇谷5番6先  ～ 8.19 ～ 8.19 

04101 長 縄 手 線 
 亀岡市曽我部町寺長縄手23番10先  

126.10 
 6.00 

126.10 
 6.00 

 亀岡市曽我部町寺長縄手23番11先  ～ 6.00 ～ 6.52 

06049 柊 線 
 亀岡市薭田野町佐伯斉ノ神37番1先  

1,019.11 
 2.50 

1,019.11 
 2.50 

 亀岡市薭田野町佐伯院ノ芝58番7先  ～ 9.00 ～ 9.42 

09001 長 野 線 
 亀岡市宮前町神前下長野8番先  

1,671.49 
 3.40 

1,671.49 
 3.40 

 亀岡市宮前町神前上段川28番3先  ～ 9.80 ～ 9.80 

11025 西 嶋 線 
 亀岡市大井町土田1丁目46番2先  

192.43 
 2.07 

192.43 
 2.07 

 亀岡市大井町土田1丁目61番先  ～ 7.25 ～ 7.25 

11066 前 脇 田 中 線 
 亀岡市大井町並河2丁目42番1先  

462.00 
 2.20 

462.00 
 2.20 

 亀岡市大井町並河前脇62番3先  ～ 6.88 ～ 6.88 
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路線番号 路 線 名 
 

変 更 区 間 
 変 更 前 変 更 後 

  延長(ｍ) 幅員(ｍ) 延長(ｍ) 幅員(ｍ) 

11169 郷ノ口余部側道線 
 亀岡市大井町並河新戸17番1先  

257.01 
 4.00 

257.01 
 4.00 

 亀岡市大井町並河新戸19番1先  ～ 5.00 ～ 9.47 

12029 湯 井 学 校 線 
 亀岡市千代川町北ノ庄国主ケ森4番1先  

627.86 
 2.21 

627.86 
 2.21 

 亀岡市千代川町湯井中筋70番1先  ～ 5.57 ～ 7.19 

13007 池 尻 宇 津 根 線 
 亀岡市馬路町滝ケ元1番1先  

5,070.38 
 3.51 

5,070.38 
 3.51 

 亀岡市河原林町勝林島畑ケ田37番3先  ～ 15.70 ～ 15.70 

13077 三 日 市 田 中 線 
 亀岡市馬路町諸山100番先  

456.30 
 5.10 

456.30 
 5.10 

 亀岡市馬路町田中前106番先  ～ 7.46 ～ 7.46 

13088 河 原尻田 中前 線 
 亀岡市馬路町渕尻100番先  

586.62 
 5.00 

582.90 
 5.00 

 亀岡市河原林町河原尻菖蒲106番先  ～ 8.20 ～ 8.20 

13091 越 前 渕 尻 線 
 亀岡市馬路町越前116番先  

438.07 
 5.00 

434.26 
 5.00 

 亀岡市馬路町前ノ田103番先  ～ 5.00 ～ 5.00 

17011 観 音 寺 ２ 号 線 
 亀岡市保津町観音寺66番1先  

83.64 
 2.03 

83.64 
 2.03 

 亀岡市保津町観音寺10番2先  ～ 2.96 ～ 3.27 

18058 古 大 道 線 
 亀岡市篠町篠観音芝1番17先  

756.25 
 2.10 

756.25 
 2.10 

 亀岡市篠町篠上中筋100番1先  ～ 9.63 ～ 9.63 

18108 土 井 線 
 亀岡市篠町浄法寺土井56番4先  

184.42 
 2.00 

184.42 
 2.00 

 亀岡市篠町浄法寺土井44番先  ～ 9.29 ～ 4.16 

17070 保 津 外 環 状 線 
 亀岡市保津町観音寺77番1先  

9.50 
 6.20 

9.50 
 6.20 

 亀岡市保津町観音寺77番1先  ～ 6.20 ～ 6.20 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市告示第４４号 

 

市道路線の供用開始に関する告示 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定により、次の路線を令和２年３月 

３１日から供用開始する。 

 なお、その関係書類は、亀岡市まちづくり推進部土木管理課において令和２年３月３１日から令

和２年４月１４日まで一般の縦覧に供する。 

 

   令和２年３月３１日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 
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路 線 
番 号 

路  線  名 

 
 供 用 開 始 区 間 

 

 

供用開始 
延  長 

幅 員 

01065 八 ノ 坪 ３ 号 線 
 

 

亀岡市追分町八ノ坪16番5先  

 
184.10m 

3.52m 

亀岡市追分町八ノ坪7番5先 ～ 4.50m 

01254 安 町 ４ 号 線 
 

 

亀岡市安町41番先  

 
409.30m 

11.99m 

亀岡市安町中畠3番先 ～ 16.03m 

01306 北 古 世 西 川 線 
 

 

亀岡市追分町下島45番11先  

 
1,563.55m 

8.96m 

亀岡市篠町馬堀駅前1丁目44番3先 ～ 17.74m 

03015 犬 甘 野 神 地 線 
 

 

亀岡市西別院町神地向ノ前29番5先  

 
2,651.50m 

1.80m 

亀岡市西別院町柚原イヌイ谷15番地5先 ～ 11.50m 

04042 春 日 部 南 条 線 
 

 

亀岡市曽我部町寺万多羅28番2先  

 
1,601.95m 

2.88m 

亀岡市曽我部町寺蛇谷5番6先 ～ 8.19m 

04101 長 縄 手 線 
 

 

亀岡市曽我部町寺長縄手23番10先  

 
126.10m 

6.00m 

亀岡市曽我部町寺長縄手23番11先 ～ 6.52m 

06049 柊 線 
 

 

亀岡市薭田野町佐伯斉ノ神37番1先  

 
1,019.11m 

2.50m 

亀岡市薭田野町佐伯院ノ芝58番7先 ～ 9.42m 

09001 長 野 線 
 

 

亀岡市宮前町神前下長野8番先  

 
1,671.49m 

3.40m 

亀岡市宮前町神前上段川28番3先 ～ 9.80m 

11025 西 嶋 線 
 

 

亀岡市大井町土田1丁目46番2先  

 
192.43m 

2.07m 

亀岡市大井町土田1丁目61番先 ～ 7.25m 

11066 前 脇 田 中 線 
 

 

亀岡市大井町並河2丁目42番1先  

 
462.00m 

2.20m 

亀岡市大井町並河前脇62番3先 ～ 6.88m 

11169 郷ノ口余部側道線 
 

 

亀岡市大井町並河新戸17番1先  

 
257.01m 

4.00m 

亀岡市大井町並河新戸19番1先 ～ 9.47m 

12029 湯 井 学 校 線 
 

 

亀岡市千代川町北ノ庄国主ケ森4番1先  

 
627.86m 

2.21m 

亀岡市千代川町湯井中筋70番1先 ～ 7.19m 

13007 池 尻 宇 津 根 線 
 

 

亀岡市馬路町滝ケ元1番1先  

 
5,070.38m 

3.51m 

亀岡市河原林町勝林島畑ケ田37番3先 ～ 15.70m 

13077 三 日 市 田 中 線 
 

 

亀岡市馬路町諸山100番先  

 
456.30m 

5.10m 

亀岡市馬路町田中前106番先 ～ 7.46m 

13088 河 原 尻 田 中 前 線 
 

 

亀岡市馬路町渕尻100番先  

 
582.90m 

5.00m 

亀岡市河原林町河原尻菖蒲106番先 ～ 8.20m 

13091 越 前 渕 尻 線 
 

 

亀岡市馬路町越前116番先  

 
434.26m 

5.00m 

亀岡市馬路町前ノ田103番先 ～ 5.00m 

17011 観 音 寺 ２ 号 線 
 

 

亀岡市保津町観音寺66番1先  

 
83.64m 

2.03m 

亀岡市保津町観音寺10番2先 ～ 3.27m 

18058 古 大 道 線 
 

 

亀岡市篠町篠観音芝1番17先  

 
756.25m 

2.10m 

亀岡市篠町篠上中筋100番1先 ～ 9.63m 

18108 土 井 線 
 

 

亀岡市篠町浄法寺土井56番4先  

 
184.42m 

2.00m 

亀岡市篠町浄法寺土井44番先 ～ 4.16m 

17070 保 津 外 環 状 線 
 

 

亀岡市保津町観音寺77番1先  

 
9.50m 

6.20m 

亀岡市保津町観音寺77番1先 ～ 6.20m 

 

「掲示済」 
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 亀岡市告示第４５号 

 

 亀岡市特別保育事業費補助金交付要綱（平成

１１年亀岡市告示第４５号）の一部を次のよう

に改正する。 

 

   令和２年３月３１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 第７条を第８条とし、第６条中「別記第２号

様式」を「別記第３号様式」に改め、同条を第

７条とし、第５条の次に次の１条を加える。 

 （変更申請） 

第６条 規則第８条に規定する申請書は、別記

第２号様式によるものとし、当該変更に係る

必要な書類を添えて、市長に提出するものと

する。ただし、軽微な変更である場合につい

ては、この限りでない。 

 別表中「平成３１年４月１日付け府子本第 

２４９号」を「令和２年３月１０日付け府子本

第２１９号」に、「令和元年１０月３１日付け

厚生労働省発子１０３１第１号」を「令和２年

３月１２日付け厚生労働省発子０３１２第６０

号」に改める。 

 別記第２号様式中「第６条関係」を「第７条

関係」に改め、同様式を別記第３号様式とし、

別記第１号様式の次に次の１様式を加える。 
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   附 則 

 

 この要綱は、告示の日から実施し、令和元年度分の補助金から適用する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

第２号様式（第６条関係） 

                                  年  月  日 

 

 （宛先）亀岡市長 

 

                  所 在 地 

                  法 人 名 

                  施 設 名 

                  代表者氏名               ㊞ 

 

 

  年度亀岡市特別保育事業費補助金変更交付申請書 

 

     年  月  日付け亀岡市指令  第    号で交付決定を受けた亀岡市特別

保育事業費補助金について、下記のとおり変更したいので、亀岡市特別保育事業費補助金交

付要綱第６条の規定に基づき、関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 変更理由 

 

 

２ 変更後の交付申請額   金            円 

内 訳 変更前 変更額 変更後 

病児保育事業 円 円 円 

保育環境改善等事業 円 円 円 

延長保育事業 円 円 円 

一時預かり事業 円 円 円 

副食費助成事業 円 円 円 

 

３ 添付書類 

 ⑴ 変更後   年度特別保育事業内容明細書 

 ⑵ 変更後   年度特別保育事業費用明細書 

 ⑶ 変更後   年度歳入歳出予算書 
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 亀岡市告示第４６号 

 

 亀岡市地域鳥獣捕獲活動補助金交付要綱を次

のように定める。 

 

   令和２年３月３１日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

亀岡市地域鳥獣捕獲活動補助金交

付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 市長は、地域が主体となり有害鳥獣に

よる農林産物への被害を防止するため、有害

鳥獣対策組織が行う有害鳥獣の捕獲、駆除及

び処分に関する事業（以下「事業」とい

う。）に要する経費について、亀岡市補助金

等交付規則（昭和４１年亀岡市規則第５号）

及びこの要綱の定めるところにより、予算の

範囲内において、亀岡市地域鳥獣捕獲活動補

助金（以下「補助金」という。）を交付する。 

 （定義） 

第２条 この要綱において「有害鳥獣対策組

織」とは、市内の集落に在住する者５人以上

で、そのうち狩猟免許（わな猟免許に限

る。）を有する者が３人以上で構成された団

体をいう。 

 （交付対象） 

第３条 補助金の交付対象は、有害鳥獣対策組

織とする。 

 （補助金の額） 

第４条 補助金の額は、別表第１に掲げる額と

し、対象となる有害鳥獣の成獣及び幼獣の区

分は、別表第２のとおりとする。 

 （実施期間） 

第５条 事業の実施期間は、毎年度４月１日か

ら１１月１４日までとする。 

 （交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする有害鳥

獣対策組織（以下「申請者」という。）は、

亀岡市地域鳥獣捕獲活動補助金交付申請書

（別記第１号様式。以下「申請書」とい

う。）に関係書類を添えて市長に提出しなけ

ればならない。 

 （交付決定） 

第７条 市長は、前条の規定による申請があっ

たときは、その内容を審査の上、交付の可否

を決定し、亀岡市地域鳥獣捕獲活動補助金交

付（不交付）決定通知書（別記第２号様式）

により申請者に通知するものとする。 

 （変更申請等） 

第８条 前条の規定により交付決定を受けた申

請者（以下「補助対象者」という。）が交付

決定を受けた後に申請内容に変更がある場合

は、亀岡市地域鳥獣捕獲活動補助金変更交付

申請書（別記第３号様式）を市長に提出しな

ければならない。 

２ 市長は、前項による変更申請があったとき

は、その内容を審査の上、事業内容の変更の

可否を決定し、変更交付の決定をしたときは、

亀岡市地域鳥獣捕獲活動補助金変更交付決定

通知書（別記第４号様式）により、補助対象

者に通知するものとする。 

 （実績報告） 

第９条 補助対象者は、補助対象事業が完了し

たときは、亀岡市地域鳥獣捕獲活動補助金実

績報告書（別記第５号様式）に関係書類を添

えて市長に提出しなければならない。 

 （確定及び交付） 

第１０条 市長は、前条に規定する事業の実績

報告を受けたときは、必要な調査を行い、適

当と認めたときは、補助金の額を確定し亀岡

市地域鳥獣捕獲活動補助金確定通知書（別記

第６号様式）により補助対象者に通知しこれ

を交付する。 
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 （交付の中止等） 

第１１条 市長は、補助対象者が次の各号に該当するときは、補助金の交付を中止し、又は既に交

付した補助金の全部若しくは一部の返還を命ずることができる。 

⑴ この要綱に違反したとき。 

⑵ 補助金の交付条件に違反したとき。 

⑶ 事業の実施方法が不適当と認められるとき。 

⑷ 決算額が予算額に比し減少したとき。 

 （その他） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項については、市長が別に定める。 

 

   附 則 

 

 この要綱は、告示の日から実施する。 

 

 

別表第１（第４条関係） 

対  象 補助金の額 備  考 

ニホンジカ（成獣） ２０，０００円 補助金の額は、１頭当たりの額とす

る。 

 ニホンジカ（幼獣） １３，０００円 

イノシシ（成獣） ２０，０００円 

イノシシ（幼獣） １３，０００円 

 

別表第２（第４条関係） 

獣 種 成獣及び幼獣の区分 

ニホンジカ 

前脚の付け根から尾の付け根までの大きさを縦の長さ２９７ミ

リメートル及び横の長さ４２０ミリメートルの用紙と比較し、

大きいものを成獣とし、小さいものを幼獣とする。 

イノシシ 

胴体に瓜模様を有するものを幼獣とし、有しないものを成獣と

し、瓜模様の有無の判断が困難な場合は、鼻先から尾の付け根

までの大きさを縦の長さ２９７ミリメートル及び横の長さ  

４２０ミリメートルの用紙と比較し、大きいものを成獣とし、

小さいものを幼獣とする。 
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訓 令 
 

 亀岡市訓令第１号 

 

               庁中一般 

 

 亀岡市事務処理規程の一部を改正する訓令を

次のように定める。 

 

   令和２年３月２５日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

亀岡市事務処理規程の一部を改正

する訓令 

 

 亀岡市事務処理規程（昭和５８年亀岡市訓令

第２号）の一部を次のように改正する。 

 

 第５条第６号中「顧問、参与及び嘱託員等」

を「非常勤職員等」に改める。 

 第８条の２を次のように改める。 

 （総務部長の専決事項） 

第８条の２ 次の事項は、総務部長が専決する。 

⑴ １件２０，０００，０００円以上の市税

の収入命令に関すること。 

⑵ 市長の権限に属する事務で監査委員事務

局に補助執行させるもののうち、第７条に

規定する財務に関すること。 

 第１０条を次のように改める。 

 （産業観光部長の専決事項） 

第１０条 次の事項は、産業観光部長が専決す

る。 

⑴  １ 件 ３ ， ０ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円 以 上    

２０，０００，０００円未満の工事箇所及

び工事目的の定まっている工事の施行の決

定並びに契約（調査測量設計委託及び用地

取得に係るものを含む。）に関すること。 

⑵ 市長の権限に属する事務で農業委員会事

務局に補助執行させるもののうち、第７条

に規定する財務に関すること。 

 第１６条に次の１号を加える。 

⑸ 会計年度任用職員の給与等の支出負担行

為の決定及び支出命令（別に定めるものを

除く。）に関すること。 

 第２７条中第１４号を第１６号とし、第４号

から第１３号までを２号ずつ繰り下げ、第３号

の次に次の２号を加える。 

⑷ 後期高齢者医療保険料の滞納処分の執行

停止に関すること。 

⑸ 後期高齢者医療保険の健診事業に関する

こと。 

 第２９条中第４号を第５号とし、第３号を第

４号とし、第２号の次に次の１号を加える。 

⑶ 介護保険料の滞納処分の執行停止に関す

ること。 

 第３１条の２に次の１号を加える。 

⑶ 保育料の滞納処分の執行停止に関するこ

と。 

 別表第１財務に関する事項中 

「 

７ 報酬、給与及び賃金（短期雇用のも
のを除く。）の支出負担行為の決定及
び支出命令に関すること。 

 ３０万円以上 

 ３０万円未満 

                    」 

を 

「 

７ 報酬及び給与の支出負担行為の決定

及び支出命令に関すること。 

 ３０万円以上 

 ３０万円未満 

                    」 

に改める。 
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   附 則 

 

 この訓令は、令和２年４月１日から施行する。 

 

 

 

 亀岡市訓令第２号 

 

                                      庁中一般 

 

 地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係訓令の整備に関する訓令を

次のように定める。 

 

   令和２年３月２５日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係訓令の整備に関

する訓令 

 

（亀岡市会計管理者の権限に属する事務の専決等に関する規程の一部改正） 

第１条 亀岡市会計管理者の権限に属する事務の専決等に関する規程（平成１８年亀岡市訓令第４

号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第３項第４号及び第４項第３号中「、賃金」を削る。 

 （亀岡市公文例式の一部改正） 

第２条 亀岡市公文例式（昭和３０年亀岡市訓令第５号）の一部を次のように改正する。 

 第２条第２３号中「嘱託（委嘱）」を「委嘱（嘱託）」に改める。 

 （人事例文の一部改正） 

第３条 人事例文（昭和３６年亀岡市訓令第３号）の一部を次のように改正する。 

    「第２６号 臨時職員採用通知    

 目次中 第２７号 育児休業に係る通知 を 

     第２８号 昇給通知 

     第２９号 派遣に関する通知 」 

「第２６号 会計年度任用職員採用通知 

 第２７号 臨時的任用職員採用通知 

 第２８号 育児休業に係る通知    に改める。 

 第２９号 昇給通知 

 第３０号 派遣に関する通知    」 
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 第２９号を第３０号とし、第２８号を第２９号とし、第２７号を第２８号とし、第２６号中

「臨時職員採用通知」を「臨時的任用職員採用通知」に、 

「 

 

 

                                       」 

を 

「 

 

 

                                       」 

に改め、同号を第２７号とし、第２５号の次に次の１号を加える。 

第２６号 会計年度任用職員採用通知 

人 事 異 動 通 知 書 

（氏 名） （現職名） 

（異動内容） 

 

 地方公務員法第２２条の２第１項第１号（第２号）による 

 パートタイム（フルタイム）会計年度任用職員に採用する 

 １箇月間条件付採用とする 

 任期は何年何月何日までとする 

 月額（日額・時間額）何円を給する 

 

 （亀岡市職員等の公益通報に関する要綱の一部改正） 

第４条 亀岡市職員等の公益通報に関する要綱（平成２５年亀岡市訓令第６号）の一部を次のよう

に改正する。 

 別記第１号様式中 

「 

                                   」 

を 

「 

 

                                   」 

に改める。 

（亀岡市職員の旧姓使用に関する要綱の一部改正） 

第５条 亀岡市職員の旧姓使用に関する要綱（平成３０年亀岡市訓令第６号）の一部を次のように

改正する。 

 

 

地方公務員法第２２条の３による臨時的任用職員に採用する 

任期は何年何月何日までとする 

月額（日額）何円を給する 

何々部（何々課何々）勤務を命ずる 

亀岡市臨時事務（何々）員に採用する 

地方公務員法第２２条第５項による臨時的任用とし任期は何年何月何日までとする 

月額（日額）何円を給する 

何々部（何々課何々）勤務を命ずる 

１ 職員（部署：     職名：     ）・臨時職員・嘱託職員 

１ 職員（部署：     職名：     ）・臨時的任用職員・ 

  非常勤職員 



 
亀 岡 市 公 報 

 96 

第９０３号令和２年４月１５日発行 

 第１条中「、非常勤嘱託職員、臨時職員及

び臨時的任用職員」を「、臨時的任用職員及

び非常勤職員」に改める。 

 

   附 則 

 

 この訓令は、令和２年４月１日から施行する。 

 

 

 

 亀岡市訓令第３号 

 

               庁中一般 

 

 亀岡市物品購入等調整委員会設置要綱の一部

を改正する訓令を次のように定める。 

 

   令和２年３月２５日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

亀岡市物品購入等調整委員会設置

要綱の一部を改正する訓令 

 

 亀岡市物品購入等調整委員会設置要綱（平成

１７年亀岡市訓令第９号）の一部を次のように

改正する。 

 

 第４条中「環境政策課長」を「市民課長」に

改める。 

 

   附 則 

 

 この訓令は、令和２年４月１日から施行する。 

 

公 告 
 

 亀岡市公告第１８号 

 

 鳥獣による農林水産業等に係る被害防止のた

めの特別措置に関する法律（平成１９年法律第

１３４号）第４条第１項の規定により亀岡市鳥

獣被害防止計画を策定する。 

 なお、策定した計画は、令和２年４月１日に

効力を生じるものとし、亀岡市役所において縦

覧に供する。 

 

   令和２年３月４日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 縦覧場所  亀岡市安町野々神８番地 

        亀岡市産業観光部農林振興課 

 

２ 縦覧期間  令和２年３月４日から 

        令和２年３月３１日まで 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市公告第１９号 

 

 亀岡農業振興地域整備計画について、農業振

興地域の整備に関する法律施行令（昭和４４年

政令第２５４号）第１０条の規定に該当する軽

微な変更をしたので、農業振興地域の整備に関

する法律（昭和４４年法律第５８号）第１３条

第４項で準用する同法第１２条の規定により公

告し、当該変更後の計画書を次により縦覧に供

する。 
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   令和２年３月１０日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 縦覧期間 

令和２年３月１０日以後、常時備え置く

こととする。 

２ 縦覧場所 

亀岡市安町野々神８番地 

亀岡市産業観光部農林振興課 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市公告第２０号 

 

 農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第

６５号）第１８条第１項の規定により、農用地

利用集積計画を定めたので、同法第１９条の規

定により公告し、その関係書類を次により縦覧

に供する。 

 

   令和２年３月１３日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 縦覧期間 

 令和２年３月１３日以後、常時備え置く

こととする。 

２ 縦覧場所 

亀岡市安町野々神８番地 

亀岡市産業観光部農林振興課 

 

「掲示済」 

 

 亀岡市公告第２１号 

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第

２９条第１項に関する工事が完了したので、次

のとおり公告する。 

 

   令和２年３月１７日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 工事が完了した開発区域に含まれる地域 

 亀岡市篠町馬堀南垣内１０の一部 

（関連区域） 

 府有地 

２ 開発許可を受けた者の住所及び名称 

京都市西京区桂南巽町７７の１ 

株式会社ジェイネットハウジング 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市公告第２２号 

 

 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第

６３条第２項の規定において準用する同法第 

６２条第２項の規定により、次のとおり公衆の

縦覧に供する。 

 

   令和２年３月１８日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 都市計画事業の種類及び名称 

南丹都市計画道路事業 

 ３・３・１１号 馬堀停車場篠線 

 ３・４・２号  新国道線 
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２ 縦覧場所 

亀岡市安町野々神８番地 

亀岡市まちづくり推進部桂川・道路整備課 

 

「掲示済」 

 

 

任免及び辞令 
 

             大 島 博 行 

             小 川 宜 久 

（各 通）        藤 岡 美紀子 

             湊   妙 子 

             池 田 英 孝 

亀岡市企業立地審査会委員に委嘱します 

   令和２年３月６日 

 

             村 井 正 史 

亀岡市国民保護協議会幹事に委嘱します 

任期は令和４年３月１２日までとします 

   令和２年３月１３日 

 

             横 田 政 幸 

亀岡市交通安全対策会議委員に委嘱します 

             松 田 弘 貴 

亀岡市交通安全対策会議幹事に委嘱します 

             塩 見 孝 康 

亀岡市交通安全対策会議委員の委嘱を解きます 

             西 村 基 弘 

亀岡市交通安全対策会議幹事の委嘱を解きます 

             塩 見 孝 康 

亀岡市都市計画審議会委員の委嘱を解きます 

   令和２年３月２３日 

 

             平 本 英 久 

亀岡市監査委員の辞職を承認します 

             河 原 妙 子 

亀岡市介護認定審査会委員の委嘱を解きます 

   令和２年３月３１日 
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監査委員欄 
 

公 表 
 

 亀岡市監査公表第１号 

 

 地方自治法第１９９条第４項の規定による監査を都市監査基準に準拠して実施し、同条第１１項

の規定に基づき監査の結果に関する報告を決定したので、同条第９項の規定により次のとおり公表

する。 

 

   令和２年３月１７日 

 

                            亀岡市監査委員 関本孝一 

                            亀岡市監査委員 平本英久 

 

１ 監査の種類 

  令和元年度定期監査 

 

２ 監査の対象 

 監査対象課等に係る令和元年度の財務に関する事務の執行について 

 

３ 監査の着眼点 

 市の財務に関する事務の執行が、適正かつ効率的に行われているか 

 

４ 監査の主な実施内容 

 監査の対象について、関係諸帳簿、証拠書類等を調査し、併せて関係各課長等への聴取を行っ

た。また、債権管理については、市税及び国民健康保険料を除く平成３０年度決算において収入

未済のある債権を対象に調査を行った。 

 

５ 監査の対象課等、期間及び実施場所 

対象課等 
監査期間及び 

ヒアリング実施日 
実施場所 

○教育部 
  教育総務課 
  学校教育課 
  社会教育課 
  歴史文化財課 

教育機関（学校給食センター、図書
館、文化資料館、教育研究所） 

〇監査期間 
令和元年９月１８日から 
令和元年１１月１１日まで 

〇ヒアリング実施日 
令和元年１０月１０日 
令和元年１０月１１日 

監査委員室 



 
亀 岡 市 公 報 

 100 

第９０３号令和２年４月１５日発行 

○環境市民部 

  環境政策課 

  環境クリーン推進課 

  市民課 

  保険医療課 

〇監査期間 

令和元年１０月１８日から 

令和元年１２月２３日まで 

〇ヒアリング実施日 

令和元年１１月１４日 

令和元年１１月２０日 

令和元年１１月２１日 

監査委員室 

○まちづくり推進部 

  都市計画課 

  都市整備課 

  まちづくり交通課 

  桂川・道路整備課 

  土木管理課 

  建築住宅課 

〇監査期間 

令和元年１２月９日から 

令和２年２月１７日まで 

〇ヒアリング実施日 

令和２年１月１６日 

令和２年１月１７日 

監査委員室 

○生涯学習部 

  文化・スポーツ課 

  市民力推進課 

  人権啓発課 

○総務部 

  総務課 

  自治防災課 

  税務課 

○公平委員会事務局 

○監査委員事務局 

（固定資産評価審査委員会含む） 

〇監査期間 

令和元年１２月２０日から 

令和２年２月２８日まで 

〇ヒアリング実施日 

 令和２年２月７日 

 令和２年２月１０日 

 令和２年２月１４日 

監査委員室 

 

６ 監査委員の除斥 

 監査委員の関本孝一は亀岡駅北土地区画整理組合理事長に従事しているため、当該事業の監査

に関し、地方自治法第１９９条の２の規定に基づき除斥とした。 

 

７ 監査の結果 

 監査の結果は、次の事項を除いて概ね適正であると認められた。 

 なお、監査執行の過程において、口頭により指導を行った軽易な事項については、今後の事務

処理に留意されたい。 

（１）教育部 

 以下の各課等に係る令和元年８月末現在における財務に関する事務の執行について、抽出し

て監査を行った。 

 概ね適正に処理されていたが、一部に次のような事項が見受けられたので、適正な事務処理

をされたい。 

ア 教育総務課 

 特に指摘する事項はなかった。 

イ 学校教育課 

 特に指摘する事項はなかった。 
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ウ 社会教育課 

 特に指摘する事項はなかった。 

エ 歴史文化財課 

 旧一の宮幼稚園施設使用協力金につい

て、当該施設は文化財事務所であり、行

政財産であるが、目的外使用として施設

の一部の使用を許可していた。施設使用

料については、施設使用協力金として、

旧一の宮幼稚園施設使用要項の定めによ

り徴収していた。 

 地方自治法には、分担金、使用料、加

入金及び手数料に関する事項については、

条例でこれを定めなければならないとさ

れている。 

 規定に基づき適正な事務処理をされた

い。 

オ 学校給食センター 

 特に指摘する事項はなかった。 

カ 図書館 

 特に指摘する事項はなかった。 

キ 文化資料館 

 特に指摘する事項はなかった。 

ク 教育研究所 

 非常勤嘱託職員報酬等の支払いにおい

て、亀岡市教育委員会事務専決規程の定

めで学校教育課長の決裁が必要となるも

のが、学校教育課長の決裁を受けず、所

長の決裁で支払われているものがあった。 

 規定に基づき適正な事務処理をされた

い。 

（２）環境市民部 

 以下の各課に係る令和元年９月末現在に

おける財務に関する事務の執行について、

抽出して監査を行った。 

 概ね適正に処理されていたが、一部に次

のような事項が見受けられたので、適正な

事務処理をされたい。 

ア 環境政策課 

 特に指摘する事項はなかった。 

イ 環境クリーン推進課 

 特に指摘する事項はなかった。 

ウ 市民課 

 自動証明写真機設置料収入において、

入札により設置料を決定していたが、当

該機器が市役所庁舎の敷地に設置されて

いるため、亀岡市庁舎使用料条例に基づ

き行政財産の目的外使用料を徴収し、設

置料は入札金額から目的外使用料を差し

引いた額としていた。目的外使用許可申

請及び許可は適正に行われていたが、設

置料や設置条件等を定める契約書を作成

していなかった。 

 亀岡市財務規則には、契約書の作成を

省略できる場合の定めがあるが、本件は

それに該当せず、契約書の作成が必要で

ある。 

 規定に基づき適正な事務処理をされた

い。 

 なお、本件は行政財産の目的外使用許

可（地方自治法第２３８条の４第７項）

と貸し付け（同条第２項第４号）を併用

しているが、どちらか一方に整理する必

要があると考える。 

エ 保険医療課 

 特に指摘する事項はなかった。 

（３）まちづくり推進部 

 以下の各課に係る令和元年１０月末現在

における財務に関する事務の執行について、

抽出して監査を行った。 

 概ね適正に処理されていたが、一部に次

のような事項が見受けられたので、適正な

事務処理をされたい。 

ア 都市計画課 

 開発許可等手数料について、調定伝票

の控えが見当たらないものが数件あった。 

 亀岡市文書取扱規則には、全ての文書
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は、文書分類基準表の分類番号により分

類整理し、これを保管しなければならな

いと定められている。なお、文書分類基

準表において、調定伝票の控えの保存年

限は５年と定められている。 

 規定に基づき適正な事務処理をされた

い。 

イ 都市整備課 

 特に指摘する事項はなかった。 

ウ まちづくり交通課 

 特に指摘する事項はなかった。 

エ 桂川・道路整備課 

 特に指摘する事項はなかった。 

オ 土木管理課 

 特に指摘する事項はなかった。 

カ 建築住宅課 

（ア）市営住宅の駐車場及び共同物置にお

いて、目的外使用料を徴収しているが、

行政財産使用許可申請書の提出がなく、

行政財産使用許可書の交付も行われて

いなかった。 

 亀岡市営住宅管理条例施行規則には、

目的外使用の許可を受けようとする者

は、管理者に行政財産使用許可申請書

を提出し、行政財産使用許可書の交付

を受けなければならないと定められて

いる。 

 規定に基づき適正な事務処理をされ

たい。 

（イ）市有地占用料の算出において、占用

許可書の占用期間が令和元年５月３０

日から令和２年３月３１日までの１１

箇月分であったが、１０箇月分として

計算されているものがあった。 

 市有地占用料の算出に準用されてい

る亀岡市道路の占用に関する条例には、

年額をもって定める占用料で占用期間

が１年に満たないものは、月数に年額

の１２分の１を乗じて得た額と定めら

れている。 

 規定に基づき適正な事務処理をされ

たい。 

（ウ）市有地占用に係る許可事務において、

許可申請書に使用（占用）期間が記載

されていないものがあった。 

 亀岡市財務規則には、行政財産の使

用の許可をするときは、当該許可を受

けようとする者から、使用しようとす

る行政財産の表示、使用しようとする

期間、使用の目的及び財産管理者の指

示する事項を記載した許可申請書を提

出させなければならないと定められて

いる。 

 規定に基づき適正な事務処理をされ

たい。 

（４）生涯学習部 

 以下の各課に係る令和元年１１月末現在

における財務に関する事務の執行について、

抽出して監査を行った。 

ア 文化・スポーツ課 

 特に指摘する事項はなかった。 

イ 市民力推進課 

 特に指摘する事項はなかった。 

ウ 人権啓発課 

 特に指摘する事項はなかった。 

（５）総務部 

 以下の各課に係る令和元年１１月末現在

における財務に関する事務の執行について、

抽出して監査を行った。 

ア 総務課 

 特に指摘する事項はなかった。 

イ 自治防災課 

 特に指摘する事項はなかった。 

ウ 税務課 

 特に指摘する事項はなかった。 

（６）公平委員会事務局 
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 令和元年１１月末現在における財務に関

する事務の執行について、抽出して監査を

行った。 

 特に指摘する事項はなかった。 

（７）監査委員事務局 

 令和元年１１月末現在における監査委員

事務局及び固定資産評価審査委員会に係る

財務に関する事務の執行について、抽出し

て監査を行った。 

 特に指摘する事項はなかった。 

 

 以上が令和元年度の財務に関する事務の執行

について監査した結果である。 

 なお、今回の監査で見受けられた以下の点に

ついては、今後の事務処理において留意された

い。 

 債権を適正に管理し、確実に回収することは、

納付の公平性及び自主財源の確保を図る上で重

要である。しかしながら、債権管理についての

ヒアリングにおいて、人員不足等の理由で債権

回収に力を注ぐことが困難な状況、また、複数

の債権を抱えている滞納者が少なくない状況が

浮かび上がってきた。 

 債権管理については、平成２９年１２月に

「亀岡市債権管理取扱指針」が策定され、全庁

統一的に適正な債権管理や回収を行うため、取

り組むべき基本的な事項が示されたところであ

る。また、平成３０年３月には「亀岡市債権管

理条例」、同年９月には「強制徴収公債権に係

る滞納整理基本マニュアル」、平成３１年３月

には「非強制徴収公債権、私債権に係る滞納整

理基本マニュアル」が策定されている。 

 個人情報は適正に取り扱う必要があるものの、

滞納者に対する納付交渉・相談、財産調査、強

制執行等を実施する場合、全庁的な滞納情報の

共有化により、更に統一的な債権管理や回収が

でき、事務の効率化を図ることが可能であると

考えられる。 

 今後、滞納情報の共有化による法令上や事務

上の課題を整理し、全庁統一的な滞納処分や訴

訟等の債権回収業務の取組みが行われるよう期

待するものである。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市監査公表第２号 

 

 地方自治法第１９９条第７項の規定による監

査を都市監査基準に準拠して実施し、同条第 

１１項の規定に基づき監査の結果に関する報告

を決定したので、同条第９項の規定により次の

とおり公表する。 

 

   令和２年３月１７日 

 

       亀岡市監査委員 関本孝一 

       亀岡市監査委員 平本英久 

 

第１ 監査の概要 

１ 監査の種類 

   令和元年度財政援助団体等監査 

 

２ 監査の対象年度 

   平成３０年度 

 

３ 監査の対象 

（１）亀岡ふるさとエナジー株式会社、公益

財団法人亀岡市環境事業公社、社会福祉

法人亀岡市社会福祉協議会及び公益財団

法人生涯学習かめおか財団の財政的援助

等に係る出納その他の事務について 
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（２）環境市民部環境政策課、同環境クリーン推進課、健康福祉部地域福祉課及び生涯学習部市

民力推進課の財政的援助等に係る事務の執行について 

 

４ 監査の着眼点 

（１）出資団体 

 亀岡市が出資している団体について、設立目的（出資目的）に沿った事業運営が行われて

いるか。また、出納その他の事務の執行が適正に行われているか。 

（２）財政援助団体 

 亀岡市が補助金等の財政的援助を行っている団体について、財政的援助に係る出納その他

の事務の執行が適正に行われているか。 

（３）公の施設の指定管理者 

 亀岡市が公の施設の管理を行わせている団体について、公の施設の管理に係る出納その他

の事務の執行が適正に行われているか。 

 

５ 監査の主な実施内容 

 団体及び関係課から提出された資料及び提示のあった出納関係帳票、その他関係書類に基づ

き、関係職員から事務の執行状況を聴取し、監査を実施した。 

 

６ 監査の実施場所及び日程 

（１）監査の実施場所 

   監査委員室及び監査対象団体会議室等 

（２）監査期間 

団体名 監査期間 ヒアリング実施日 

亀岡ふるさとエナジー 

株式会社 令和元年１０月８日から 

令和元年１２月２０日まで 

令和元年１１月１４日 

公益財団法人 

亀岡市環境事業公社 
令和元年１１月２０日 

社会福祉法人 

亀岡市社会福祉協議会 令和元年１２月１７日から 

令和２年２月２８日まで 

令和２年２月１０日 

公益財団法人 

生涯学習かめおか財団 
令和２年２月１４日 

 

第２ 監査の結果 

１ 亀岡ふるさとエナジー株式会社の概要及び結果 

（１）団体の概要 

ア 設立の目的・事業 

 亀岡ふるさとエナジー株式会社（以下「ふるさとエナジー」という。）は、主に自然由

来の亀岡市産の電力を市の公共施設や民間施設などに供給し、エネルギーの地産地消を目
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指すとともに、そこで得た収益をエネルギー関連事業や地域活性化事業等に還元すること

により、地域の発展に貢献することを目的とし、主に次の事業を行っている。 

○小売電気事業及びその仲介・取次事業 

○発電事業、送配電事業 

○熱供給及び熱利用事業 

○エネルギー事業全般に関する役務及びサービスの提供 

○エネルギー資源、エネルギー全般及び環境価値全般の取引事業に関する業務 

○エネルギー事業全般に係る機器、設備及びエネルギー・システムの開発、販売、レン

タル、設計、施工、管理、運転及び保守 

○省エネルギー事業 

○上記の事業及び環境保全に関するエンジニアリング、コンサルティング及び技術・ノ

ウハウ・情報の販売 

○新事業やまちづくりなど地域振興に関するコンサルティング及び事業 

○上記の事業に附帯関連する事業 

イ 組織（平成３１年３月３１日現在） 

○役 員  取締役       ２人 

      （うち代表取締役社長１人、代表取締役副社長１人） 

      監査役       １人 

（２）出資金の概要 

 亀岡市からふるさとエナジーへ出資された出資金総額は4,000,000円で、全額が平成２９

年度に出資されたものである。 

○資本金           8,000,000円 

○本市の出資状況       4,000,000円（出資比率 ５０％） 

（３）決算状況（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで） 

○売上高          48,648,543円 

○売上総利益        15,291,475円 

○営業利益         11,916,560円 

○当期純利益         9,344,370円 

（４）監査の結果 

ア ふるさとエナジーに対する監査の結果 

 監査の結果は、概ね適正であると認められた。 

 なお、監査執行の過程において口頭により指導を行った軽易な事項については、今後の

事務処理において留意されたい。 

イ 環境市民部環境政策課に対する監査の結果 

 監査の結果は、次の事項を除いて、概ね適正であると認められた。 

 なお、監査執行の過程において口頭により指導を行った軽易な事項については、今後の

事務処理において留意されたい。 

（ア）出資金に係る出納、その他の事務について、次の点に留意されたい。 
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ａ 出資法人から提出される月次報告書等について、前年の収支との対比や計画値と実

績値との対比を行うなど、経営実態及び財政状態の把握に努め、適切な指導監督を今

後も行われたい。 

 

２ 公益財団法人亀岡市環境事業公社の概要及び結果 

（１）団体の概要 

ア 設立の目的・事業 

 公益財団法人亀岡市環境事業公社（以下「環境事業公社」という。）は、亀岡市におけ

る一般廃棄物の排出抑制、分別排出の徹底及び循環による資源の有効な再生利用を推進す

るとともに適正な処理を通じて、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図り、もって市民

の健康で快適な生活を確保し、人と環境にやさしい持続可能な循環型社会の形成に寄与す

ることを目的とし、主に次の事業を行っている。 

○環境意識の啓発及び環境教育の支援 

○不法投棄の防止等生活環境の保全 

○一般廃棄物の処理 

イ 組織（平成３１年３月３１日現在） 

○役 員  理 事       ６人 

      （うち理事長１人、常務理事１人） 

      監 事       ２人 

      評議員       ６人 

○事務局  事務局長      １人（常務理事兼務） 

      課 長       ４人 

      係 長      １０人 

      主任・業務主任  ２５人 

      係 員      １６人 

      再雇用       ２人 

      非常勤嘱託職員   ４人 

（２）補助金の概要 

 平成３０年度に亀岡市から環境事業公社へ交付された補助金総額は417,098,573円で、監

査対象とした補助金は次のとおりである。 

                                 （単位：円） 

項 目 事業費 補助金額 補助内容 

公益財団法人亀岡市環境

事業公社運営補助金 

（ごみ収集運搬業務に係

る人件費補助金） 

325,757,558 325,757,558 

環境事業公社のごみ収集

運搬業務に係る人件費に

対する補助 
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 （３）監査の結果 

ア 環境事業公社に対する監査の結果 

 監査の結果は、概ね適正であると認められた。 

 なお、監査執行の過程において口頭により指導を行った軽易な事項については、今後の

事務処理において留意されたい。 

イ 環境市民部環境クリーン推進課に対する監査の結果 

 監査の結果は、概ね適正であると認められた。 

 なお、監査執行の過程において口頭により指導を行った軽易な事項については、今後の

事務処理において留意されたい。 

 

３ 社会福祉法人亀岡市社会福祉協議会の概要及び結果 

 （１）団体の概要 

ア 設立の目的・事業 

 社会福祉法人亀岡市社会福祉協議会（以下「社会福祉協議会」という。）は、亀岡市に

おける社会福祉事業その他の社会福祉を目的とする事業の健全な発達及び社会福祉に関

する活動の活性化により、地域福祉の推進を図ることを目的とし、主に次の事業を行っ

ている。 

○社会福祉を目的とする事業の企画及び実施 

○社会福祉に関する活動への住民の参加のための援助 

○社会福祉を目的とする事業に関する調査、普及、宣伝、連絡、調整及び助成 

○社会福祉を目的とする事業の健全な発達を図るために必要な事業 

○保健医療、教育その他の社会福祉と関連する事業との連絡 

○共同募金事業への協力      ○ボランティア活動の振興 

○老人居宅介護等事業の経営    ○老人デイサービス事業の経営 

○老人介護支援センターの経営   ○生活福祉資金貸付事業 

○福祉金庫資金貸付事業      ○福祉サービス利用援助事業 

○障害福祉サービス事業の経営   ○移動支援事業の経営 

○福祉総合相談事業        ○地域子育て支援拠点事業の経営 

○子育て援助活動支援事業      

○児童の福祉の増進について相談に応じる 

○生活支援体制整備事業      ○介護予防支援事業 

○ふれあいプラザ管理・経営事業 

イ 組織（平成３１年３月３１日現在） 

     ○役 員  理 事        １２人 

           （うち会長１人、副会長２人、常務理事１人） 

           監 事         ３人 

           顧 問         １人 

           評議員        ２１人 
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     ○事務局  事務局長        １人 

           課 長         ３人 

           総括主幹        １人 

           係 長         ３人 

           センター長       ４人 

           主 任         １人 

           主 事        １１人 

           看護師         １人 

           嘱託職員        ４人 

           非常勤職員       ３人 

           非常勤嘱託      ３０人 

           アルバイト職員    １５人 

     ○会 員  正会員    １４，３７３人 

           賛助会員      １２８人 

           施設会員      ２８団体 

           その他       ３５４人 

 （２）補助金の概要 

 平成３０年度に亀岡市から社会福祉協議会へ交付された補助金総額は37,767,782円で、監

査対象とした補助金は次のとおりである。 

                                 （単位：円） 

項 目 事業費 補助金額 補助内容 

社会福祉法人亀岡市社会 

福祉協議会活動補助金 
70,067,589 36,000,000 

社会福祉協議会の職員に係

る人件費補助 

災害ボランティアセンター 

事業補助金 
104,803 100,000 

災害ボランティアセンター

の運営に要する経費に対す

る補助 

災害ボランティアセンター 

活動補助金 
1,667,782 1,667,782 

災害発生時における人件費

及び事業費補助 

計 71,840,174 37,767,782  

 

 （３）指定管理料の概要 

 平成３０年度に亀岡市から社会福祉協議会へ支払われた、ふれあいプラザに係る指定管理

料は12,542,000円である。 

 その内訳は、人件費（職員給与等）、事務費（消耗品費、水道光熱費、修繕費、業務委託

費等）となっている。 

 （４）監査の結果 
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ア 社会福祉協議会に対する監査の結果 

 監査の結果は次の事項を除いて、概ね適正であると認められた。 

 なお、監査執行の過程において口頭により指導を行った軽易な事項については、今後の

事務処理において留意されたい。 

（ア）補助金に係る出納、その他の事務について、次のような事例が見受けられた。 

ａ 社会福祉協議会活動補助金及び災害ボランティアセンター活動補助金の実績報告に

おいて、時間外・休日勤務手当の算定に誤りがあった。また、時間外勤務手当を両方

の補助金に含めているものがあった。さらに、扶養手当について、実際の支出額は適

正であったが、報告書の支出内訳額に誤っているものがあった。 

 社会福祉法人亀岡市社会福祉協議会職員給与規程（以下「社会福祉協議会職員給与

規程」という。）等に基づき、適正な事務処理をされたい。 

（イ）指定管理料に係る出納、その他の事務について、次のような事例が見受けられた。 

ａ 人件費の算出において、時間外・休日勤務手当及び勤勉手当の算定に誤りがあった。 

 社会福祉協議会職員給与規程等に基づき、適正な事務処理をされたい。 

ｂ ふれあいプラザ利用料金の減免において、ふれあいプラザ条例施行規則には、使用

料及び目的外使用料の減額又は免除を受けようとするときは、減免申請書を使用許可

申請書に添付しなければならないとされているが、社会福祉協議会等が利用する場合

に、減免申請書が添付されていないものがあった。また、誤った減免の適用号を記載

している減免申請書を受付しているものがあり、使用許可決裁簿の適用条項も誤って

いた。 

 ふれあいプラザ条例等に基づき、適正な事務処理をされたい。 

 なお、時間外・休日勤務手当等の算定誤りについては、財政援助団体等監査の調査権限

の及ばない事業等においても、同様の誤りの可能性があるので、あわせて点検するよう望

むものである。 

イ 健康福祉部地域福祉課に対する監査の結果 

 監査の結果は次の事項を除いて、概ね適正であると認められた。 

 なお、監査執行の過程において口頭により指導を行った軽易な事項については、今後の

事務処理において留意されたい。 

（ア）補助金に係る出納、その他の事務について、次のような事例が見受けられた。 

ａ 社会福祉協議会活動補助金及び災害ボランティアセンター活動補助金の実績報告に

おいて、時間外・休日勤務手当の算定に誤りがあった。また、時間外勤務手当を両方

の補助金に含めているものがあった。さらに、扶養手当について、報告書の支出内訳

額に転記誤りがあった。 

 社会福祉協議会職員給与規程等に基づき、適正な事務処理を行うよう指導するとと

もに、補助金を確定交付する際は、実績報告書はもとより関連書類等を十分に審査さ

れたい。 

（イ）指定管理料に係る出納、その他の事務について、次のような事例が見受けられた。 

ａ 人件費の算出において、時間外・休日勤務手当及び勤勉手当の算定に誤りがあった。 
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 社会福祉協議会職員給与規程等に基づき、適正な事務処理を行うよう指導されたい。 

ｂ 基本協定書において、管理運営業務の全部又は一部を第三者に請け負わせる場合は、

書面により発注者の承諾が必要と規定されているが、再委託申請書が提出されている

にもかかわらず、書面による承諾の手続きを行っていなかった。 

 基本協定書に基づき、書面による承諾を行うよう改善されたい。 

ｃ ふれあいプラザ利用料金の減免において、ふれあいプラザ条例施行規則には、使用

料及び目的外使用料の減額又は免除を受けようとするときは、減免申請書を使用許可

申請書に添付しなければならないとされているが、社会福祉協議会等が利用する場合

に、減免申請書が添付されていないものがあった。また、誤った減免の適用号を記載

している減免申請書を受付しているものがあり、使用許可決裁簿の適用条項も誤って

いた。 

 ふれあいプラザ条例等に基づき、適正な事務処理を行うよう指導されたい。 

 また、時間外・休日勤務手当等の算定誤りについては、今回、監査の対象となっていな

い委託業務等についても、同様の誤りの可能性があるので、あわせて適正な事務処理にな

るよう指導することを望むものである。 

 

４ 公益財団法人生涯学習かめおか財団の概要及び結果 

 （１）団体の概要 

ア 設立の目的・事業 

 公益財団法人生涯学習かめおか財団（以下「生涯学習財団」という。）は、地域住民の

自発性に基づく生涯にわたる学習要求等に応えるため、生涯学習の機会や情報の提供、住

民の交流活動の支援、促進等必要な事業を行い、もって生涯学習の推進及び協働のまちづ

くりの推進に寄与することを目的とし、主に次の事業を行っている。 

〇生涯学習の振興に関する調査研究、啓発及び普及 

〇生涯学習の振興に資する国際化の推進、講座・講演会・その他先導的事業等の催しの

開催及び援助 

〇生涯学習の振興に資する文化、芸術事業及び教育、スポーツ等を通じて豊かな人間性

を涵養する事業 

〇生涯学習の振興に資する人材育成、活動支援、機会提供に関する事業 

〇住民の交流活動の支援、促進をするための事業 

〇生涯学習施設の管理運営事業 

イ 組織（平成３１年３月３１日現在） 

     ○役 員  理 事           １２人 

           （うち理事長１人、副理事長１人、常務理事１人） 

           監 事            ２人 

           顧 問            ８人 

           評議員           １４人 

     ○事務局  事務局長兼企画総務部長    １人 
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           課 長            ３人 

（うち事務局長兼企画総務部長兼務１人） 

           主 幹            ６人 

           主 任            ４人 

           主 査            １人 

           主 事            １人 

           嘱 託            １人 

           臨時職員           ９人 

 （２）補助金の概要 

 平成３０年度に亀岡市から生涯学習財団へ交付された補助金総額は64,088,060円で、監査

対象とした補助金は次のとおりである。 

                                 （単位：円） 

項 目 事業費 補助金額 補助内容 

公益財団法人生涯学習 

かめおか財団補助金 
76,951,477 64,088,060 

生涯学習財団に係る人件費

及び運営費に対する補助 

 

 （３）指定管理料の概要 

 平成３０年度に亀岡市から生涯学習財団へ支払われた、ガレリアかめおかに係る指定管理

料は206,723,000円である。 

 その内訳は、人件費（職員給与等）、事務費（委託費、光熱水費、修繕費等）となってい

る。 

 （４）監査の結果 

ア 生涯学習財団に対する監査の結果 

 監査の結果は次の事項を除いて、概ね適正であると認められた。 

 なお、監査執行の過程において口頭により指導を行った軽易な事項については、今後の

事務処理において留意されたい。 

（ア）補助金に係る出納、その他の事務について、次のような事例が見受けられた。 

ａ 生涯学習事業助成金の交付について、生涯学習事業助成申込書及び実績報告書が鉛

筆書きで提出されているものがあった。また、収支決算書に記入されている支出額と

領収書の合計が一致しないものがあった。 

 提出された書類のチェックを確実に行い、適正な事務処理をされたい。 

ｂ 週４日の勤務を要する職員の通勤手当の算出に誤りがあった。 

 生涯学習財団職員の通勤手当の支給については、公益財団法人生涯学習かめおか財

団職員給与規程（以下「生涯学習財団職員給与規程」という。）に亀岡市一般職員の

給与に関する条例を準用することが定められている。 

 生涯学習財団職員給与規程に基づき適正な事務処理をされたい。 

イ 生涯学習部市民力推進課に対する監査の結果 
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 監査の結果は次の事項を除いて、概ね適正であると認められた。 

 なお、監査執行の過程において口頭により指導を行った軽易な事項については、今後の

事務処理において留意されたい。 

（ア）補助金に係る出納、その他の事務について、次のような事例が見受けられた。 

ａ 生涯学習事業助成金の交付について、生涯学習事業助成申込書及び実績報告書が鉛

筆書きで提出されているものがあった。また、収支決算書に記入されている支出額と

領収書の合計が一致しないものがあった。 

 助成金交付については、適正な事務処理となるように、決裁等の過程において十分

な書類の確認を行うよう指導することにより改善されたい。 

ｂ 週４日の勤務を要する職員の通勤手当の算出に誤りがあった。 

 生涯学習財団職員給与規程に基づき、適正な事務処理となるよう指導されたい。 

（イ）指定管理に係る出納、その他の事務について、次のような事例が見受けられた。 

ａ 基本協定書において、管理運営業務の全部又は一部を第三者に請け負わせる場合は、

書面により発注者の承諾が必要と規定されているが、再委託申請書が提出されている

にもかかわらず、書面による承諾の手続きを行っていなかった。 

 基本協定書に基づき、書面による承諾を行うよう改善されたい。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市監査公表第３号 

 

 地方自治法第１９９条第５項の規定による監査を都市監査基準に準拠して実施し、同条第１１項

の規定に基づき監査の結果に関する報告を決定したので、同条第９項の規定により、次のとおり公

表する。 

 

   令和２年３月１８日 

 

                            亀岡市監査委員 関本孝一 

                            亀岡市監査委員 平本英久 

 

１ 監査の種類   令和元年度工事監査 

 

２ 監査の対象   亀岡運動公園体育館指定避難所施設整備工事（建築） 

          〔担当課：都市整備課、建築住宅課〕 

 

３ 監査の期間   令和元年１０月１５日から令和２年２月２０日 
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４ 監査の着眼点 

 当該工事の計画、設計、積算、契約事務、施工管理及び現場の施工等が適正に行われているか。 

 

５ 監査の主な実施内容 

 対象工事については、令和元年度において施工中の工事のうち、契約金額1,000万円以上のも

のの中から抽出した。 

 監査に当たっては、関係書類を調査するとともに関係職員から説明を聴取した。また、現地調

査を実施し、関係職員から説明を聴取した。 

 なお、当監査は工事技術に関する専門的知識を必要とするため、公益社団法人大阪技術振興協

会と工事監査に伴う技術調査及び技術的指導業務委託契約を締結し、技術士の専門的見地から書

類調査及び現地調査を行った。この監査結果報告は技術士の調査意見を参考とした。 

 

６ 監査の実施場所及び実施日 

   実施場所   亀岡市役所２階２０３会議室及び現地 

   実 施 日   令和元年１２月２５日 

 

７ 工事の概要 

（１）請負金額    202,950,000円 

      （内消費税 18,450,000円） 

（２）工  期   令和元年６月２５日～令和２年３月２４日 

（３）請負業者   旭・石村特定建設工事共同企業体 

（４）工事場所   亀岡市曽我部町穴太土渕 地内 

（５）工事概要 

     ・構 造  鉄筋コンクリート造一部鉄骨造 

     ・延床面積 7,619.54㎡ 

（６）工事内容 

   既存施設の改修工事 

   ア 空調設備改修関連工事 

   イ 自家発電設備関連工事 

   ウ トイレ・更衣室改修工事 

   エ 小体育室アスベスト対策工事 

   オ 防水改修工事 

 

８ 監査結果 

 亀岡運動公園は、亀岡市地域防災計画において広域避難場所に指定されている。また、亀岡運

動公園体育館（以下「体育館」という。）については、指定緊急避難場所（指定避難所）に指定

されている。 
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 体育館は、災害時には不特定多数の利用者

が同時に利用する指定避難所であることから、

空調設備改修等を実施することにより、指定

避難所における避難者の生活環境の改善を図

るとともに、常時の施設利用者の快適な施設

利用に寄与するため、改修工事を実施するも

のである。 

 当監査においては、当該工事の計画、設計、

積算、入札・契約、施工管理、試験検査、監

理監督等の各段階における技術的事項につい

て、技術士からの質問書を基に、書類調査及

び現地調査（書類調査及び出来形調査）を行

った。調査の結果、特に指摘すべき問題点は

見当たらず、概ね良好であった。 

 なお、個別の所見については以下のとおり

である。 

（１）工事着手前における技術調査 

  ア 計画・設計について 

（ア）小体育室天井仕上げ材にアスベスト

含有吹付材が使用されていた。その除

去作業が労働安全衛生規則第９０条第

５の２項に規定する「石綿等が吹き付

けられているものにおける石綿等の除

去作業」に該当するため、設計計画段

階で労働基準監督署と事前協議が行わ

れていた。その結果、労働安全衛生法

第８８条第３項に規定される「工事開

始１４日前までにアスベスト除去計画

書にまとめて届け出る」こととなり、

工事着手後、当該工事開始１４日前ま

での１０月７日に建設工事計画書が労

働基準監督署に提出されていることを

確認した。 

（イ）当該工事における標準仕様書は「公

共建築改修工事標準仕様書（建築工事

編）平成２８年版」の指定があり、根

拠が明確で適切であった。 

（ウ）特記仕様書の記載事項について、工

事現場の電気保安技術者は安全協力会

より選任され、既存施設の電気保安技

術者は関西電気保安協会から選任され

ていた。また、化学物質の濃度測定は

５物質、６箇所測定するよう規定され

ていることを確認した。 

（エ）施設を使用しながらの施工であり、

主要室である大体育室・小体育室につ

いては工事発注段階において施工時期

を条件付けし、施設利用者と工事範囲

を明確に区分する仮設計画を立て、安

全対策を施していることを確認した。 

（オ）環境配慮設計として、小体育室のア

スベスト含有吹付材の除去・処分を行

い、より安全な施設環境となるよう配

慮がなされていることを確認した。 

（カ）バリアフリーへの配慮として、既設

の多目的トイレの改修並びに、避難時

には避難所トイレとなる大体育室西側

の男女トイレを改修し、利用者が使用

しやすいトイレ環境となるよう配慮さ

れていることを確認した。 

（キ）外部設置・露出配管とすることで、

常時の保守メンテナンス及び更新のし

やすさに配慮がなされていることを確

認した。 

 以上、計画・設計については適正に行

われており、特に問題となるところは見

当たらなかった。 

  イ 積算について 

（ア）積算準拠基準は、国土交通省の「公

共建築工事積算基準（平成２９年

版）」であることを確認した。 

（イ）積算作業は、設計担当者がＲＩＢＣ

２（（一財）建築コスト管理システム

研究所）で平成３１年３月に作成し、

検算者及び所属長による確認が行われ

ており、適切であった。 
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（ウ）見積りは基本的に３者以上から徴収

し、最低価格に実勢掛け率を掛けて設

計内訳書を作成することを基本として

いる。実勢掛け率はヒアリングを行っ

ているとの説明であった。 

（エ）コンクリート、鉄筋等の材料単価は

刊行物（建設物価・積算資料）を参考

にして算出されていた。 

（オ）歩掛りは公共建築工事標準単価積算

基準に基づいていることを確認した。 

（カ）アスベスト除去工事は特殊工事であ

り、３者から見積りを徴収して掛け率

を加味して設計価格が設定されていた。 

 以上、積算については適正に行われて

おり、特に問題となるところは見当たら

なかった。 

  ウ 入札・契約について 

（ア）入札は一般競争入札で実施され、７

者が参加し、第１回目で落札している。 

 請負業者及び請負金額は「７ 工事

の概要」に記載のとおりである。なお、

契約保証金は20,295,000円で、保証会

社は西日本建設業保証株式会社である。 

（イ）工事請負契約日は令和元年６月２４

日で、令和元年亀岡市議会定例会６月

議会の議決日であった。 

（ウ）前払金は令和元年７月１８日に

79,700,000円を支払っており、保証会

社は西日本建設業保証株式会社であっ

た。 

 以上、入札・契約については適正に行

われており、特に問題となるところは見

当たらなかった。 

（２）工事着手後における技術調査事項 

  ア 施工管理 

  （ア）着工時書類について 

 工事着工届、工程表、施工体制台帳、

施工体系図、作業員名簿、労災保険加

入証明書、建設業退職金共済加入、コ

リンズ登録、現場代理人・監理技術者

の届出と資格者証、再生資源利用計画

書（建設資材搬入工事用）、再生資源

利用促進計画書（建設副産物搬出工事

用）等の着工時書類は整備されている

ことを確認した。 

 施工体制台帳には外国人建設就労者

及び外国人技能実習生の記載欄のある

ものが使用されているが、平成３１年

４月１日契約分より「特定技能１号」

の欄が増えているので、この欄のある

様式で再作成し保管するよう指示され

たい。また、施工体系図については、

公衆向け掲示板には貼ってあったが、

事務所内にも保管されていることが望

ましい。 

  （イ）施工計画書について 

 施工計画書は令和元年７月１６日に

作成、提出されていることを確認した。 

  （ウ）各種施工要領書について 

 各種工事の施工要領は、アスベスト

除去工事、軽鉄内装改修工事、防水改

修・塗装工事及び雨水配管（竪管）工

事の４種類について適切に作成されて

いることを確認した。この調査以降、

作成するものがあれば、工事前に作成、

提出を受けて承諾されたい。 

 とい（雨水）の管材種が設計図では

ＳＧＰ（配管用炭素鋼管）であるが、

工事指示書が出されて耐火二層管及び

耐火ＶＰ管に変更されていた。この調

査時点では設計変更はされていなかっ

たが、本市が定める設計変更における

ガイドラインに基づき、適正に工事の

変更調整をすることに留意されたい。 

  （エ）官庁届出書類について 

 共同企業体代表届等、各種届出が適
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切に提出されていることを確認した。 

  （オ）技能士の配置について 

 特記仕様書で指定された技能士が適

正に配置されていることを資格者証で

確認した。 

  （カ）写真記録について 

 工事写真記録は、調査時点において

は適正に整理されていた。 

  （キ）産業廃棄物の処理について 

 産業廃棄物の収集運搬・処理業者と

の委託契約書が整備されている。また

管理表（Ｅ表）の確認を行った。 

 特別管理廃棄物（廃石綿等）等の建

設副産物の処理については、再生資源

利用［促進］計画・実施書の作成を特

記仕様書で明記し、それに従って処理

されているとの説明があった。 

  イ 工程管理 

 毎週の工程はメールで、月間工程は月

１回の定例打合せで確認しているとの説

明があった。出来高カーブ記載の実施工

程表（進捗予想カーブと実績カーブ記

入）は「工事履行報告書（月報）」とし

て毎月提出されている。 

 アスベスト除去工事の作業完了報告書

が、完了後のモニタリングを含めて１２

月４日に提出されていることを確認した。 

 以上、工程管理については適正に行わ

れており、特に問題となるところは見当

たらなかった。 

  ウ 品質管理 

 使用機器・材料の承諾図が承諾されて

いることを確認した。現場施工・搬入時

検査は受注者の負担軽減のため書面での

やりとりは行っていないが、定例打合せ

等で日程調整を行い、随時実施している

との説明があった。 

 段階確認（一工程完了）検査は、アス

ベスト除去と屋上防水工事について行わ

れている。別途工事で設置する空調設備

機器の架台工事については、建築設備耐

震設計基準に準拠して、機器重量を加味

した上で耐震計算を行い、アンカー太さ

及び本数が適正に施工されていることを

確認した。 

 なお、材料・機器受入検査記録及び納

入伝票は、調査時点において受注者で整

理中であった。 

 以上、品質管理については適正に行わ

れており、特に問題となるところは見当

たらなかった。 

  エ 安全管理 

 別途工事（電気工事、機械工事）の受

注者と共に３者で災害防止協議会を月１

回行っている（常時作業者数は総数で 

５０人に満たない）。安全教育規約を定

め、新規入場者教育、ＫＹ（危機予知）

活動（毎朝）及び安全パトロール（月１

回）を実施し、調査時点まで無事故であ

ることを確認した。 

 仮囲い及び保安施設については、施設

管理者（指定管理者）と協議の結果、外

部足場に第三者進入防止用の仮設フェン

スを設置している。 

 工事車両等の交通安全対策として、常

時、交通誘導員を配置するとともに、作

業内容等により増員している。工事車両

の入退場、駐車を規定した仮設計画を策

定し、工事関係車両には標章を掲示する

ことで、一般車両との交錯や人員動線の

交錯が起こらないよう配慮している。 

 周辺住民に対する安全安心の配慮とし

て、施設管理者と工事範囲や工程等の共

有を図るとともに、工事範囲を明確に区

分して安全性を確保している。更に、大

型資機材の搬入や音のでる作業等は、可
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能な限り休館日（火曜日）を中心とした

施工として、施設利用者への影響を抑え

るとともに安全に配慮しているとの説明

があった。 

 現場の整理整頓は適正に行われており、

安全上何ら問題はなかった。 

 以上、安全管理については適正に行わ

れており、特に問題となるところは見当

たらなかった。 

  オ 試験・検査 

 シーリング材簡易接着性試験とアン 

カー引抜試験の試験がなされていること

を確認した。工事監督員が立会っている

ことを日誌及び立会い時の写真で確認し

た。 

 以上、試験・検査については適正に行

われており、特に問題となるところは見

当たらなかった。 

（３）工事監理について 

 工事監理は、工事監理委託先の担当者が

設計意図の伝達業務として月１回現場で打

合せを行っている。 

 工事監理計画書及び工事監理記録（月

報）を確認した。 

（４）長期修繕計画について 

 平成２２年に３０年間にわたる長寿命化

計画が策定されている。今回の整備計画を

踏まえ、長寿命化計画の見直しを行う予定

であるとの説明があった。 

（５）現場出来形調査における所見 

  ア 現場施工状況について 

 小体育室内外部、屋上防水補修工事、

窓サッシ補修工事等について現場確認を

行った。現場の出来形について指摘すべ

き事項はなかった。 

  イ 工事現場掲示物について 

 公衆の見やすい工事フェンスに掲示が

行われていた。 

  ウ 安全対策について 

 外部足場の安全性、ごみコンテナや場

内の整理整頓は行き届いており、安全上

何ら問題はなかった。 

  エ 今後の工事における要望事項 

 工事進捗率は計画７０％に対して実績

６０％であった。１０％の遅れがあるが、

工期内完成には何ら問題はなさそうであ

る。常時進捗を管理し、工期内完成を無

事故で達成されたい。 

（６）その他の所見 

 当該工事の主要項目である特別管理廃棄

物（アスベスト）の除去作業については、

各種法規に則り、事前の労働基準監督署と

の協議、作業場所の養生、作業服、ＨＥＰ

Ａフィルター（エアフィルター）を通して

の排気設備の設置、エアーシャワーの設置

等が適正に行われていることを確認した。

また、除去前、除去後に加え、作業中もア

スベスト濃度測定を行い、その記録をしっ

かりと保管しており、今後の同種除去作業

の模範となるものであった。 

 

 以上が工事監査の結果である。なお、監査執

行の過程において、軽易なものについては調査

実施日に口頭で指導を行ったところである。 

 今後は、本市の厳しい財政状況に鑑み、直接

的な工事コストだけではなく、将来的な維持管

理費を含めたコスト削減に引き続き努められた

い。 

 

「掲示済」 
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 亀岡市監査公表第４号 

 

 地方自治法第１９８条の４第１項の規定によ

り亀岡市監査基準を定めたので、同条第３項の

規定により次のとおり公表する。 

 

   令和２年３月２３日 

 

       亀岡市監査委員 関本孝一 

       亀岡市監査委員 平本英久 

 

亀岡市監査基準 

 

目次 

 第１章 総則（第１条－第４条） 

 第２章 一般基準（第５条－第１１条） 

 第３章 実施基準（第１２条－第１９条） 

 第４章 報告基準（第２０条－第２４条） 

 附則 

 

    第１章 総則 

 

 （目的） 

第１条 亀岡市監査基準（以下「本基準」とい

う。）は、地方自治法（昭和２２年法律第 

６７号。以下「法」という。）、地方公営企

業法（昭和２７年法律第２９２号。以下「公

企法」という。）及び地方公共団体の財政の

健全化に関する法律（平成１９年法律第９４

号。以下「健全化法」という。）の規定に基

づき、本基準第４条第１項第１号から第９号

までの監査（以下「監査」という。）、同項

第１０号の検査（以下「検査」という。）及

び同項第１１号から第１４号までの審査（以

下「審査」という。）並びにその他の行為の

実施及び報告等に関して監査委員のよるべき

基本事項を定めることを目的とする。 

 （規範性） 

第２条 本基準は法第１９８条の３第１項に規

定する監査基準であり、監査委員は、本基準

に従って監査、検査及び審査（以下「監査

等」という。）並びに法令の規定により監査

委員が行うこととされているその他の行為を

実施するものとする。なお、本基準に定めら

れていない事項については、一般に公正妥当

と認められる他の関連する基準等を参考にす

るものとする。 

 （監査等の目的） 

第３条 監査等の目的は、本市の行財政運営に

ついて、健全性及び透明性の確保に寄与し、

また、事務の管理及び執行等について、法令

に適合し、正確で、経済的、効率的かつ効果

的な実施を確保し、もって市民の福祉の増進

と市政への信頼確保に資することである。 

２ 監査委員は、自ら入手した証拠等を基に監

査等の結果を形成し、第２１条に規定する監

査等の結果に関する報告等を決定し、これを

議会及び市長等に提出する。 

 （監査等の種類及びそれぞれの目的） 

第４条 監査等の種類及びそれぞれの目的は、

次に掲げるとおりとする。 

⑴ 財務監査（法第１９９条第１項） 財務

に関する事務の執行及び経営に係る事業の

管理が法令に適合し、正確で、最少の経費

で最大の効果を挙げるようにし、その組織

及び運営の合理化に努めているか監査する

こと。 

⑵ 行政監査（法第１９９条第２項） 事務

の執行が法令に適合し、正確で、最少の経

費で最大の効果を挙げるようにし、その組

織及び運営の合理化に努めているか監査す

ること。 

⑶ 住民の直接請求に基づく監査（法第７５

条） 選挙権を有する者の５０分の１以上

の連署による請求に基づき、事務の執行が

法令に適合し、正確で、最少の経費で最大
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の効果を挙げるようにし、その組織及び運

営の合理化に努めているか監査すること。 

⑷ 議会の請求に基づく監査（法第９８条第

２項） 議会の請求に基づき、事務の執行

が法令に適合し、正確で、最少の経費で最

大の効果を挙げるようにし、その組織及び

運営の合理化に努めているか監査すること。 

⑸ 市長の要求に基づく監査（法第１９９条

第６項） 市長の要求に基づき、事務の執

行が法令に適合し、正確で、最少の経費で

最大の効果を挙げるようにし、その組織及

び運営の合理化に努めているか監査するこ

と。 

⑹ 財政援助団体等に対する監査（法第  

１９９条第７項） 補助金、交付金、負担

金等の財政的援助を与えている団体、出資

している団体、借入金の元金又は利子の支

払を保証している団体、信託の受託者及び

公の施設の管理を行わせている団体の当該

財政的援助等に係る出納その他の事務の執

行が当該財政的援助等の目的に沿って行わ

れているか監査すること。 

⑺ 公金の収納又は支払事務に関する監査

（法第２３５条の２第２項又は公企法第 

２７条の２第１項） 監査委員が必要と認

めるとき、又は市長若しくは企業管理者の

要求があるときに、指定金融機関等の公金

の出納事務が正確に行われているかを監査

すること。 

⑻ 住民監査請求に基づく監査（法第２４２

条） 住民が、市の職員等による違法又は

不当な財務会計上の行為、又は財務会計上

の怠る事実があると認め、監査請求を行っ

たときに、請求に理由があるか等を監査す

ること。 

⑼ 市長又は企業管理者の要求に基づく職員

の賠償責任に関する監査（法第２４３条の

２の２第３項又は公企法第３４条） 市長

又は企業管理者の要求に基づき職員が市に

損害を与えた事実があるか監査すること。 

⑽ 例月現金出納検査（法第２３５条の２第

１項） 会計管理者等の現金の出納事務が

正確に行われているか検査すること。 

⑾ 決算審査（法第２３３条第２項又は公企

法第３０条第２項） 決算その他関係書類

が法令に適合し、かつ正確であるか審査す

ること。 

⑿ 基金の運用状況審査（法第２４１条第５

項） 基金の運用の状況を示す書類の計数

が正確であり、基金の運用が確実かつ効率

的に行われているか審査すること。 

⒀ 健全化判断比率審査（健全化法第３条第

１項） 健全化判断比率並びにその算定の

基礎となる事項を記載した書類が法令に適

合し、かつ正確であるか審査すること。 

⒁ 資金不足比率審査（健全化法第２２条第

１項） 資金不足比率並びにその算定の基

礎となる事項を記載した書類が法令に適合

し、かつ正確であるか審査すること。 

２ 前項第１号に規定する財務監査は、定期監

査（法第１９９条第４項）又は随時監査（法

第１９９条第５項）として実施する。 

３ 法令の規定により監査委員が行うこととさ

れているその他の行為については、法令の規

定に基づき、かつ、本基準の趣旨に鑑み、実

施するものとする。 

 

    第２章 一般基準 

 

 （倫理規範） 

第５条 監査委員は、高潔な人格を維持し、い

かなる場合も信義に則り誠実な態度を保持す

るものとする。 

２ 監査委員は、常に、独立的かつ客観的な立

場で公正不偏の態度を保持し、正当な注意を

払ってその職務を遂行するものとする。 
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３ 監査委員は、職務上知り得た秘密を他に漏

らし、又は他の目的に利用してはならない。

その職を退いた後も同様とする。 

４ 監査委員は、地方公共団体の財務管理、事

業の経営管理その他行政運営に関し優れた識

見を有することが求められ、第３条の目的を

果たすため、自らの能力の向上と知識の蓄積

を図り、常に自己研さんに努めるものとする。 

 （指導的機能の発揮） 

第６条 監査委員は、第３条の目的を果たすた

め、監査等の対象組織に対し、適切に指導的

機能を発揮するものとする。 

 （監査等の実施） 

第７条 監査委員は、必要に応じて監査等の対

象に係るリスク（組織目的の達成を阻害する

要因をいう。以下同じ。）を識別し、そのリ

スクの内容及び程度を検討した上で、効果的

かつ効率的に監査等を実施するものとする。

なお、その場合のリスクの内容及び程度の検

討に当たっては、必要に応じて内部統制の整

備及び運用状況の有効性を評価した上で総合

的に判断するものとする。 

２ 監査委員は、監査等の種類に応じ、内部統

制に依拠する程度を勘案し、適切に監査等を

行うものとする。 

 （報告の徴取） 

第８条 監査委員は、地方自治法施行令（昭和

２２年政令第１６号。以下「法施行令」とい

う。）第１６８条の４第３項又は地方公営企

業法施行令（昭和２７年政令第４０３号）第

２２条の５第３項の規定により、指定金融機

関等に対する検査の結果について、会計管理

者又は企業管理者に対して報告を求めること

ができる。 

２ 監査委員は、法施行令第１５８条の２第５

項の規定により、地方税の収納事務の受託者

に対する検査の結果について、会計管理者に

対して報告を求めることができる。 

 （監査調書等の作成及び保存） 

第９条 監査委員は、年間監査計画及び実施計

画（以下「監査等の計画」という。）、監査

等の内容、判断の過程、結果及び関連する証

拠その他の監査委員が必要と認める事項を監

査調書等として作成し、亀岡市文書取扱規則

（平成１３年亀岡市規則第２７号）に基づき、

適切に保存するものとする。 

 （情報管理） 

第１０条 監査委員は、監査等において入手し、

又は作成した情報が意図せず外部に流出しな

いよう、情報管理を徹底するものとする。 

２ 監査委員は、監査等において入手した個人

情報について、亀岡市個人情報保護条例（平

成１２年亀岡市条例第３７号）等に基づき適

切に取り扱うものとする。 

 （品質管理） 

第１１条 監査委員は、本基準に則ってその職

務を遂行するに当たり求められる質を確保す

るために必要な品質管理の方針と手続を定め

るものとする。 

２ 監査委員は、前項の品質管理の方針と手続

に従い、監査等が適切に実施されていること

を定期的に評価するものとする。 

３ 監査委員は、監査委員の事務を補助する職

員等を適切に監督し、指導するものとする。 

４ 監査委員は、監査委員の事務を補助する職

員に対し、監査委員の職務が本基準に則って

遂行されるよう、地方公共団体の財務管理、

事業の経営管理その他行政運営に関して、自

らの専門能力の向上と知識の蓄積を図るよう

研さんに努めさせるものとする。 

 

    第３章 実施基準 

 

 （合理的な基礎の形成） 

第１２条 監査委員は、監査等の実施に当たり、

十分かつ適切な監査等の証拠等を入手して、
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決定する監査等の結果の合理的な基礎を形成

するものとする。 

 （監査等の実施方針及び計画の策定） 

第１３条 監査委員は、本市を取り巻く内外の

環境、リスク、過去の監査結果、監査結果に

対する措置の状況、監査資源等を総合的に勘

案し、監査等の方向性や重点項目等の実施方

針を策定するものとする。なお、当該実施方

針は、環境等の変化に応じて適宜見直すもの

とする。 

２ 監査委員は、前項の実施方針に基づき、監

査等を効果的、効率的に実施することができ

るように、監査等の計画を策定するものとす

る。 

３ 監査委員は、年間監査計画の策定に当たり、

リスクの内容及び程度、過去の監査結果、過

去の監査の結果に対する措置の状況、監査資

源等を総合的に勘案した上で、次に掲げる事

項を定めるものとする。 

⑴ 実施予定の監査等の種類及び対象 

⑵ 監査等の対象別実施予定時期 

⑶ 監査等の実施体制 

⑷ その他必要と認める事項 

４ 監査委員は、実施計画の策定に当たり、必

要に応じて監査等の対象に係るリスクの内容

及び程度を検討した上で、その程度に応じて

体系的に次に掲げる事項を定めるものとする。 

⑴ 監査等の種類 

⑵ 監査等の対象 

⑶ 監査等の着眼点 

⑷ 監査等の主な実施手続 

⑸ 監査等の実施場所及び日程 

⑹ 監査等の担当者及び事務分担 

⑺ その他監査等の実施上必要と認める事項 

 （監査等の計画の変更） 

第１４条 監査委員は、監査等の計画の前提と

して把握した事象や環境等が変化した場合又

は監査等の実施過程で、事前のリスク評価に

重大な影響を与えるような新たな事実を発見

した場合には、必要に応じて適宜監査等の計

画を変更するものとする。 

 （監査等の手続） 

第１５条 監査委員は十分かつ適切な監査等の

証拠等を入手できるよう、必要に応じて監査

等の対象に係るリスクを識別し、内部統制の

整備及び運用状況の有効性を評価し、そのリ

スクの内容及び程度を検討した上で、実施す

べき監査等の手続を定めるものとする。 

２ 監査委員は、監査等の結果及び意見を決定

するに足る合理的な基礎を形成するために、

監査等の手続を定めるに当たり、有効性、効

率性、経済性、合規性に着目し、併せて実在

性、網羅性、権利と義務の帰属、評価の妥当

性、期間配分の適切性、表示の妥当性等も考

慮するものとする。 

３ 監査等の手続は、試査又は精査による。な

お、監査等の実施の結果、異常の兆候を発見

した場合等必要と認める場合は、監査等の手

続を追加して実施するものとする。 

４ 監査委員は、監査等の実施の結果、想定し

ていなかった事象若しくは状況が生じた場合、

新たな事実を発見した場合又は不正の兆候若

しくは事実を発見した場合には、適宜監査等

の手続を追加して十分かつ適切な監査等の証

拠を入手し、監査等の結果及び意見の合理的

な基礎を形成するものとする。 

 （実施すべき監査等の手続の適用） 

第１６条 監査委員は、効果的かつ効率的に十

分かつ適切な監査等の証拠を入手するため、

実査、立会、確認、証憑突合、帳簿突合、計

算突合、分析的手続、質問、観察、閲覧等の

手法について、得られる証拠力の強弱やその

容易性を勘案して適宜これらを組み合わせる

等により、最も合理的かつ効果的となるよう

選択の上、実施すべき監査等の手続として適

用するものとする。 
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 （各種の監査等の有機的な連携及び調整） 

第１７条 監査委員は、各種の監査等が相互に

有機的に連携して行われるよう調整し、監査

等を行うものとする。 

 （他者情報の利活用及び調整） 

第１８条 監査委員は、監査等の実施に当たり、

市長部局等（法第１９９条第７項に規定する

財政援助団体等を含む。）の内部監査人、監

査役、監事等と必要に応じて連携の上情報収

集を図り、効果的かつ効率的な監査等の実施

に努めるものとする。 

２ 監査委員は、前項に掲げる者から得た情報

を利活用する場合には、それらの品質管理の

状況等に基づく信頼性の程度を勘案して、利

活用する程度及び方法を決定するものとする。 

３ 監査委員は、学識経験者等から意見を聴く

場合、その必要性を吟味し、自らの責任にお

いて利用するものとする。 

 （弁明、見解等の聴取） 

第１９条 監査委員は、原則として、監査等を

実施した結果導き出される指摘、意見及び勧

告等に関する報告の決定の前に、対象部局等

の長から弁明、見解等を聴取するものとする。 

 

    第４章 報告基準 

 

 （監査等の結果に関する報告等の提出等） 

第２０条 監査委員は、監査（第４条第１項第

８号の監査を除く。）又は検査を終了したと

きは、結果に関する報告を議会及び市長等

（第４条第１項第９号の監査においては市長

又は企業管理者）へ提出するものとする。な

お、監査（第４条第１項第７号から第９号ま

での監査を除く。）の結果に基づいて、必要

があると認める場合は、結果に関する報告に

添えて意見を提出するとともに、当該報告の

うち特に措置を講ずる必要があると認める事

項については勧告することができる。 

２ 監査委員は、審査を終了したときは、意見

を市長に提出するものとする。 

３ 監査委員は、監査等の結果に関する報告等

の提出に当たり、市民が理解しやすいように

平易かつ簡潔明瞭な表現とするよう努めるも

のとする。 

（監査等の結果に関する報告等への記載事項） 

第２１条 監査等の結果に関する報告等には、

原則として次に掲げる事項を記載するものと

する。 

⑴ 本基準に準拠している旨 

⑵ 監査等の種類 

⑶ 監査等の対象 

⑷ 監査等の着眼点 

⑸ 監査等の主な実施内容 

⑹ 監査等の実施場所及び日程 

⑺ 監査等の結果 

⑻ その他必要と認める事項 

２ 前項第７号の監査等の結果には、次の各号

に掲げる監査等の種類に応じて、重要な点に

おいて当該各号に定める事項が認められる場

合にはその旨その他監査委員が必要と認める

事項を記載するものとする。 

⑴ 財務監査 前項第１号から第６号までの

記載事項のとおり監査した限りにおいて、

監査の対象となった事務が法令に適合し、

正確に行われ、最少の経費で最大の効果を

挙げるようにし、その組織及び運営の合理

化に努めていること。 

⑵ 行政監査 前項第１号から第６号までの

記載事項のとおり監査した限りにおいて、

監査の対象となった事務が法令に適合し、

正確に行われ、最少の経費で最大の効果を

挙げるようにし、その組織及び運営の合理

化に努めていること。 

⑶ 住民の直接請求に基づく監査 前項第１

号から第６号までの記載事項のとおり監査

した限りにおいて、監査の対象となった事
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務が法令に適合し、正確に行われ、最少の

経費で最大の効果を挙げるようにし、その

組織及び運営の合理化に努めていること。 

⑷ 議会の請求に基づく監査 前項第１号か

ら第６号までの記載事項のとおり監査した

限りにおいて、監査の対象となった事務が

法令に適合し、正確に行われ、最少の経費

で最大の効果を挙げるようにし、その組織

及び運営の合理化に努めていること。 

⑸ 市長の要求に基づく監査 前項第１号か

ら第６号までの記載事項のとおり監査した

限りにおいて、監査の対象となった事務が

法令に適合し、正確に行われ、最少の経費

で最大の効果を挙げるようにし、その組織

及び運営の合理化に努めていること。 

⑹ 財政援助団体等に対する監査 前項第１

号から第６号までの記載事項のとおり監査

した限りにおいて、監査の対象となった財

政援助団体等の当該財政的援助等に係る出

納その他の事務の執行が当該財政的援助等

の目的に沿って行われていること。 

⑺ 公金の収納又は支払事務に関する監査 

前項第１号から第６号までの記載事項のと

おり監査した限りにおいて、監査の対象と

なった事務が正確に行われていること。 

⑻ 住民監査請求に基づく監査 前項第１号

から第６号までの記載事項のとおり監査し

た限りにおいて、監査の対象となった請求

に理由があること。 

⑼ 市長又は企業管理者の要求に基づく職員

の賠償責任に関する監査 前項第１号から

第６号までの記載事項のとおり監査した限

りにおいて、監査の対象となった事実があ

ること。 

⑽ 例月現金出納検査 前項第１号から第６

号までの記載事項のとおり検査した限りに

おいて、会計管理者等の現金の出納事務が

正確に行われていること。 

⑾ 決算審査 前項第１号から第６号までの

記載事項のとおり審査した限りにおいて、

決算その他関係書類が法令に適合し、かつ

正確であること。 

⑿ 基金の運用状況審査 前項第１号から第

６号までの記載事項のとおり審査した限り

において、市長から提出された基金の運用

の状況を示す書類の計数が正確であると認

められ、基金の運用が確実かつ効率的に行

われていること。 

⒀ 健全化判断比率審査 健全化判断比率及

びその算定の基礎となる事項を記載した書

類が法令に適合し、かつ正確であること。 

⒁ 資金不足比率審査 資金不足比率及びそ

の算定の基礎となる事項を記載した書類が

法令に適合し、かつ正確であること。 

３ 第１項第７号の監査等の結果には、前項各

号に掲げる監査等の種類に応じて、重要な点

において当該各号に定める事項が認められな

い場合にはその旨その他監査委員が必要と認

める事項を記載するものとする。 

４ 監査委員は、是正又は改善が必要である事

項が認められる場合、その内容を監査等の結

果に記載するとともに、必要に応じて、監査

等の実施過程で明らかとなった当該事項の原

因等を記載するよう努めるものとする。 

５ 監査委員は、重大な制約等により重要な監

査等の手続を実施できず、監査又は検査の結

果及び意見を決定するための合理的な基礎を

形成することができなかった場合には、必要

に応じて監査等の結果に関する報告等にその

旨、内容及び理由等を記載するものとする。 

 （監査委員の合議） 

第２２条 次に掲げる事項の決定は、監査委員

の合議によるものとする。 

⑴ 第４条第１項第１号から第６号まで、及

び第９号に定める監査結果 

⑵ 第４条第１項第８号に定める監査及び勧
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告 

⑶ 第４条第１項第１１号から第１４号まで

に定める審査意見 

２ 監査委員は、監査等の結果に関する報告の

決定について、各監査委員の意見が一致しな

いことにより、前項の合議により決定するこ

とができない事項がある場合には、その旨及

び当該事項についての各監査委員の意見を議

会及び市長等に提出するとともに公表するも

のとする。 

 （監査等の結果に関する報告等の公表） 

第２３条 監査委員は、監査等の結果に関する

報告等のうち、第４条第１項第１号から第６

号まで及び第８号について、次に掲げる事項

を、監査委員全員（除斥その他の事由により

監査等を実施しなかった監査委員を除く。）

の連名で速やかに公表するものとする。 

⑴ 監査の結果に関する報告の内容 

⑵ 監査の結果に関する報告に添える意見の

内容 

⑶ 監査の結果に関する報告に係る勧告の内

容 

 （措置状況の報告等） 

第２４条 監査委員は、監査の結果に関する報

告を提出した者及び監査の結果に関する報告

に係る勧告をした者に、適時、措置状況の報

告を求めるよう努めるものとする。 

２ 監査委員は、監査の結果に関する報告を提

出した者及び監査の結果に関する報告に係る

勧告をした者から、措置の内容の通知を受け

た場合は当該措置の内容を公表するものとす

る。 

３ 監査委員は、第４条第１項第８号の住民監

査請求に基づく監査に係る勧告に基づき、議

会又は市長等から必要な措置を講じた旨通知

があったときは、これを請求人に通知し、か

つ、公表するものとする。 

 

   附 則 

 

 この基準は、令和２年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 
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教育委員会欄 
 

 

 

規 則 
 

 亀岡市立小学校、中学校及び義務教育学校の

教育職員の業務量の適切な管理等に関する規則

をここに公布する。 

 

   令和２年３月２３日 

 

         亀岡市教育委員会 

           教育長 神先宏彰 

 

 亀岡市教育委員会規則第２号 

 

亀岡市立小学校、中学校及び義務

教育学校の教育職員の業務量の適

切な管理等に関する規則 

 

 （趣旨） 

第１条 この規則は、職員の給与等に関する条

例（昭和３１年京都府条例第２８号。以下

「条例」という。）第３７条の５の規定によ

り、公立の義務教育諸学校等の教育職員の給

与等に関する特別措置法（昭和４６年法律第

７７号）第７条第１項に規定する指針（以下

「指針」という。）を踏まえ、亀岡市立小学

校、中学校及び義務教育学校の教育職員の業

務量の適正な管理等に関し必要な事項を定め

るものとする。 

（業務を行う時間から所定の勤務時間を除い

た時間及び月数の上限） 

第２条 教育委員会は、教育職員の健康及び福

祉の確保を図ることにより学校教育の水準の

維持向上に資するよう、教育職員が業務を行

う時間（指針に規定する在校等時間をいう。

以下同じ。）から所定の勤務時間（祝日法に

基づく休日及び年末年始の休日並びに条例第

１８条第１項前段に規定する人事委員会規則

で定める日及び同項後段に規定する人事委員

会規則で定める日（それぞれ代休日が指定さ

れた日を除く。）以外の日における正規の勤

務時間をいう。以下同じ。）を除いた時間を

次に掲げる時間の上限の範囲内とするため、

教育職員の業務量の適切な管理を行う。 

⑴ １月について４５時間 

⑵ １年について３６０時間 

２ 教育委員会は、教育職員が児童生徒等に係

る通常予見することのできない業務量の大幅

な増加等に伴い、一時的又は突発的に所定の

勤務時間外に業務を行わざるを得ない場合に

は、前項の規定にかかわらず、教育職員が業

務を行う時間から所定の勤務時間を除いた時

間を次の各号に掲げる時間及び月数の上限の

範囲内とするため、教育職員の業務量の適切

な管理を行う。 

⑴ １月について１００時間未満 

⑵ １年について７２０時間 

⑶ １月ごとに区分した各期間に当該各期間

の直前の１月、２月、３月、４月及び５月

の期間を加えたそれぞれの期間において１

月当たりの平均時間について８０時間 

⑷ １年のうち１月において所定の勤務時間

以外の時間において４５時間を超えて業務

を行う月数について６月 

 （委任） 

第３条 この規則に定めるもののほか、教育職

員の業務量の適切な管理その他教育職員の健

康及び福祉の確保を図るために必要な事項に

ついては、教育長が別に定める。 

 

   附 則 

 

 この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

「掲示済」 
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 亀岡市就学援助規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

   令和２年３月２３日 

 

                        亀岡市教育委員会教育長 神先宏彰 

 

 亀岡市教育委員会規則第３号 

 

亀岡市就学援助規則の一部を改正する規則 

 

 亀岡市就学援助規則（平成１９年亀岡市教育委員会規則第８号）の一部を次のように改正する。 

 

 第４条第１項中第１０号を第１１号とし、第９号を第１０号とし、第８号の次に次の１号を加え

る。 

⑼ 昼食費（亀岡市中学校選択制デリバリー弁当） 

 第７条第１項中「同項第５号及び第１０号」を「同項第５号、第９号及び第１１号」に改め、同

条第２項中「第４条第１項第１０号」を「第４条第１項第１１号」に改め、同条第３項中「第４条

第１項第２号」の次に「及び第９号」を加える。 

 別記第１号様式中 

「 

家
族
構
成
（
児
童
生
徒
を
含
む
。
） 

氏    名 生年月日 続柄 職業・学年 
勤務先・学校名 

（平均月収） 

    年 月 日 保護者  
 

（    円） 

    年 月 日   
 

（    円） 

    年 月 日   
 

（    円） 

    年 月 日   
 

（    円） 

    年 月 日   
 

（    円） 

    年 月 日   
 

（    円） 

                                          」 

を 
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「 

家
族
構
成
（
児
童
生
徒
を
含
む
。
） 

氏    名 生年月日 続柄 職業・学年 
勤務先・学校名 

（平均月収） 

    年 月 日 保護者  
 

（    円） 

    年 月 日   
 

（    円） 

    年 月 日   
 

（    円） 

    年 月 日   
 

（    円） 

    年 月 日   
 

（    円） 

    年 月 日   
 

（    円） 

振
込
口
座 

金融機関名 

          銀行 

         信用金庫         支店 

          農協 

預金種別 普通・当座 

口座番号  

フリガナ  

口座名義人  

※振込口座は、認定された場合に昼食費（亀岡市中学校選択制デリバリー弁当）の支給に関してのみ使用します。 

※亀岡市立中学校・義務教育学校（後期課程）に就学の生徒に係る認定申込の場合のみ記入してください。 

                                          」 

に改める。 

 別記第１号様式裏面中 

「 

誓  約  書 

 亀岡市就学援助規則第９条に規定する認定の取消しを受けた場合は、既に支給された就

学援助費を返還します。 

           申込者（保護者） 氏 名               ㊞   

                                          」 

を 

「 

誓  約  書 

 亀岡市就学援助規則第９条に規定する認定の取消しを受けた場合は、既に支給された就

学援助費を返還します。 

           申込者（保護者） 氏 名               ㊞   
 

＜必要書類＞ 

振込口座の通帳の写し（金融機関名、店番、預金種別、口座番号、口座名義人が確認できるもの） 

※亀岡市立中学校・義務教育学校（後期課程）に就学の生徒に係る認定申込の場合のみ必ず添付して

ください。 

                                          」 

に改める。 
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 別記第２号様式中 

「※口座は、認定された場合に新入学児童生徒学用品費に関してのみ使用します。」 

を 

「※振込口座は、認定された場合に新入学児童生徒学用品費及び昼食費（亀岡市中学校選択制デ 

リバリー弁当）の支給に関してのみ使用します。                   」 

に、 

「２ 新入学児童生徒学用品費以外の支給に関しては、亀岡市教育委員会から保護者の口座への 

振込は行いません。（学校長を通じて行います。）                  」 

を 

「２ 新入学児童生徒学用品費、昼食費（亀岡市中学校選択制デリバリー弁当）及び医療費以外 

の支給に関しては、学校長をを通じて行います。                   」 

に改める。 

 別記第３号様式中 

「 

◇修学旅行費 ◇医療費 ◇独立行政法人日本スポーツ振興センター掛金 

※学用品費等については、生活保護法に定める教育扶助費で対応されています。 

                                          」 

を 

「 

◇修学旅行費 ◇昼食費（亀岡市中学校選択制デリバリー弁当） ◇医療費 

◇独立行政法人日本スポーツ振興センター掛金 

※学用品費等については、生活保護法に定める教育扶助費で対応されています。 

                                          」 

に、 

「 

◇学用品費 ◇通学用品費 ◇新入学児童生徒学用品費 ◇校外活動費 

◇修学旅行費 ◇体育実技用具費 ◇通学費 ◇学校給食費 

◇卒業アルバム代 ◇医療費 

◇独立行政法人日本スポーツ振興センター掛金 

                                          」 

を 

「 

◇学用品費 ◇通学用品費 ◇新入学児童生徒学用品費 ◇校外活動費 

◇修学旅行費 ◇体育実技用具費 ◇通学費 ◇学校給食費 

◇昼食費（亀岡市中学校選択制デリバリー弁当） ◇卒業アルバム代 ◇医療費 

◇独立行政法人日本スポーツ振興センター掛金 

                                          」 

に、 



 
亀 岡 市 公 報 

 129

第９０３号令和２年４月１５日発行 

「◎就学援助費の支給は、学校長を通じて行います。」 

を 

「◎昼食費（亀岡市中学校選択制デリバリー弁当）及び医療費以外の就学援助費の支給は、入学 

後、学校長を通じて行います。                           」 

に改める。 

 別記第４号様式中 

「 

◇学用品費 ◇通学用品費 ◇新入学児童生徒学用品費 ◇校外活動費 ◇修学旅行費 

◇体育実技用具費 ◇通学費 ◇学校給食費 ◇卒業アルバム代 ◇医療費 

◇独立行政法人日本スポーツ振興センター掛金 

                                          」 

を 

「 

◇学用品費 ◇通学用品費 ◇新入学児童生徒学用品費 ◇校外活動費 ◇修学旅行費 

◇体育実技用具費 ◇通学費 ◇学校給食費 ◇昼食費（亀岡市中学校選択制デリバリー弁当） 

◇卒業アルバム代 ◇医療費 ◇独立行政法人日本スポーツ振興センター掛金 

                                          」 

に、 

「◎新入学児童生徒学用品費以外の就学援助費の支給は、入学後、学校長を通じて行います。」 

を 

「◎新入学児童生徒学用品費、昼食費（亀岡市中学校選択制デリバリー弁当）及び医療費以外の 

就学援助費の支給は、入学後、学校長を通じて行います。               」 

に改める。 

 

   附 則 

 

 この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 
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 亀岡市放課後児童健全育成事業の実施に関す

る条例施行規則の一部を改正する規則をここに

公布する。 

 

   令和２年３月２５日 

 

         亀岡市教育委員会 

           教育長 神先宏彰 

 

 亀岡市教育委員会規則第４号 

 

亀岡市放課後児童健全育成事業の

実施に関する条例施行規則の一部

を改正する規則 

 

 亀岡市放課後児童健全育成事業の実施に関す

る条例施行規則（平成２１年亀岡市教育委員会

規則第８号）の一部を次のように改正する。 

 

 附則第２項及び同項の表を削り、附則第１項

の見出し及び項番号を削る。 

 

   附 則 

 

 この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

 地方公務員法及び地方自治法の一部を改正す

る法律の施行に伴う関係規則の整備に関する規

則をここに公布する。 

 

   令和２年３月２５日 

 

         亀岡市教育委員会 

           教育長 神先宏彰 

 

 亀岡市教育委員会規則第５号 

 

地方公務員法及び地方自治法の一

部を改正する法律の施行に伴う関

係規則の整備に関する規則 

 

 （亀岡市教育委員会基本規則の一部改正） 

第１条 亀岡市教育委員会基本規則（昭和３１

年亀岡市教育委員会規則第１号）の一部を次

のように改正する。 

 第１７条中「嘱託」を「非常勤の職員」に

改める。 

（亀岡市教育委員会の権限に属する事務の委

任及び補助執行に関する規則の一部改正） 

第２条 亀岡市教育委員会の権限に属する事務

の委任及び補助執行に関する規則（平成２７

年亀岡市教育委員会規則第４号）の一部を次

のように改正する。 

 第２条中「非常勤嘱託及び臨時的任用職

員」を「臨時的任用職員及び非常勤職員」に

改める。 

（亀岡市社会教育指導員に関する規則の一部

改正） 

第３条 亀岡市社会教育指導員に関する規則

（昭和４７年亀岡市教育委員会規則第２号）

の一部を次のように改正する。 

 第１条中「顧問、参与、嘱託員の給与に関

する条例（昭和３２年亀岡市条例第７号）」

を「亀岡市会計年度任用職員の給与及び費用

弁償に関する条例（令和元年亀岡市条例第 

５０号）」に改める。 

 第２条第１項中「特別職」を「会計年度任

用職員」に、「委嘱」を「任用」に改める。 

 第６条中「亀岡市職員等の旅費に関する条

例（昭和３７年亀岡市条例第１４号）別表に

定めるその他の職員に準じて」を「亀岡市会

計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する

条例に基づき」に改める。 
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   附 則 

 

 この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 

選挙管理委員会欄 
 

告 示 
 

 亀岡市選挙管理委員会告示第１号 

 

 亀岡市条例の制定又は改廃の請求に要する有

権者総数の５０分の１の数、亀岡市の事務の執

行に関する監査の請求に要する有権者総数の 

５０分の１の数及び合併協議会設置の請求に要

する有権者総数の５０分の１の数は、次のとお

りである。 

 

   令和２年３月２日 

 

         亀岡市選挙管理委員会 

           委員長 岡野宗忠 

 

１，４７８人 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市選挙管理委員会告示第２号 

 

 亀岡市議会の解散請求に要する有権者総数の

３分の１の数並びに亀岡市の市長、副市長、教

育長、教育委員会の委員、選挙管理委員、監査

委員及び亀岡市議会議員の解職請求に要する有

権者総数の３分の１の数は、次のとおりである。 

 

   令和２年３月２日 

 

         亀岡市選挙管理委員会 

           委員長 岡野宗忠 
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２４，６２７人 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市選挙管理委員会告示第３号 

 

 合併協議会設置協議について選挙人の投票に

付する請求に要する有権者総数の６分の１の数

は、次のとおりである。 

 

   令和２年３月２日 

 

         亀岡市選挙管理委員会 

           委員長 岡野宗忠 

 

１２，３１４人 

 

「掲示済」 

 

 

 

 亀岡市選挙管理委員会告示第４号 

 

 令和２年３月３１日に招集された亀岡市選挙

管理委員会において、次の者が委員長に選挙さ

れた。 

 

   令和２年３月３１日 

 

         亀岡市選挙管理委員会 

           委員長 俣野健一郎 

 

住 所  省略 

氏 名  俣 野 健一郎 

 

「掲示済」 

農業委員会欄 
 

公 告 
 

 亀岡市農業委員会公告第３号 

 

 令和２年３月定例総会を下記のとおり公告す

る。 

 

   令和２年３月２日 

 

          亀岡市農業委員会 

            会長 酒井省五 

 

記 

 

１ 日 時 

   令和２年３月５日（木） 

   午後１時３０分から 

２ 場 所 

   亀岡市役所 ３階 

   ３０２・３０３会議室 

３ 議 題 

・第１号議案 農地法第３条の規定による許

可申請に係る許可について 

・第２号議案 農地法第５条の規定による許

可申請に係る意見について 

・第３号議案 令和２年３月農用地利用集積

計画（農地中間管理機構・所

有権移転） 

・第４号議案 非農地証明事務取扱基準（案） 

について 

 

「掲示済」 
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上下水道部欄 
 

規 程 
 

 亀岡市指定給水装置工事事業者規程の一部を

改正する規程を次のように定める。 

 

   令和２年３月２５日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市上下水道事業管理規程第１号 

 

亀岡市指定給水装置工事事業者規

程の一部を改正する規程 

 

 亀岡市指定給水装置工事事業者規程（平成 

１０年亀岡市公営企業管理規程第２号）の一部

を次のように改正する。 

 

 第２条第９項中「第４条第２項第１号」を

「第４条第２項第１号ア」に改める。 

 第１０条に次の１号を加える。 

⑸ 指定工事業者の指定の期間が経過した際

に、その更新をしなかったとき。 

 第１１条第１項第３号及び第１３条第５号中

「第５条」を「第６条」に改める。 

 

   附 則 

 

 この規程は、公布の日から施行する。ただし、

第２条の改正規定は、亀岡市上下水道事業の設

置等に関する条例の一部を改正する条例（令和

２年亀岡市条例第１６号）の施行の日から施行

する。 

 

「掲示済」 

 地方公務員法及び地方自治法の一部を改正す

る法律の施行に伴う関係上下水道事業管理規程

の整備に関する規程を次のように定める。 

 

   令和２年３月２５日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 亀岡市上下水道事業管理規程第２号 

 

地方公務員法及び地方自治法の一

部を改正する法律の施行に伴う関

係上下水道事業管理規程の整備に

関する規程 

 

 （亀岡市上下水道部決裁規程の一部改正） 

第１条 亀岡市上下水道部決裁規程（昭和４８

年亀岡市水道事業管理規程第３号）の一部を

次のように改正する。 

 別表第２中 

「 

７ 報酬、給与及び賃金（短期任用の
ものを除く。）の支出負担行為の決
定及び支出命令に関すること。 

  ３０万円以上 

３０万円未満 

                   」 

を 

「 

７ 給料、手当及び報酬の支出負担行
為の決定及び支出命令に関するこ
と。 

  ３０万円以上 

３０万円未満 

                   」 

 に改める。 
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 （亀岡市上下水道部職員就業規程の一部改正） 

第２条 亀岡市上下水道部職員就業規程（昭和

５８年亀岡市公営企業管理規程第９号）の一

部を次のように改正する。 

 目次を次のように改める。 

目次 

 第１章 総則（第１条・第２条） 

 第２章 人事（第３条－第１２条） 

 第３章 服務規律（第１３条－第３５条） 

 第４章 給与及び旅費（第３６条・第３７

条） 

 第５章 勤務時間、休憩、休日及び休暇等

（第３８条・第３９条） 

 第６章 懲戒及び表彰（第４０条・第４１

条） 

 第７章 研修（第４２条） 

 第８章 安全及び衛生（第４３条－第４６

条） 

 第９章 公務災害補償等（第４７条－第

４９条） 

 第１０章 公益通報及び苦情処理（第５０

条・第５１条） 

 第１１章 雑則（第５２条－第５４条） 

 附則 

 第１条中「亀岡市上下水道部に勤務する職

員」を「法令及び条例等で定めるもののほか、

職員」に改める。 

 第２条を次のように改める。 

 （定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

⑴ 職員 地方公営企業法（昭和２７年法

律第２９２号）第１５条第１項の規定に

より水道事業及び下水道事業の管理者の

権限を行う市長（以下「管理者」とい

う。）が任命した職員をいう。ただし、

特別職の職を占める者及び市長事務部局

の職員で上下水道部の企業職員に併任さ

れたものを除く。 

⑵ 常勤職員 常時勤務を要する職を占め

る職員をいう。 

⑶ 会計年度任用職員 地方公務員法（昭

和２５年法律第２６１号。以下「法」と

いう。）第２２条第１項に規定する会計

年度任用職員である職員をいう。 

⑷ 臨時的任用職員 常勤職員のうち法第

２２条の３の規定により臨時的に任用さ

れたものをいう。 

⑸ 短時間勤務職員 法第２８条の５第１

項に規定する短時間勤務の職を占める職

員をいう。 

⑹ 所属長 部長、課長その他職員を指揮

監督する権限を有する職員をいう。 

 第３条を削る。 

 第４条を次のように改め、同条を第３条と

する。 

 （採用） 

第４条 職員の採用（臨時的任用を除く。以

下同じ。）は、競争試験又は選考による。 

２ 職員の採用及び臨時的任用に関する手続

及び提出書類等については、市長事務部局

の例による。 

 第５条から第７条までを削り、第３条の次

に次の４条を加える。 

 （条件付採用） 

第４条 職員（短時間勤務職員を除く。）の

採用は、全て条件付のものとする。 

２ 職員の条件付採用の期間の延長について

は、亀岡市職員の条件付採用の期間の延長

に関する規則（令和元年亀岡市規則第４３

号）の定めるところによる。 

 （臨時的任用） 

第５条 職員の臨時的任用については、亀岡

市職員の臨時的任用に関する規則（令和２

年亀岡市規則第７号）の定めるところによ
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る。 

 （定年退職者等の再任用） 

第６条 短時間勤務職員の任用については、

亀岡市職員の再任用に関する条例（平成１

３年亀岡市条例第３６号）の定めるところ

による。 

 （勤務条件の通知） 

第７条 管理者は、職員を採用し、又は臨時

的に任用するときは、給与、勤務場所、従

事する業務、勤務時間、休日その他の勤務

条件を記した勤務条件通知書を交付する。

ただし、常勤職員（臨時的任用職員を除

く。）及び短時間勤務職員にあっては、人

事異動通知書の交付及びこの規程の提示を

もってこれに代えることができる。 

 第８条を削り、第９条を第８条とし、同条

の次に次の１条を加える。 

 （降任、免職及び休職） 

第９条 職員の意に反する降任、免職及び休

職については、法第２７条第２項及び同法

第２８条第１項から第３項までの規定並び

に職員の分限に関する手続及び効果等に関

する条例（昭和５１年亀岡市条例第２２

号）の定めるところによる。 

２ 職員の分限に関する手続及び効果等に関

する条例の施行に関する事項は、職員の分

限に関する手続及び効果等に関する規則

（平成１４年亀岡市規則第５５号）の規定

を準用する。 

３ 前２項に定めるもののほか、心身の故障

により休職となった場合の取扱いについて

は、亀岡市職員療養休暇規程（昭和５１年

亀岡市訓令第４号）第８条の規定を準用す

る。 

 第１０条を次のように改める。 

 （失職） 

第１０条 職員は、次の各号のいずれかに該

当するに至ったときは、その職を失う。 

⑴ 禁錮以上の刑（執行猶予が付された場

合を含む。）に処せられた者 

⑵ 日本国憲法施行の日以後において、日

本国憲法又はその下に成立した政府を暴

力で破壊することを主張する政党その他

の団体を結成し、又はこれに加入した者 

 第１１条及び第１２条を削る。 

 第１２条の２を次のように改め、同条を第

１１条とする。 

 （退職） 

第１２条の２ 第９条の規定による免職、前

条の規定による失職及び第４０条の規定に

よる懲戒免職の場合のほか、職員が次の各

号のいずれかに該当するときは、その日を

もって退職とする。 

⑴ 死亡したとき。 

⑵ 管理者に退職を申し出て、その発令が

あったとき。 

⑶ 定年の適用を受ける職員が定年に達し

た日以後の最初の３月３１日に達したと

き。 

⑷ 任期の定めのある職員がその任期を満

了したとき。 

２ 職員の定年等については、職員の定年等

に関する条例（昭和５９年亀岡市条例第 

３１号）の定めるところによる。 

３ 勧奨を受けて退職する場合の特別の措置

については、特別退職等措置要綱（昭和 

５９年亀岡市訓令第８号）の規定を準用す

る。 

 第１３条第１項中「職員が退職しようとす

る場合」を「職員は、前条第１項第２号の規

定により退職しようとする場合（勧奨による

場合を除く。）」に改め、同条第２項中「管

理者の承認」を「退職の発令」に改め、同条

を第１２条とする。 

 第１４条、第１５条及び第３章の章名を削

る。 
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 第１２条の次に次の章名を付する。 

    第３章 服務規律 

 第１６条を第１３条とし、同条の次に次の

１条を加える。 

 （服務の宣誓） 

第１４条 新たに職員となった者（短時間勤

務職員を除く。）は、亀岡市職員の服務の

宣誓に関する条例（昭和３０年亀岡市条例

第８号）の定めるところにより、服務の宣

誓をしなければならない。 

２ 亀岡市職員の服務の宣誓に関する条例に

定めるもののほか、職員の服務の宣誓に関

する事項は、亀岡市職員服務規則（昭和 

３０年亀岡市規則第５号）第３条の２ただ

し書の規定を準用する。 

 第１７条を削り、第１８条を第１５条とし、

第１９条を第１６条とし、同条の次に次の３

条を加える。 

 （職務に専念する義務） 

第１７条 職員は、法律又は職務に専念する

義務の特例に関する条例（昭和３０年亀岡

市条例第１０号）に定める場合を除き、そ

の勤務時間及び職務上の注意力の全てをそ

の職責遂行のために用い、本市上下水道事

業がなすべき責を有する職務にのみ従事し

なければならない。 

２ やむを得ない業務のため７時間以上時間

外勤務をした職員で、当該勤務終了直後の

勤務日に勤務することが健康上著しく困難

なものは、職務に専念する義務の特例に関

する条例第２条第３号の規定により、当該

勤務日において業務に支障を来さない範囲

内で、職務に専念する義務の免除を受ける

ことができる。 

３ 職員の職務に専念する義務の免除の手続

については、亀岡市職員服務規則第１０条

の規定を準用する。 

 （営利企業への従事等の制限） 

第１８条 職員（法第２２条の２第１項第１

号に掲げる会計年度任用職員（以下この条

において「パートタイム会計年度任用職

員」という。）を除く。）は、管理者の許

可を受けなければ、営利を目的とする会社

その他の団体の役員の地位を兼ね、若しく

は自ら営利企業を営み、又は報酬を得てい

かなる事業若しくは事務にも従事してはな

らない。 

２ 前項の管理者の許可を受くべき地位及び

許可の基準については、職員の営利企業へ

の従事等の制限に関する規則（昭和３５年

亀岡市規則第１５号）の定めるところによ

る。 

３ 職員の営利企業への従事等の手続につい

ては、亀岡市職員服務規則第４０条の規定

を準用する。 

 （争議行為の禁止） 

第１９条 職員及び職員の労働組合は、同盟

罷業、怠業その他の業務の正常な運営を阻

害する一切の行為をしてはならない。また、

職員は、当該禁止された行為を共謀し、唆

し、又はあおってはならない。 

 第２０条及び第２１条を削る。 

 第２２条中「地方公営企業等の労働関係に

関する法律（昭和２７年法律第２８９号。以

下「地公労法」という。）第６条の規定に基

づき、労働組合の役員として労働組合の業務

に専ら従事するため管理者の許可を得た場

合」を「次に掲げる場合」に改め、同条ただ

し書を削り、同条第１号中「地公労法」を

「地方公営企業等の労働関係に関する法律

（昭和２７年法律第２８９号）」に改め、同

条を第２０条とし、同条の次に次の２条を加

える。 

 （秩序の維持等） 

第２１条 職員は、勤務時間中に秩序及び風

紀を乱すような言動をしてはならない。 
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 （被服等の着用） 

第２２条 管理者が貸与する被服等は、勤務

時間中に着用するものとする。ただし、所

属長が必要と認めた場合は、この限りでな

い。 

２ 被服等の貸与については、亀岡市上下水

道部職員被服等貸与規程（昭和４７年亀岡

市水道事業管理規程第７号）の定めるとこ

ろによる。 

 第２３条から第２５条までを次のように改

める。 

 （記章、名札及び職員証） 

第２３条 記章、名札及び職員証の取扱いに

ついては、亀岡市職員服務規則第５条及び

第６条の規定を準用する。 

 （離席及び外出） 

第２４条 職員は、みだりに勤務場所を離れ

てはならない。 

２ 職員は、離席又は外出するときは、所属

長に行先、用件及び所要時間を告げ、常に

所在を明らかにしておかなければならない。 

 （旅行届） 

第２５条 職員は、私事旅行等のため５日以

上にわたり居住地を離れる場合は、あらか

じめ旅行届により管理者に届出をしなけれ

ばならない。 

 第２６条第２項を削る。 

 第２９条を次のように改める。 

 （遅参又は早退） 

第２９条 職員は、遅参又は早退しようとす

るときは、あらかじめその理由と出勤時刻

又は退出時刻を所属長に届け出て、その承

認を受けなければならない。 

 第３４条から第３７条までを削る。 

 第４章の章名を削る。 

 第３３条中「亀岡市上下水道部の企業職員

の旅費に関する規程」を「亀岡市上下水道部

の企業職員等に関する規程」に改め、同条を

第３７条とする。 

 第３２条中「職員の給与は」を「職員の給

与（退職手当を含む。）については」に、 

「、亀岡市上下水道部の企業職員の給与に関

する規程及び亀岡市上下水道部の企業職員の

特殊勤務手当に関する規程（昭和４７年亀岡

市水道事業管理規程第３号）」を「（昭和 

４１年亀岡市条例第３０号）及び亀岡市上下

水道部の企業職員の給与等に関する規程（昭

和４７年亀岡市水道事業管理規程第２号）」

に改め、同条を第３６条とし、同条の前に次

の２条及び章名を加える。 

 （職員倫理の保持） 

第３４条 職員は、市民全体の奉仕者であっ

て、その職務は市民から負託された公務で

あることを自覚し、いかなる場合において

も職務に係る倫理を保持しなければならな

い。 

２ 職員が遵守すべき職務に係る倫理原則そ

の他職員倫理の保持については、亀岡市職

員倫理条例（平成１４年亀岡市条例第３４

号）の定めるところによる。 

 （ハラスメントの禁止等） 

第３５条 職員は、次に掲げるような言動等

（以下この条において「ハラスメント」と

いう。）をしてはならない。 

⑴ 他の者を不快にさせる職場における性

的な言動及び職員が他の職員を不快にさ

せる職場外における性的な言動 

⑵ 職員が職務上の権限や地位等を背景に、

継続的に他の職員の人格や尊厳を傷つけ

るような言動 

⑶ 職員が言葉、態度、身振り及び文書等

によって、他の職員の人格及び尊厳を傷

つけ、又は肉体的及び精神的に傷を負わ

せることにより、職場を辞めざるを得な

い状況に追い込み、又は職場の雰囲気を

悪くさせること。 
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⑷ 妊娠、出産、育児休業・介護休暇等の

制度等の利用に関する言動により勤務環

境を害すること。 

２ 職員は、ハラスメントについての認識を

深め、常に自らの言動等に注意を払わなけ

ればならない。 

３ ハラスメントをした職員は、その態様等

に応じて懲戒処分又は訓告等に付する。 

４ ハラスメントの防止及び排除のための措

置並びにハラスメントに起因する問題が生

じた場合の対応については、亀岡市職員の

ハラスメントの防止等に関する要綱（平成

２３年亀岡市告示第１３４号）の定めると

ころによる。 

    第４章 給与及び旅費 

 第３１条を削る。 

 第３０条を第３３条とし、第２９条の次に

次の３条を加える。 

 （事故等の報告） 

第３０条 職員は、次の各号のいずれかに該

当する場合は、直ちに所属長を経て管理者

に報告しなければならない。 

⑴ 交通事故（公務外の軽微な物損事故を

除く。）又はその他の事故若しくは事件

の当事者となったとき。 

⑵ 重大な法令違反の容疑等を受けたとき。 

⑶ 同居人に感染症（感染症の予防及び感

染症の患者に対する医療に関する法律

（平成１０年法律第１１４号）に規定す

る一類感染症から三類感染症まで及びこ

れらに相当するものをいう。）の患者が

発生したとき。 

 （証人、鑑定人等としての出頭） 

第３１条 職員は、その職務に関連した事項

について証人、鑑定人等として裁判所その

他の官公庁へ出頭するときには、その旨を

管理者に届け出なければならない。 

２ 前項の場合において、職務上の秘密に属

する事項について陳述を求められたときは、

その陳述しようとする内容についてあらか

じめ管理者の許可を受けなければならない。 

 （復命） 

第３２条 出張した職員は、出張中に取り 

扱った事務のてん末を、帰庁後直ちに文書

をもって復命しなければならない。ただし、

軽易なものについては、口頭をもってする

ことができる。 

 第５章の章名を削り、第３７条の次に次の

章名を付する。 

第５章 勤務時間、休憩、休日及び

休暇等 

 第３８条を次のように改める。 

 （勤務時間、休暇等） 

第３８条 職員（会計年度任用職員を除

く。）の勤務時間、休憩、休日及び休暇に

ついては、亀岡市職員の勤務時間、休暇等

に関する条例（平成６年亀岡市条例第２７

号）の適用を受ける市長事務部局の職員の

例による。 

２ 会計年度任用職員の勤務時間、休憩、休

日及び休暇については、亀岡市会計年度任

用職員の勤務時間、休暇等に関する規則

（令和元年亀岡市規則第４４号）の適用を

受ける市長事務部局の職員の例による。 

３ 前２項の規定にかかわらず、職員の時間

外勤務及び休日勤務に関する事項で労働基

準法第３６条第２項各号に掲げるものは、

同条第１項に規定する書面による協定によ

り定める。 

４ 第１項及び第２項の規定にかかわらず、

年次有給休暇が１０日以上付与された職員

は、付与日から１年以内に、５日以上の年

次有給休暇を取得するものとする。この場

合において、年次有給休暇の取得が一定期

間経過後も５日に満たないときは、その５

日に満たない日数について、管理者が当該
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職員の意見を尊重した上で、あらかじめ時

季を指定して年次有給休暇を取得させなけ

ればならない。 

５ 前項までに定めるもののほか、職員の勤

務時間等の取扱いについては、亀岡市服務

規則第８条から第１２条まで（第１０条を

除く。）の規定を準用する。 

 第３９条及び第４０条を削る。 

 第４１条を次のように改め、同条を第３９

条とする。 

 （育児休業等） 

第４１条 子を養育する職員（法律又は条例

で定める職員に限る。）は、地方公務員の

育児休業等に関する法律（平成３年法律第

１１０号）及び職員の育児休業等に関する

条例（平成４年亀岡市条例第９号）の定め

るところにより育児休業若しくは育児短時

間勤務をし、又は市長事務部局の職員の例

により部分休業をすることができる。 

２ 育児休業、育児短時間勤務又は部分休業

をしている職員及びこれらをした職員の給

与の取扱いについては、市長事務部局の職

員の例による。 

 第４１条の２から第５６条まで及び第６章

の章名を削る。 

 第３９条の次に次の章名を付する。 

    第６章 懲戒及び表彰 

 第５７条を次のように改め、同条を第４０

条とする。 

 （懲戒） 

第５７条 職員の懲戒については、法第２７

条第３項及び第２９条並びに職員の懲戒の

手続及び効果に関する条例（昭和３０年亀

岡市条例第１２号）の定めるところによる。 

２ 職員の懲戒の手続及び効果に関する条例

の施行に関する事項は、職員の懲戒の手続

及び効果に関する条例施行規則（平成１８

年亀岡市規則第６１号）及び亀岡市職員の

懲戒処分等に関する指針（平成１６年亀岡

市訓令第１号）の規定を準用する。 

 「第７章 研修」を削る。 

 第５８条を第４１条とし、同条の次に次の

章名を付する。 

    第７章 研修 

 第５９条第２項後段を削り、同条を第４２

条とする。 

 「第８章 安全及び衛生」を削る。 

 第４２条の次に次の章名を付する。 

    第８章 安全及び衛生 

 「第９章 公務災害補償」を削る。 

 第６０条を第４３条とし、第６１条を第 

４４条とし、第６２条を第４５条とし、同条

の次に次の１条及び章名を加える。 

 （亀岡市職員安全衛生管理規則の適用） 

第４６条 前３条に定めるもののほか、職員

の安全及び衛生については、亀岡市職員安

全衛生管理規則（平成３年亀岡市規則第 

１３号）の定めるところによる。 

    第９章 公務災害補償等 

 「第１０章 雑則」を削る。 

 第６３条を次のように改め、同条を第４７

条とし、同条の次に次の２条を加える。 

 （公務災害補償） 

第６３条 職員（会計年度任用職員を除

く。）の公務上の災害に対する補償につい

ては、地方公務員災害補償法（昭和４２年

法律第１２１号）の定めるところによる。 

２ 会計年度任用職員の公務上の災害に対す

る補償については、労働者災害補償保険法

（昭和２２年法律第５０号）の定めるとこ

ろによる。 

３ 所属長は、その所管に属する職員につい

て、公務に基づくと認められる災害が発生

した場合は、速やかに亀岡市職員服務規則

第４７条第２項各号に掲げる事項を管理者

に報告しなければならない。 
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 （公務災害見舞金） 

第４８条 職員が公務上の災害等により死亡

したことに対する見舞金の支給については、

亀岡市職員の公務災害に伴う見舞金の支給

に関する条例（平成１２年亀岡市条例第 

１１号）の定めるところによる。 

 （公務外の傷病等扶助） 

第４９条 常勤職員の公務外の病気、負傷、

出産、休業、災害、退職、障害又は死亡等

に対する扶助（以下次項において「公務外

の傷病等扶助」という。）については、地

方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第

１５２号）の定めるところによる。 

２ 会計年度任用職員及び短時間勤務職員の

公務外の傷病等扶助については、健康保険

法（大正１１年法律第７０号）、厚生年金

保険法（昭和２９年法律第１１５号）及び

雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）

の定めるところによる。 

 第４９条の次に次の章名及び２条を加える。 

    第１０章 公益通報及び苦情処理 

 （公益通報者の保護） 

第５０条 公益通報をした職員の保護及び公

益通報に対する措置については、亀岡市職

員等の公益通報に関する要綱（平成２５年

亀岡市訓令第６号）の規定を準用する。 

 （苦情処理） 

第５１条 職員の職場における苦情について

は、地方公営企業等の労働関係に関する法

律第１３条に規定する苦情処理共同調整会

議において処理する。 

 第５１条の次に次の章名及び１条を加える。 

    第１１章 雑則 

 （適用除外） 

第５２条 副課長級以上の職員については、

この規程中の勤務時間、休憩及び休日に関

する規定は、適用しない。 

 第６４条を第５３条とする。 

 第６５条を次のように改め、同条を第５４

条とする。 

 （委任） 

第６５条 この規程の施行に関し必要な事項

は、市長事務部局の例に準じて管理者が別

に定める。 

 別表第１及び別表第２を削る。 

（亀岡市上下水道部の企業職員の給与に関す

る規程の一部改正） 

第３条 亀岡市上下水道部の企業職員の給与に

関する規程（昭和４７年亀岡市水道事業管理

規程第２号）の一部を次のように改正する。 

 題名中「給与」を「給与等」に改める。 

 第１条中「企業職員の給与」を「上下水道

部の企業職員（以下「職員」という。）の給

与等」に改める。 

 第２条を次のように改める。 

 （常勤職員等の給与） 

第２条 条例の適用を受ける職員の給与（退

職手当を含む。）の額及びその支給方法並

びに初任給、昇給、昇格の基準については、

亀岡市一般職員の給与に関する条例（昭和

３０年亀岡市条例第２５号）及び職員の退

職手当に関する条例（昭和３０年亀岡市条

例第２８号）の適用を受ける市長事務部局

の職員の例による。 

 第２条の次に次の３条を加える。 

 （会計年度任用職員の給与等） 

第３条 地方公務員法（昭和２５年法律第 

２６１号）第２２条の２第１項に規定する

会計年度任用職員である職員の給与（退職

手当を除く。）及び費用弁償については、

亀岡市会計年度任用職員の給与及び費用弁

償に関する条例（令和元年亀岡市条例第 

５０号）の適用を受ける市長事務部局の職

員の例による。 

２ 前項の職員の退職手当については、職員

の退職手当に関する条例の適用を受ける市 

 



 
亀 岡 市 公 報 

 141

第９０３号令和２年４月１５日発行 

長事務部局の職員の例による。 

 （特殊勤務手当） 

第４条 第２条及び前条第１項の規定にかかわらず、特殊勤務手当（報酬として支給する場合を

含む。）の支給対象職員及び手当の額については、次のとおりとする。 

 

支給対象職員 手当の額 

常時水道料金等の滞納整理事務に従事する

職員（地方公務員法第２２条の２第１項第

１号に掲げる会計年度任用職員であるもの

を除く。） 

１月につき２，５００円 

 

 

 

臨時に水道料金等の滞納整理事務に従事し

た職員 

１日につき１５０円 

 

著しく危険、不快な作業に従事した職員 １日につき２００円 

 

 （特別職の職員の給与等） 

第５条 地方公務員法第３条第３項第２号の職を占める職員の報酬及び費用弁償については、特

別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３１年亀岡市条例第２５

号）の適用を受ける市長事務部局の職員の例による。 

２ 地方公務員法第３条第３項第３号の職を占める職員の報酬及び費用弁償については、顧問、

参与、嘱託員等の給与に関する条例（昭和３２年亀岡市条例第７号）の適用を受ける市長事務

部局の職員の例による。 

 （亀岡市上下水道部の企業職員の旅費に関する規程の一部改正） 

第４条 亀岡市上下水道部の企業職員の旅費に関する規程（昭和４７年亀岡市水道事業管理規程

第４号）の一部を次のように改正する。 

 題名中「企業職員」を「企業職員等」に改める。 

 第１条中「企業職員」を「企業職員及びその他の者（以下「職員等」という。）」に改める。 

 第２条を次のように改める。 

 （常勤職員等の旅費） 

第２条 職員等のうち常時勤務を要する職を占めるもの、地方公務員法（昭和２５年法律第  

２６１号）第２２条の２第１項第２号に掲げる会計年度任用職員及び同法第２８条の５第１項

に規定する短時間勤務の職を占めるもの並びに職員以外の者に支給する旅費については、亀岡

市職員等の旅費に関する条例（昭和３７年亀岡市条例第１４号）の適用を受ける市長事務部局

の職員等の例による。 

 第２条の次に次の１条を加える。 

 （非常勤職員の旅費） 

第３条 職員等のうち地方公務員法第３条第３項第２号又は同項第３号に掲げる職を占めるもの

及び同法第２２条の２第１項第１号に掲げる会計年度任用職員に費用弁償として支給する旅費

については、亀岡市上下水道部の企業職員の給与等に関する規程（昭和４７年亀岡市水道事業
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管理規程第２号）の定めるところによる。 

 （亀岡市上下水道事業会計規程の一部改正） 

第５条 亀岡市上下水道事業会計規程（平成２６年亀岡市上下水道事業管理規程第３号）の一部

を次のように改正する。 

 第３８条第２項中第１号を削り、第２号を第１号とし、第３号から第１３号までを１号ずつ繰

り上げる。 

 別表第１第１号費用勘定の表及び同表第２号費用勘定の表中 

「｜職員の本給   ｜」を「｜常勤職員等の給料｜」に、 

「 

 

                     」を 

「 

 

                     」に改め、 

同表中「｜賃金  ｜臨時職員及び人夫の賃金    ｜」を削り、「｜臨時又は非常勤の嘱託

員等に対する報酬  ｜」を「｜非常勤職員の報酬｜」に、 

「 

 

                     」を 

「 

 

                     」に、 

「 

 

 

                     」を 

「 

 

 

                     」に、 

「 

 

                     」を 

「 

                     」に改める。 

（亀岡市上下水道部臨時的任用職員等取扱規程及び亀岡市上下水道部の企業職員の特殊勤務手当

に関する規程の廃止） 

第６条 次に掲げる規程は、廃止する。 

 

職員の扶養、調整、期末、勤勉、時間外 

勤務及び特殊作業等の諸手当 

職員の扶養、地域、期末、勤勉、時間外 

勤務及び特殊勤務等の諸手当 

旅費に関する規定等に基づいて職員等に 

支給する旅費 

 

旅費に関する規定等に基づいて職員等に 

支給する旅費及び費用弁償 

 

職員の扶養、調整、期末、勤勉、時間外 

勤務及び特殊作業等の諸手当並びに児童 

手当 

 

職員の扶養、地域、期末、勤勉、時間外 

勤務及び特殊勤務等の諸手当並びに児童 

手当 

 

臨時又は非常勤の顧問、嘱託員等に対す 

る報酬 

 

非常勤の報酬 
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⑴ 亀岡市上下水道部臨時的任用職員等取扱

規程（平成１２年亀岡市公営企業管理規程

第３号） 

⑵ 亀岡市上下水道部の企業職員の特殊勤務

手当に関する規程（昭和４７年亀岡市水道

事業管理規程第３号） 

 

   附 則 

 

 （施行期日） 

１ この規程は、令和２年４月１日から施行す

る。 

 （経過措置） 

２ 第４条の規定による改正後の亀岡市上下水

道部の企業職員等の旅費に関する規程の規定

は、この規程の施行の日以後に出発する旅行

から適用し、同日前に出発した旅行について

は、なお従前の例による。 

 （準備行為） 

３ この規程の施行のために必要な行為は、こ

の規程の施行の日前においても行うことがで

きる。 

 

「掲示済」 

 

告 示 
 

 亀岡市上下水道部告示第３号 

 

亀岡市指定給水装置工事

事業者休止の告示 

 

   令和２年３月３日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

 下記の業者から指定給水装置工事事業者休止

届出書が提出されたので、亀岡市指定給水装置

工事事業者規程第１０条第２号の規定により告

示する。 

 

記 

 

１ 休止処理日 

   令和２年１月３０日 

２ 休止業者 

指定 
番号 

業 者 名 代表者名 住   所 

246 
日興建設 

  株式会社 

代表取締役 

柳山 春佳 

京都府南丹市日吉

町上胡麻辻ノ本 

３０番地３ 

 

「掲示済」 
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 亀岡市上下水道部告示第４号 

 

 公共下水道の供用及び汚水の処理を開始するので、下水道法（昭和３３年法律第７９号）第９条

の規定に基づき、次のとおり告示する。 

 その関係図書は、令和２年３月１６日から令和２年３月３０日までの期間、亀岡市上下水道部お

客様サービス課において、縦覧に供する。 

 

   令和２年３月１６日 

 

                               亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 供用及び汚水の処理を開始する年月日 

令和２年３月３１日 

２ 供用及び汚水の処理を開始する区域 

篠町篠（下西山・上西山・松ケ池・上西裏）、夕日ケ丘三丁目、古世町三丁目、曽我部町寺蛇

谷、薭田野町佐伯（筋違・河原ノ辻・玉泉・岩谷ノ内向山・下峠）、芦ノ山杉森、大井町南部

土地区画整理事業区域内の各一部 

３ 供用及び汚水の処理を開始する排水施設の位置 

路線名 起点 終点 

市道佐伯玉泉線 薭田野町佐伯筋違40-1先 薭田野町佐伯岩谷ノ内向山98-1先 

 

４ 供用及び汚水の処理を開始する排水施設の合流式又は分流式の別 

分流式 

５ 汚水の処理を開始する終末処理場の位置及び名称 

（１）位 置：京都府亀岡市三宅町八田１番地 

（２）名 称：亀岡市年谷浄化センター 

 

「掲示済」 
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 亀岡市上下水道部告示第５号 

 

 次の書類は、送達を受けるべき者の所在が不

明であるため、亀岡市上下水道部お客様サービ

ス課において保管し、送達を受けるべき者の申

出があれば交付する。 

 ここに、国税通則法（昭和３７年法律第６６

号）第１４条の規定により告示する。 

 

   令和２年３月１８日 

 

          亀岡市長 桂川孝裕 

 

１ 送達する書類 

  交付要求通知書 

２ 送達を受けるべき者 

  住 所  省略 

 

  氏 名  省略 

３ この書類を受領されないときは、国税通則

法第１４条第３項の規定により、告示の日か

ら起算して７日を経過した時点で書類の送達

があったものとみなす。 

 

「掲示済」 

市立病院欄 
 

公 告 
 

 亀岡市立病院公告第１号 

 

 令和２年２月２７日に実施した亀岡市立病院

職員採用試験の結果、次のとおり合格者を決定

し、職員採用候補者名簿に登録したので公告す

る。ただし、登録有効期限については、令和２

年７月３１日までとする。 

 

   令和２年３月１２日 

 

    亀岡市病院事業管理者 玉井和夫 

 

（候補者受験番号） 

   ２  ４ 

 

「掲示済」 
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